
事

業

報

告

書

一
般
社
団
法
人

　
　日
本
私
立
医
科
大
学
協
会

第

　
期

52

事 業 報 告 書

第 52 期
（自令和 5年4月1日 ～ 至令和 6年3月31日）

一般社団法人   日本私立医科大学協会



目　　　　　次

［一般報告］･･････････････････････････････････････････････････････････････ 	 1
〇	自由民主党「大学病院を支援する議員連盟」に対する要望書	
（令和 5年 4月 20 日付）･････････････････････････････････････････････ 	 40
〇	自由民主党「大学病院を支援する議員連盟」決議	
（令和 5年 4月 20 日）･･･････････････････････････････････････････････ 	 45
〇	日本病院団体協議会「良質な医療・介護を守るために必要な	
財源確保に係る緊急声明（令和 5年 6月 7日付）」･･････････････････････ 	 47

〇	全国医学部長病院長会議・国立大学病院長会議・本協会連名	
「令和 5年度大学病院に係る財政支援要望書（令和 5年 6月 9日付）」･････ 	 49
〇	日本病院団体協議会「病院薬剤師確保に係る要望書	
（令和 5年 7月 11 日付）」････････････････････････････････････････････ 	 57
〇	「令和 6年度診療報酬改定に対する要望書（令和 5年 7月 20 日付）」･･････ 	 61
〇	全国医学部長病院長会議・国立大学病院長会議・本協会連名	
「令和 6年度診療報酬に関する重点要望事項（令和 5年 9月 12 日付）」････ 	 87
〇	「病院機能評価一般病院 3rd G ver. 3.0 での評価	
についての要望書（令和 5年 9月 22 日付）」･･･････････････････････････ 	 89

〇	日本病院団体協議会「令和 6 年度（2024 年度）診療報酬改定に係る	
要望書【第 2報】」（令和 5年 10 月 23 日）･････････････････････････････ 	 92

〇	「大学・大学病院の現状と課題（令和 5年 11 月 1 日）」･･････････････････ 	 96
〇	自由民主党「大学病院を支援する議員連盟」決議	
（令和 5年 11 月 1 日）」･･････････････････････････････････････････････ 	105
〇	加盟大学法人支払消費税負担額推移表････････････････････････････････ 	107
〇	平成 30 年度〜令和 4年度病院消費税実績額･･･････････････････････････ 	108
〇	協会役員一覧（令和 6年 3月現在）･･･････････････････････････････････ 	110
〇	協会組織図・各種委員会委員長一覧（令和 6年 3月現在）･･･････････････ 	111
〇	協会病院部会組織図一覧（令和 6年 3月現在）･････････････････････････ 	112

［企画委員会、倫理委員会報告］････････････････････････････････････････････ 	113
1. 企画委員会･････････････････････････････････････････････････････････ 	113
2. 倫理委員会･････････････････････････････････････････････････････････ 	115

［AJMC 連携委員会報告］･･････････････････････････････････････････････････ 	116

［部会報告］･･････････････････････････････････････････････････････････････ 	117
Ⅰ . 総務・経営部会･････････････････････････････････････････････････････ 	117
1. 法務委員会･････････････････････････････････････････････････････････ 	117



2. 広報委員会･････････････････････････････････････････････････････････ 	117
3. ダイバーシティ活躍委員会･･･････････････････････････････････････････ 	118
4. 事務局長・医学部事務（部）長会議･･･････････････････････････････････ 	118
5. 労務研究会･････････････････････････････････････････････････････････ 	119
6. 経理事務研究会･････････････････････････････････････････････････････ 	119
7. 情報処理研究会･････････････････････････････････････････････････････ 	119
8. 関連会社経営管理委員会･････････････････････････････････････････････ 	120
○	令和 4年度私立医科大学財務関係諸調査結果･･････････････････････････ 	121
○	令和 4年度医療収入科目別調査結果･･････････････････････････････････ 	127

Ⅱ . 教育・研究部会･････････････････････････････････････････････････････ 	129
1. 学長・医学部長会議･････････････････････････････････････････････････ 	129
2. 医学教育委員会･････････････････････････････････････････････････････ 	129
3. 学生部委員会･･･････････････････････････････････････････････････････ 	129
4. 研究体制検討委員会･････････････････････････････････････････････････ 	130
5. 教務事務研究会･････････････････････････････････････････････････････ 	130

Ⅲ . 病院部会･･･････････････････････････････････････････････････････････ 	131
1. 病院長会議･････････････････････････････････････････････････････････ 	131
2. 治験・臨床研究推進委員会･･･････････････････････････････････････････ 	131
3. 医療安全・感染対策委員会･･･････････････････････････････････････････ 	131
4. 医療 DX推進委員会････････････････････････････････････････････････ 	134
5. 大学病院における診療報酬に関する検討委員会･････････････････････････ 	134
6. 病院事務長会議･････････････････････････････････････････････････････ 	135
○	医療事務研究会････････････････････････････････････････････････････ 	135
○	病院庶務研究会････････････････････････････････････････････････････ 	136
○	用度業務研究会････････････････････････････････････････････････････ 	136
○	栄養研究会････････････････････････････････････････････････････････ 	136
7. 薬剤部長会議･･･････････････････････････････････････････････････････ 	136
8. 看護部長会議･･･････････････････････････････････････････････････････ 	137

Ⅳ . 懇談会等･･･････････････････････････････････････････････････････････ 	138	
　　　懇談会及び連絡会･････････････････････････････････････････････････ 	138

調査事項一覧（令和 5年 4月～令和 6年 3月）･･････････････････････････････ 	139
協会会員数（令和 6年 3月 31 日現在）･････････････････････････････････････ 	140
事業報告附属明細書･････････････････････････････････････････････････････ 	141



－ 1－

〔一般報告〕

令和 5年 5月開催の第 124 回総会に於いて、本協会会長に選任された小川　彰

先生（岩手医科大学理事長）は、国会関係者並びに政府をはじめとする省庁関係

者と精力的に面談・会合を重ねると共に、文部科学省「今後の医学教育の在り方

に関する検討会」委員、厚生労働省「医師養成過程を通じた医師偏在対策等に

関する検討会」委員に就任し、今後の我が国の教育・研究・国民医療の充実・発

展に関して活動されていた。令和 5年 12 月より入院されて治療にあたって来ら

れていたが、令和 6年 3月 3日にご逝去された。小川先生は我が国に於ける研究

力の拡充並びに消費税の損税解消問題と地域医療の充実に特に力を注がれて来て

いた。

本協会は、3月 14 日開催の臨時理事会並びに第 126 回総会に於いて、後任の

会長に、炭山嘉伸先生（東邦大学理事長）を選任した【任期：令和 6年 3 月 14

日～令和 7年 5 月総会まで】。今後は、炭山嘉伸新会長の下、新執行部により本

協会は私立医科大学を巡る諸問題に対して積極的に対応を行っていく。

ⅠⅠ . 令和 5 年度政府補正予算・令和 6 年度政府予算について. 令和 5 年度政府補正予算・令和 6 年度政府予算について

⑴	 令和 5年 11 月 1 日に開催された自由民主党「大学病院を支援する議員連盟

総会」終了後、令和 5年 11 月 2 日に、政府は「デフレ完全脱却のための総合

経済対策」を閣議決定し、令和 5年 11 月 29 日、令和 5年度補正予算が可決・

成立したこと。

⑵	 経済対策の財政措置として、診療報酬の見直しに向けた検討を行うことと併

せ、それまでの間、早急かつ確実に支援を行うこととしたこと。さらに、科学

研究費助成事業の基金化の拡充、学術論文等の即時オープンアクセスの加速

化、研究・教育に資する基盤整備のための附属病院を含む大学等における最先

端研究・教育設備の導入等を支援することとしたこと。

⑶	 今回の閣議決定では、これまで本協会が要望してきた医療施設等に対するエ
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ネルギー価格、診療材料等の物価高騰支援、医療DXへの財政支援、大学附属

病院の機能維持等への支援についても財政措置をされていることから、予算編

成過程の動向を注視して来たこと。

⑷	 令和 5年 12 月 22 日、令和 6年度政府予算案が閣議決定したこと。岸田文雄

内閣総理大臣は令和 6年 1 月 26 日に召集された第 213 回国会に令和 6年度政

府予算案として提出し、3月 28 日に可決・成立したこと。

【1】令和 5 年度文部科学省補正予算について【1】令和 5 年度文部科学省補正予算について

⑴	 大学病院における医学生の教育環境の充実を図るため、最先端医療設備の整

備を支援し、我が国の「未来の医療」を担う高度医療人材の養成に貢献するこ

とを目的として、令和 5年度補正予算「高度医療人材養成事業（医師養成課程

充実のための教育環境整備）」として 140 億円を計上したこと。

⑵	 事業の概要は以下の通りであること。

　　①�　対象機関は、国公私立大学のうち医学部を置く大学とし、事業予算は

140 億円で申請状況等により予算の範囲内で決定すること。

　　②�　補助上限額は 2 億 5,000 万円で、補助率は国公私問わず定額（10 割）

とすること。単価は 1,000 万円以上で優先順位を付した上で、補助上限額

の範囲内で複数の医療機器を申請することも可能であること。

　　　�　公募期間は令和5年12月19日から令和6年1月19日までとなっており、

選定結果は令和 6年 2月に通知されたこと。

⑶	 児童生徒等の学習の場であり、災害時には地域住民の避難場所となる私立学

校施設の耐震化の早期完了や熱中症対策などにより安全・安心な生活空間を確

保するため、令和 5年度補正予算「私立学校施設・設備の整備の推進」として

109 億円を計上したこと。
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【2】令和 6 年度文部科学省予算について【2】令和 6 年度文部科学省予算について

⑴	 文部科学関係予算の一般会計は 5兆 3,384 億円（対前年度比 443 億円（0.8%）

増）となり、その内、文教関係予算は 4兆 563 億円（対前年度比 417 億円（1.0%）

増）を計上したこと。

⑵	 私学助成関係では、「私立大学等経常費補助」として 2,978 億円（対前年度

比 2億円（0.07%）増）を計上したこと。そのうち、一般補助は 2,772 億円（対

前年度比 1億円（0.04%）増）、特別補助は 207 億円（対前年度比 2億円（対

前年度比 1.0%）増）となったこと。

⑶	 特色ある教育研究の推進や地域社会への貢献、社会実装の推進など、自らの

特色・強みを活かした改革に全学的・組織的に取り組む大学等を支援するため、

「私立大学等改革総合支援事業」（一般補助、特別補助の内数）として 112 億

円（対前年度同額）を計上したこと。

⑷	 令和 6 年度から令和 10 年度（5年間）を「集中改革期間」と位置づけ、少

子化を乗り越えるレジリエントな私学への構造転換を図ること、私立大学等の

あり方を提起し、将来を見据えたチャレンジや経営判断を自ら行う「経営改革

計画」の実現を図るため、「少子化時代を支える新たな私立大学等の経営恵改

革支援」として新規に 20 億円を計上したこと。

⑸	「防災・減災、国土強靭化のための 5か年加速化対策」として、校舎等の耐

震改築・補強事業や非構造部材の落下防止対策等の防災機能強化を支援するた

めの「耐震化等の促進」（40 億円（対前年度同額））、熱中症対策として教室や

体育館等へのエアコン設置やバリアフリー対策等、安全・安心な生活空間の確

保に必要な基盤的設備等の整備を支援する「教育・研究装置等の整備」（53 億

円（対前年度比 3億円（6.0%）増））等からなる「私立学校施設・設備の整備

の推進」は 93 億円（対前年度比 3億円（3.3%）増）を計上したこと。

⑹	 医学生及び医学系大学院生に対して、大学病院を活用しTA、RA、SAとし

て教育研究に参画する機会を創出する取組みや、教育支援者の活用による大学

病院での診療参加型臨床実習の充実に係る取組みを行うなど、医師を養成する
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大学を拠点とし、高度な臨床教育・研究に関する知識・技能等を有する医師養

成の促進を支援するため、「高度医療人材養成拠点形成事業（高度な臨床・研

究能力を有する医師養成促進支援）」として新規に 21 億円（支援対象：医学部

を置く国公私立大学、事業期間：令和 6年度〜令和 11 年度（6年間））を計上

したこと。

⑺	 医療ニーズを踏まえた地域医療に関する教育プログラムの構築や社会的な要

請に対応できる看護師の養成を図るための「ポストコロナ時代の医療人材養成

拠点形成事業」（5億円（対前年度比 1億円（16.6%）減））、大学院レベルにお

ける教育プログラムを開発・実践する拠点形成の支援を図るための「次世代の

がんプロフェッショナル養成プラン」（9億円（対前年度同額）からなる「高

度医療人材の養成」は 14 億円（対前年度比 2億円（12.5%）減））を計上した

こと。

⑻	 各大学が自身の強みを核に、海外トップ大学や民間企業等の外部機関と組織

的な連携を図り、世界最高水準の教育・研究力を結集した 5年一貫の博士課程

学位プログラムを構築するため、「卓越大学院プログラム」として 36 億円（対

前年度比 7億円（16.3%）減）を計上したこと。

⑼	 今後の大学改革課題に機動的に対応し、大学改革の一層の推進、教育の質の

向上、大学の構造転換の推進を図るため、「先導的大学改革推進委託事業」と

して 0.8 億円（対前年度比 0.2 億円（33.3%）増）を計上したこと。

⑽	 人文・社会科学から自然科学まで全ての分野にわたり、多様で独創的な「学

術研究」を幅広く支援し、また、若手研究者への支援の重点化や国際共同研究

の強化により、科研費改革を着実に推進するため、「科学研究費助成事業」と

して 2,377 億円（対前年度同額）を計上したこと。

⑾	「経済財政運営と改革の基本方針 2023」、「新しい資本主義のグランドデザイ

ン及び実行計画 2023」（令和 5年 6月閣議決定）等に基づき、脳神経科学に関

する新たなプロジェクトの創設、高機能バイオ医薬品創出やバイオバンクの利

活用促進に向けた創薬研究の推進、大学発医療系スタートアップへの支援強化

等を実施すること。この他、再生・細胞医療・遺伝子治療研究、がん治療薬に
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繋がる革新的基礎研究、感染症研究等を推進するため、「健康・医療分野の研

究開発の推進」として 847 億円（対前年度比 1億円（0.1%）減）を計上したこと。

そのうち、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）予算額は 581.5

億円（対前年度比 0.7 億円（0.1%）増）となったこと。

【3】令和 5 年度厚生労働省補正予算について【3】令和 5 年度厚生労働省補正予算について

⑴	 都道府県が行う新型コロナウイルス感染症対応について、医療機関の病床確

保や患者の医療費などを支援し、医療提供体制等の維持を図るため、令和 5年

度補正予算「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金」として 6,143 億

円を計上したこと。

⑵	 改正感染症法に基づき、今後の新興感染症の発生時に速やかに対応できるよ

う、都道府県と協定を締結する 医療機関の感染症への対応力を強化するため、

令和 5年度補正予算「感染症法改正に伴う対応（新興感染症対応力強化事業）」

として 148 億円を計上したこと。

⑶	 新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、次の感染症危機に備えた医薬

品等の研究開発を推進するため、令和 5年度補正予算「次の感染症危機に備え

た有効な治療薬等の研究開発の推進」として 10 億円を計上したこと。

【4】令和 6 年度厚生労働省予算について【4】令和 6 年度厚生労働省予算について

⑴	 厚生労働省の一般会計の予算額は 33 兆 8,191 億円（対前年度比 6,782 億円

（2.0%）増）を計上したこと。そのうち、社会保障関係費は 33 兆 5,046 億円（対

前年度比 6,734 億円（2.1%）増）となったこと。

⑵	 医療・介護のイノベーションを推進するとともに、安心で質の高い医療・介

護サービスの提供を図るため、「医療・介護のイノベーションに向けたDXの

推進」として 30 億円（対前年度比 14 億円（31.8%）増）を計上したこと。

⑶	 団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を展望すると、病床の機能分化・連携、
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在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の確保・勤務環境の改善等、「効率

的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急

務な課題であることから、「地域医療介護総合確保基金（医療分）」として 733

億円（対前年度比 18 億円（2.4%）減）を計上したこと。その中で、「勤務医

の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業」として国が 95 億円、地方

が 47 億円とする公費 143 億円の支援を計上したこと。

⑷	 ドラッグラグ・ドラッグロスの解消に取り組み、創薬力強化のためのイノ

ベーションの基盤構築を推進するため、「医薬品・医療機器等の実用化促進、

安定供給、安全・信頼性の確保」として 19 億円（対前年度比 4億円（26.6%）増）、

「イノベーションの基盤構築の推進」として617億円（対前年度比24億円（4.0%）

増）を計上したこと。

⑸	 人口減少と超高齢化社会における医療・介護ニーズや人口動態の変化等を踏

まえ、不断の改革により、質の高い医療・介護サービスを提供できる体制を

確保する必要があること。そのため、地域医療構想等の推進や地域包括ケア

システムの構築に向けた施策を推進するため、「地域医療構想等の推進」とし

て 884 億円（対前年度比 16 億円（1.7%）減）、「地域包括ケアシステムの構築」

として 372 億円（対前年度比 139 億円（27.2%）減）、「救急・災害医療体制等

の充実」として 110 億円（対前年度比 7億円（6.8%）増）を計上したこと。

⑹	 健康づくり・予防・重症化予防を強化し、健康寿命の延伸に係る取組を推進

すること。加えて、認知症基本法に基づき、認知症施策を総合的かつ計画的に

推進すること。また、がん・肝炎・難病などの各種疾病対策を着実に実施する

とともに、歯科保健医療などを推進するため、「健康づくり・予防・重症化予

防の推進」として 58 億円（対前年度比 22 億円（61.1%）増）、「認知症施策の

総合的な推進」として 134 億円（対前年度比 6億円（4.7%）増）、「がん対策、

循環器病対策等の推進」として 406 億円（対前年度同額）、「肝炎対策の推進」

として 1,232 億円（対前年度比 1億円（0.1%）増）、「難病・小児慢性特定疾病

対策等の推進」として 1,642 億円（対前年度比 11 億円（0.7%）増）を計上し

たこと。
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⑺	 新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえた次なる感染症に備え、医療措置

協定締結の推進、感染症の検査体制を強化するとともに、質の高い科学的知見

を迅速に提供できる体制を整備するため、「次なる感染症に備えた体制強化」

として 77 億円（対前年度比 51 億円（196.1%）増）を計上したこと。

⑻	 近年、欧米では承認されている医薬品が日本で開発が行われない、いわゆる

「ドラッグ・ロス」の拡大が指摘されており、その要因の 1つとして、国際共

同治験において、日本人症例の組入れが遅い等の理由で日本を避ける傾向が指

摘されていること。国内治験にかかるコストの削減や手続きの負担の解消（治

験エコシステム）を進める観点から、「治験エコシステム導入推進事業」とし

て新規に 1,400 万円を計上したこと。

⑼	 今般の COVID-19 拡大に伴い、迅速かつ質の高いグローバルな臨床研究・

治験体制構築の必要性が明らかとなったことを受け、日本主導の国際共同治験

の強化へつなげ、治療薬等の開発・供給の加速を目指し、アジア地域における

臨床研究・治験ネットワークの構築を進めるため、「臨床研究・治験推進研究

事業」として 3.9 億円（対前年度同額）を計上したこと。

⑽	「全ゲノム解析等実行計画 2022」（令和 4年 9 月策定）を着実に推進し、国

民へ質の高い医療を届けるため、がんや難病患者を対象とした全ゲノム解析及

びマルチオミックス解析等を実施することで得られる全ゲノムデータ、マルチ

オミックスデータ、臨床情報等を搭載した質の高い情報基盤を構築し、民間企

業やアカデミア等へその利活用を促すことにより、診断創薬や新規治療法等の

開発を目指すこと。また、解析結果等の速やかな日常診療への導入や、新たな

個別化医療の実現についても更に推進するため、「がん・難病の全ゲノム解析

等の推進」として新規に 16 億円を計上したこと。

⑾	 国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）が医療分野研究開発推

進計画に基づき、大学、研究開発法人その他の研究機関の能力を活用して行う

医療分野の研究開発及びその環境整備等に要する費用に係る補助金を交付する

ことにより、健康・医療戦略を推進し、 もって健康長寿社会の形成に資するこ

とを目的とするため、「日本医療研究開発機構（AMED）における研究の推進」
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として 443 億円（対前年度同額）を計上したこと。

⑿	 国民が将来にわたり質の高い医療サービスを受けるためには、長時間労働な

ど厳しい勤務環境におかれている医療従事者の勤務環境の整備が喫緊の課題で

あること。労務管理支援など、医療機関の勤務環境改善に向けた主体的な取組

に対する支援の充実を図ることにより、医療従事者全体の勤務環境の改善に向

けた取組の充実につなげるため、「医療従事者勤務環境改善推進事業」として

1,900 万円（対前年度同額）を計上したこと。

⒀	 地域において必要な救急医療が適時適切に提供できる体制の構築を目指し、

早期の治療開始、迅速な搬送を可能 とするドクターヘリの運航体制を確立す

るため、「ドクターヘリ導入促進事業」として 95 億円（対前年度比 8億円（9.1）

増）を計上したこと。

ⅡⅡ . 新型コロナウイルス感染症に関する対応について. 新型コロナウイルス感染症に関する対応について

【1】加盟大学における新型コロナウイルス感染症患者症例別受入れ総数について【1】加盟大学における新型コロナウイルス感染症患者症例別受入れ総数について

⑴	「新型コロナウイルス感染症患者受入れ総数」については、これまで定例で

国立大学・公立大学・本協会加盟大学の状況を報告してきたが、令和 5年 5月

8 日に同感染症法上の位置づけが 2類から 5類に引き下げられたことを受け、

文部科学省が受入れ状況の調査を終了したこと。

	 　本協会加盟大学の状況は引き続き調査を実施していくこととし、令和 5年

11 月 30 日現在の状況を報告するものであること。

⑵	 本協会加盟大学 30大学 84病院の新型コロナウイルス感染症患者受入れ総数

は 85,903 名となったこと。本協会加盟大学の受入れについては、令和 5年 10

月 31 日現在の患者受入れ総数 85,080 名と比較すると、823 名の増加となった

こと。

⑶	 これらのデータは本協会加盟大学に於いて、新型コロナウイルス感染症が 5

類に移行した後も、国策に準じて国民医療の保全・充実に誠意をもって対応し
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貢献していることを示していること。

【2】加盟大学における新型コロナウイルス感染症患者症例別受入れ総数について【2】加盟大学における新型コロナウイルス感染症患者症例別受入れ総数について

⑴	 加盟 30 大学（本院・分院合算）における令和 2年 3月から令和 5年 11 月ま

での新型コロナウイルス感染症患者症例別受入れ総数は、85,903 名となって

いること。

⑵	 この内、本協会加盟大学附属病院 84 病院における「新型コロナウイルス感 

染症患者症例別受入れ総数」において、加盟 30 大学（本院・分院合算）の「新

型コロナウイルス感染症重症患者の受入れ総数」は12,274名となっていること。

また、本院 30 病院の「新型コロナウイルス感染症重症患者受入れ総数」は 7,507

名となっており、各大学において確認いただきたいこと。

【3】加盟大学附属病院における各種統計調査について【3】加盟大学附属病院における各種統計調査について

⑴	 本協会「加盟大学附属病院における各種統計調査（2021 年 4 月～ 2022 年 3

月分と 2022 年 4 月分～ 2023 年 3 月分の比較）」結果を取りまとめたこと。 

	 　本協会加盟大学附属病院（本院 29 病院・分院 56 病院）の 85 病院から回答

があり、回答率は 100%であること。

⑵	 2022 年 4 月～ 2023 年 3 月の本院 29 病院の平均外来患者延数は 578,463 名

となり、前年同期間となる 2021 年 4 月～ 2022 年 3 月の 577,152 名から 1,311

名増（前年同期間比+0.2%）となっていること。

	 　2022 年 4 月～ 2023 年 3 月の本院 29 病院の平均入院患者延数は 274,586 名

となり、前年同期間となる 2021 年 4月～ 2022 年 3 月の 279,216 名から 4,630

名減（前年同期間比マイナス 1.7%）となっていること。

⑶	 2022年 4月～ 2023年 3月の本院29病院の平均手術件数は19,040 件となり、

前年同期間となる 2021 年 4 月～ 2022 年 3 月の 18,377 件と比較して 703 件増

（前年同期間比プラス 3.8%）となっていること。
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	 　2022 年 4 月～ 2023 年 3 月の本院 29病院の平均救急受入件数は 13,074 件と

なり、前年同期間となる2021年 4月～ 2022年 3月の 13,031件から 43件増（前

年同期間比プラス 0.3%）となっていること。

⑷	 2022 年 4 月〜 2023 年 3 月の本院 29 病院と分院 56 病院を合わせた 85 病院

の総医業収入は 1兆 9,726 億 2,472 万円となり、2021 年 4 月〜 2022 年 3 月の

1 兆 9310 億 7,515 万円と比較して 415 億 4,957 万円の増額（前年同期間比プ

ラス 2.2%）となったこと。

	 　また、2022 年 4 月〜 2023 年 3 月の本院 29 病院と分院 56 病院を合わせた

85 病院の総医業費用は 1 兆 9,554 億 4,704 万円となり、2021 年 4 月〜 2022

年 3 月の 1 兆 9,059 億 3,464 万円と比較して 495 億 1,240 万円の増額（前年同

期間比プラス 2.6%）となったこと。

	 　従って、2022 年 4 月〜 2023 年 3 月の本院 29 病院と分院 56 病院を合わせ

た 85 病院の総医業収支は 171 億 7,768 万円の黒字となったが、2021 年 4 月〜

2022 年 3 月の 251 億 4,050 万円の黒字と比較した場合、黒字額は 79 億 6,283

万円の減額となったこと。

【4】�加盟大学附属病院における「新型コロナウイルス感染症による医療従事者の出【4】�加盟大学附属病院における「新型コロナウイルス感染症による医療従事者の出

勤停止状況調査」結果について勤停止状況調査」結果について

⑴	 新型コロナウイルス感染症への対応に関連して、本協会は加盟各大学附属病

院における医療従事者・職員が新型コロナウイルス感染症に罹患並びに濃厚接

触によって出勤停止となった延人数を取りまとめ、医療逼迫の状況及び医療提

供体制の疲弊について、関係各方面に提示するための基礎資料として作成した

こと。

⑵	 加盟大学附属病院 85 病院における令和 4年 7月から令和 5年 12 月までの推

移をグラフ化し、対象期間を令和 5年 12 月 1 日〜 31 日とした出勤停止状況

を表でまとめたこと。

⑶	 令和 5年 12 月は「本人が罹患したために出勤停止」となった人数が合計で
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7,337 名であったこと。また、「濃厚接触による出勤停止」となった人数は合

計で 12 月は 618 名となったこと。

⑷	 今後も医療ひっ迫の状況及び医療提供体制の疲弊を表すものとして、関係各

方面に提示するための基礎資料とすること。

【5】�厚生労働省「令和 5 年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）」【5】�厚生労働省「令和 5 年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）」

の交付についての交付について

⑴	 厚生労働省は令和 5年 4 月 5 日付にて、「令和 5年度新型コロナウイルス感

染症緊急包括支援事業（医療分）」の実施要綱等を都道府県に発出したこと。

⑵	 新型コロナウイルス感染症の感染状況を正確に見通すことが難しいため、交

付金の実施は令和 5年 9月末までとして、本通知の内容は 5月 7日までの適用

とし、新型コロナウイルス感染症が5類に移行する5月8日以降の扱いは、追っ

て周知する方針であるとしたこと。

⑶	 参考として、令和 4年度の同交付金決定額については、既に決定している 2

兆 2,784 億円に新たに 1兆円を上積みして 3兆 3,456 億円となっており、各都

道府県の状況が厚生労働省のホームページに公表されていることから、引き続

き、各病院が所在する都府県の関係部局に確認をいただきたいこと。

⑷	 厚生労働省は令和 5年 10 月以降の新型コロナウイルス感染症対応に向けて、

公費支援等の見直しの概要について、医療提供体制の移行や病床確保料の取り

扱いを公表（令和 5年 9月 15 日）したこと。

⑸	 病床確保料の対象は「重症・中等症Ⅱの入院患者」に重点化し、補助単価の

上限を現状の「0.8 倍」に見直したこと。

⑹	 例えば、1日につき、特定機能病院等の ICUの病床確保料は 218,000 円から

174,000 円、特定機能病院等・一般病院のHCUは 106,000 円から 85,000 円、

一般病院の ICU・HCU以外の病棟は 36,000 円から 29,000 円に減額となった

こと。

⑺	 その後、令和 5年 9 月 29 日付通知にて、今後の新型コロナウイルス感染症
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の感染状況は見込み難いとして、令和 5年 9月末までの対応としていたものを

令和 6年 3月末までの対応とすることを公表したこと。

ⅢⅢ . �自由民主党「大学病院を支援する議員連盟」（会長：塩谷　立衆議院議員）につ. �自由民主党「大学病院を支援する議員連盟」（会長：塩谷　立衆議院議員）につ

いていて

⑴	 令和 5年 4 月 20 日に自由民主党「大学病院を支援する議員連盟総会」が開

催され、文部科学省、全国医学部長病院長会議、国立大学病院長会議、本協会

に対して「大学病院を取り巻く課題」についてのヒアリングが行われたこと。

⑵	 同議連事務局次長である三ツ林裕巳衆議院議員の司会により議事が進行さ

れ、同議連会長である塩谷　立衆議院議員からの挨拶の後、同議連役員を決定

したこと。

⑶	 文部科学省高等教育局医学教育課より「大学病院における医師の働き方に関

する調査研究報告書」（令和 5年 2月公表）の概要についての説明があったこと。

	 　特に「業務時間の構成比率及び週当たり研究業務時間」については、大学病

院の医師は教育・研究・診療のうち、診療に従事する時間が最も長いこと、今

後我が国の教育、研究の主力を担う助教の 15% は全く研究を行っておらず、

約 50%は週当たりの研究時間が 5時間以下に留まっており、深刻な状況にあ

ること。

	 　また、ほとんどの大学に於いて医師の労働時間短縮が進められることによ

り、教育及び臨床教育の質の低下、研究成果の減少等の影響が生じると回答し

ていること。

⑷	 本調査結果を受け、教育・研究に十分必要なエフォートを割けるための仕組

み（タスクシフト /シェアの促進、研究支援人材の増員、若手研究者支援、医

療設備・インフラ環境の整備等）の検討・支援が必要であること、高度先進医

療や地域医療を維持するためには、大学病院の医師の処遇改善を含めた医師確

保に向けた積極的な検討・支援が必要であるとの説明があったこと。

⑸	 文部科学省としても医師の働き方改革による大学病院に勤務する医師の研究
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力低下を危惧しており、令和 5年 5月から「今後の医学教育の在り方に関する

検討会」を新設し、令和 6年 6月を目途に最終取りまとめを公表する予定とし

ていること。

⑹	 文部科学省の説明の後、全国医学部長病院長会議、国立大学病院長会議から

令和 5年度の大学病院関連要望に関する説明があり、その後、本協会から以下

の通り要望を行ったこと。（40 〜 44 ページ参照）

　　　協会からの要望事項は以下の通り。

  1）医師の働き方改革について

　　①�　令和 6年度から施行される医師の働き方改革に対応し、現在の教育・研

究・診療及び地域医療への対応を維持していくためには、自らの経営努力

のみでは困難であり、医師の働き方改革に伴う人件費並びにシステム構築

の経費に関して、適切な財政支援が必要であること。

　　②�　これと並行して地域間偏在・診療科間偏在の解消、大学病院の位置付け

の明確化、労働基準法の整備等の医師の働き方改革の基となる部分を協議

していただくようお願いするものであること。

　　③�　特に、人口 10 万人当たりの医師数は各都道府県に於いて 2倍の開きが

あること。更に外科、救命救急科、小児科、産婦人科では年々医師は減少

し診療科間偏在が顕著になっていること。この様に偏った医師数・診療科

間偏在の中、全国一律の規制は危険であり地域の実情に応じた規制が必要

であること。

  2）光熱水費の高騰に伴う財政支援について

	 　各都道府県における地方創生臨時交付金の使途を明確にすると共に交付金の

増額等よる支援措置並びに公平な分配を強く望むものであること。

  3）新型コロナウイルス感染症の 5類への移行について

　�　令和 5年度に於いても、国の進める国民医療の安定を目的とした医療施策に

対応し、継続して努力を尽くしている本協会加盟大学附属病院に対して、これ

までの「新型コロナウイルス感染症に係る緊急包括支援交付金」と同様な内容

の支援を継続していただくよう要望するものであること。
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  4）�新型コロナウイルス感染症に対応したことによる医療従事者の出勤停止状

況とそれに伴う病院経営負担の補填について

　�　加盟各大学附属病院に於ける医療従事者・職員が罹患並びに濃厚接触によっ

て出勤停止になったことに伴って、ほとんどの大学病院が病棟閉鎖に直面する

事態となり、更に附属病院全体の入院停止まで行った大学も多数存在する状況

となったこと。その結果、病院経営に多大な影響が及んだため、その補填をお

願いするものであること。

  5）医療DXへの財政支援について

　�　加盟大学附属病院におけるシステム導入や維持、それに伴うセキュリティ対

策に関わる経費負担は経営を圧迫する要因となっていることから、医療情報化

支援基金等の拡充による基盤整備の推進を図っていただくようお願いするもの

であること。

⑺	 医師の働き方改革の実行に伴う財源問題については、文部科学省並びに厚生

労働省共に具体的な対応を明確にしていないため、適切な財政支援が必要であ

ることを強く述べたこと。

⑻	 加盟各大学は、光熱水費の高騰に加え、診療材料費・給食材料費・委託費等

の物価上昇並びに消費税の損税負担により、自助努力の限界となっていること

を説明し、一定の理解は得たことから、今後の動向を注視していくこと。

⑼	 文部科学省は、医師の働き方改革に伴う教育・研究への影響を懸念している

ことから、本協会は高度な医療人養成、研究開発を担う大学病院の機能維持と

いう観点から、加盟大学の実情を訴えていく必要があること。

	 　また、厚生労働省の理解を得ながら、診療報酬による措置並びに交付金の増

額等の支援をお願いしていきたいこと。

⑽	 これらの意見交換を経て、以下の通り「大学病院の機能充実・強化に関する

決議」がなされたこと。（45・46 ページ参照）

　・医師の働き方改革の実施に対する支援

　・�新型コロナウイルス感染症の 5類感染症移行後における支援の継続及び改正

感染症法に対応した診療体制の構築に対する支援
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　・光熱費及び物価の高騰に対する支援

　・臨床教育の更なる充実に対する支援

　・臨床研究並びに橋渡し研究の推進に係る体制強化等に対する支援

　・国立大学病院の機能強化に係る運営費交付金等の確保・充実

　・�医学部を有する私立大学等の教育研究活動支援に係る私立大学等経常費補助

金の確保充実

⑾	 決議の後、塩谷　立同議連会長より、各団体からの要望に対する支援につい

て十分に検討すると共に大学病院の特殊性を勘案して予算を確保すべく各部会

と連携していくことの総括があり、本会を終了したこと。

⑿	 令和 5年 11 月 1 日、自由民主党「大学病院を支援する議員連盟総会」が開

催されたこと。会長である塩谷　立衆議院議員より、以下の通り挨拶があった

こと。

　①�　大学病院が「教育」「研究」「診療」を通じて、医学・医療の中核としての

重要な役割を果たしていただいていることに感謝申し上げること。

　②�　大学病院を取り巻く環境については、医師の働き方改革、物価高騰等の

様々な要因に伴い、経営状況が厳しくなっていることは十分認識しており、

令和 5年度補正予算並びに令和 6年度予算編成において、議連としていかに

支援をしていくかを協議しているところであり、引き続き尽力していくもの

であること。

⒀	 文部科学省高等教育局長並びに高等教育局医学教育課長より、文部科学省

「今後の医学教育の在り方に関する検討会」に於ける『中間取りまとめ』の概

要並びに令和 6年度予算概算要求に関する説明があったこと。

⒁	 また、厚生労働省医政局長より、令和 6年度予算概算要求については、医師

の働き方改革に係る大学病院への支援に関して、文部科学省とも連携し、大学

病院が担う機能を維持できるよう財政措置の充実に向けた対応を行っていく旨

の説明があったこと。

	 　その後、「大学病院を取り巻く課題」についてのヒアリングが行われ、全国

医学部長病院長会議（会長：横手幸太郎千葉大学医学部附属病院長）、国立大
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学病院長会議（会長：横手幸太郎千葉大学医学部附属病院長）、本協会から説

明を行ったこと。（96 〜 104 ページ参照）

⒂	 出席した国会議員より質問並びに指摘事項が述べられ、今後対応すべき諸施

策について意見交換を行ったこと。

	 　意見交換の後、議事進行を務めた三ツ林裕巳衆議院議員により「大学病院に

おける令和 6年度予算等の編成に関する決議」が読み上げられ、本議連はこれ

を了承したこと。（105・106 ページ参照）

　　主な決議内容は以下の通り。

　　①�　令和 6年度診療報酬改定において、今般の物価高騰や賃金上昇、人材の

確保等への対応も踏まえ、大学病院の機能向上に資する診療報酬上の適切

な評価を図ること。

　　②�　医師の働き方改革を推進しつつ、大学病院に求められる教育・研究機能

を確保し、高度な医療を将来にわたって提供することができるよう、教育・

研究機能の維持・強化や最先端の教育・研究設備等の整備など、大学改革

推進等補助金・研究拠点形成費等補助金の確保・充実を図ること。

　　③�　地域の医療機関に対する医師派遣の充実や医師の労働時間短縮など、大

学病院における勤務環境の改善等が一層推進されるよう、地域医療介護総

合確保基金における支援の充実を図ること。

　　④�　医学部を有する私立大学等において、より有意かつ高度な医療人材の養

成や、より高質な臨床研究等の推進に係る教育研究活動を支えるための私

立大学等経常費補助金の確保・充実を図ること。

⒃	 決議の了承後、三ツ林裕巳衆議院議員より、各要望並びに意見を認識し、大

学病院が役割を十分に果たせるよう議員連盟として努力を行うとともに、決議

の取扱いについては塩谷　立議連会長に一任する旨が述べられたこと。

	 　更に、塩谷　立議連会長から、今回の意見交換により当面の課題と将来解決

すべき問題点の整理ができたこと。今後も引き続き議論をして行きたいとの総

括があり、本決議文は財務省に提出する予定である旨が報告され、本議連を終

了したこと。
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ⅣⅣ �. 自由民主党「第 8 回私立医科大学問題勉強会」（会長：塩谷　立衆議院議員）（令�. 自由民主党「第 8 回私立医科大学問題勉強会」（会長：塩谷　立衆議院議員）（令

和 5 年 8 月 30 日開催）について和 5 年 8 月 30 日開催）について

⑴	 令和 5年 8 月 30 日に塩谷　立衆議院議員を会長とする自由民主党「第 8回

私立医科大学問題勉強会」が開催されたこと。

⑵	「医師の働き方改革」「高等教育に対する公的補助」「消費税問題」を主な議

題として、今後の国の重大事項（高等教育に対する財政支出の拡充、研究力の

低下への対応、国民医療の安定）にも関わる課題等に焦点を絞って議論を行っ

たこと。

⑶	 本協会加盟大学における医師の働き方改革に伴う経費負担増加見込み額（令

和 5年 1 月 19 日公表：回答大学 28 大学）については、「人件費に関する必要

な経費見込み」は 423 億円、「システム費に関する必要な経費見込み」は 67

億円となり、合計は 490 億円で 1大学あたり 17.5 億円であったことを説明し

たこと。

⑷	 政府「経済財政運営と改革の基本方針 2023」（骨太の方針 2023：令和 5年 6

月 16 日閣議決定）に於いて、『大学病院の教育・研究・診療機能の質の担保を

含む勤務する医師の働き方改革の推進等を図る』旨が盛り込まれたこと。

	 　これに伴い、文部科学省が令和 6年度予算概算要求にて「医師の働き方改革

に伴う大学病院改革緊急パッケージ」として 1大学当たり年間 3億円を要求し

ているが、更なる支援が望まれることを主張したこと。

⑸	 これに対して、田村憲久衆議院議員から、医師の働き方改革に関しては、医

師の人件費として、文部科学省が「医師の働き方改革に伴う大学病院改革緊急

パッケージ」の他に、厚生労働省が地域医療介護総合確保基金で 95 億円を要

求していることの報告があったこと。

	 　また、文部科学省並びに厚生労働省も大学病院への支援に関しては最大限の

理解を示しており、概算要求で間に合わなければ補正予算での上積み等により

予算要求する等の措置も検討している旨の報告を受けているものの、一気に全

額を措置するまでには至っていないことの説明があったこと。
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⑹	 新型コロナウイルス感染症への対応に関連して、協会加盟大学の患者受入れ

状況の報告を行ったこと。

⑺	 国は新型コロナウイルス感染症対応への公費支援について、令和 5年 9月末

以降の病床確保料や診療報酬上の特例措置を見直すとしているが、同感染症が

2類から 5類に移行してからも医療従事者・職員が新型コロナウイルス感染症

に罹患並びに濃厚接触によって出勤停止となる例が発生しており、引き続き、

心筋梗塞並びに脳梗塞等の救急患者並びに通常診療に十分に対応できない事例

があることを理解いただきたい旨を強く述べたこと。

	 　これらの状況が病院経営に大きな影響を与えていることを踏まえ、令和 5年

9月末以降の病床確保料や診療報酬上の特例について何らかの措置を要望した

こと。

⑻	 これに対して、田村憲久衆議院議員より、新型コロナウイルス感染症対応に

ついては、段階的な対応を行っていくこととしていること。一度に補助を廃止

するということではなく、再度流行することも視野に入れて予備費での対応を

行っていくとの回答を得たこと。

⑼	 医療系大学間共用試験実施評価機構（CATO：以下、機構）（理事長：栗原

敏東京慈恵会医科大学理事長）が実施している診療参加型臨床実習前・後の共

用試験が妥当性・信頼性・公平性等が担保された試験となるよう、認定模擬患

者や認定評価者の養成も必要であることを説明したこと。

⑽	 機構の運営は参加大学の会費を主な収入としているが、基盤整備のための支

援に加えて、公的化後の恒常的な支援、OSCEセンター（技能訓練、技能試験、

研究開発機能を具備）の設置に向けた支援、認定評価者や認定模擬患者を養成

するための支援等を求めたこと。

⑾	 今後の医師の働き方改革について、文部科学省は、特に将来の教育・研究の

主力となる助教の状況に注目していることから、引き続き、教育・研究環境の

充実を図っていただくことを主張する必要があること。

⑿	 今後、消費税率が 15%となった場合には、診療報酬への補填では病院運営

は不可能となること。消費税率のアップが議論され始めてからではなく、今の
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うちから議論を開始していただきたいことを要望したこと。

⒀	 医療法上の病院類型問題については、本協会が厚生労働省に提出した令和 6

年度診療報酬改定要望（令和 5年 7 月 20 日）に於いて、大学病院が担ってい

る「教育」・「研究」・「診療」機能の特殊性に鑑みて、その役割を十分に果たす

ため、特定機能病院入院基本料の中に「大学病院本院」としての評価をお願い

しているところであることから、厚生労働省への働き掛けを求めたこと。

⒁	 塩谷　立私立医科大学問題勉強会会長からは、大変重要な課題に関して有意

義に議論できたこと、今後も継続して一つ一つ議論して行きたい旨のまとめの

報告があったこと。

ⅤⅤ �. 医師の働き方改革に係る動向について�. 医師の働き方改革に係る動向について

【1】本協会並びに全国医学部長病院長会議の対応について【1】本協会並びに全国医学部長病院長会議の対応について

⑴	 令和 5年 5 月 12 日に全国医学部長病院長会議「令和 5年度第 1回医師の働

き方改革検討委員会」が開催されたこと。

⑵	 全国医学部長病院長会議「医師の働き方改革検討委員会」（委員長 : 馬場秀

夫熊本大学病院長）は、文部科学省「令和 4年度大学における医療人養成の在

り方に関する調査研究事業」として、「病院調査」「医師個人調査」「事例紹介

調査」を実施して幅広く情報収集を行い、「大学病院における医師の働き方に

関する調査研究報告書（令和 5年 2月）を取りまとめ、報告を行ったこと。

⑶	 本調査報告書については、本協会加盟各大学に於ける医師の働き方改革の推

進に向けた取組みの参考としていただきたいこと。

⑷	 本調査報告書では特に「業務時間の構成比率及び週当たり研究業務時間」に

ついて、大学病院の医師は教育・研究・診療のうち、診療に従事する時間が

最も長いこと、今後我が国の教育、研究の主力を担う助教の 15%は全く研究

を行っておらず、約 50%は週当たりの研究時間が 5時間以下に留まっており、

深刻な状況にあることが分かったこと。また、ほとんどの大学に於いて医師の
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労働時間短縮が進められることにより、教育及び臨床教育の質の低下、研究成

果の減少等の影響が生じると回答していたこと。

⑸	 各大学は医師の働き方改革により労働時間短縮計画の策定を進めると同時に

共用試験実施に当たって評価者の負担軽減のための体制整備も行っており、こ

れらの充実に向けて人員増も必要となっていることから、国・関係省庁からの

財政支援をお願いしているところであること。

⑹	 厚生労働省医政局医事課医師等医療従事者働き方改革推進官・労働基準局労

働条件政策課医療労働企画官から「医師の働き方改革施行に向けた動向」に関

する説明があり、意見交換を行ったこと。

⑺	 令和 5年 11 月 13 日、全国医学部長病院長会議（会長 : 横手幸太郎千葉大学

医学部附属病院長）「第 7回医師の働き方改革セミナー」が開催され、厚生労

働省から「医師の働き方改革に関する厚生労働省の取組」に関する説明を受け

た後、医師の働き方改革に関する労働法制上の疑義解釈が示されたこと。

⑻	 文部科学省から、大学病院を取り巻く諸課題について、主に「今後の医学教

育の在り方に関する検討会中間取りまとめ概要」並びに「令和 5年度補正予算 :

高度医療人材養成の推進・大学病院改革の推進」、「令和 6年度予算 : 医師の働

き方改革に伴う大学病院改革緊急パッケージ」等に関する説明があったこと。

⑼	 実例報告として、北海道大学病院から「デジタルクローン動画生成技術を用

いた説明業務支援」、北里大学から「チーム制を中心とした医師の働き方改革

に関する取組」についての報告があったこと。

⑽	 令和 6年 2月 1 日、全国医学部長病院長会議は、医師等の宿日直許可基準及

び医師の研鑽に係る労働時間に関する考え方についての運用に当たっての留意

事項について情報提供を行った。これを受けて本協会は加盟各大学に周知を

図ったこと。

⑾	 令和 6年 4月より施行される医師の働き方改革について、全国の国公私立医

科大学の 65%を占める私立医科大学の臨床教員の働き方が、大学病院の使命

である診療・教育・研究への対応に重要な方向性を示すこととなるため、本協

会は、加盟大学附属病院の状況を把握するため、医師の働き方改革に関するア
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ンケート調査を実施することとしたこと。

⑿	 また併せて、男女共同参画のみならず、多様な働き方、ダイバーシティ活躍

の観点を踏まえた意識調査も行い、医師の働き方改革、診療科間・地域間偏在

解消に向けた課題の分析も行うこととしたこと。

 

【2】日本医師会「医療機関勤務環境評価センター」への対応について【2】日本医師会「医療機関勤務環境評価センター」への対応について

⑴	 日本医師会「医療機関勤務環境評価センター」における議論では、大学病院

本院並びに 400 床以上の分院においては、大学病院の機能や役割の観点から「B

水準」「連携 B水準」「C-1 水準」、（状況に応じて「C-2 水準」）の申請並びに

取得を推進する意見が出されていることから、加盟各大学に於かれては、改め

て申請する水準の検討をいただいたところであること。

⑵	 日本医師会「医療機関勤務環境センター」のサーベイヤーによる評価状況に

ついては、令和 6年 2月 28 日時点で加盟大学附属病院 68 病院（本院 30 病院・

分院 38 病院）がサーベイヤーからの評価を終えたこと。

⑶	 年度内には申請のあった病院に対する評価を終える予定であることから、評

価結果内容を確認し迅速に対応いただきたいこと。　

【3】�厚生労働省「医師の働き方改革の推進に関する検討会」（座長：遠藤久夫学習院【3】�厚生労働省「医師の働き方改革の推進に関する検討会」（座長：遠藤久夫学習院

大学経済学教授）について大学経済学教授）について

⑴	 令和5年 10月 12日、第18回医師の働き方改革の推進に関する検討会（以下、

検討会）が開催されたこと。厚生労働省が医師の働き方改革の施行に向けた

進捗状況として、「医師の勤務時間環境把握に関する研究」の調査結果を示し

たこと。

	 　本調査は病院に常勤勤務する医師を対象として、2022 年 7 月に調査を実施

し、1万 1,466 人を分析対象としたものであること。

⑵	 時間外・休日労働時間が年 1,920 時間換算を超える勤務医の割合は、2022
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年は 3.6% であり、2019 年（8.6%）から 5ポイント低下したこと。

	 　年 960 時間換算を超える医師の割合は 21.1% であり、2019 年（37.8%）、

2016 年（39.2%）と比べて、改善していたこと。

⑶	 厚生労働省は、2022 年から定期的に実施している「医師の働き方改革の施

行に向けた準備状況調査」について、2023 年 6 〜 7 月時点の結果を報告した

こと。

⑷	 地域医療提供体制維持に必須となる医療機関において、時間外・休日労働が

年 1,860 時間相当超の医師数は、2022 年 7 〜 8 月時点の 993 人から 516 人に

減少したこと。

⑸	 宿日直許可や労働時間短縮の取り組みを実施しても、2024 年 4 月時点で時

間外休日労働時間が年 1,860 時間超の見込みとなる医師数は、2022 年 8 〜 9

月時点の 237 人から 83 人に減少したこと。

⑹	 委員からは長時間の時間外労働を行う医師が減っている背景について、労働

時間短縮に向けた各種の取り組みに加えて、「勤怠管理がきちんとなされ始め

た」との認識を示したこと。また、働き方改革の準備が進む中で、救急医療体

制への影響を考慮すべきだとの主張があり、一つの医療機関の働き方改革のし

わ寄せは、近隣の医療機関に及ぶとの指摘があったこと。

⑺	 令和 6年 3月 14 日、第 19 回検討会が開催され、第 5回準備状況調査のフォ

ローアップ結果に関する報告があったこと。令和 6年 4月時点で時間外労働が

年通算 1860 時間相当超と見込まれる医師数は「1人」となり、1月に公表し

た暫定結果の「67 人」から大きく減ったこと。

⑻	 また、働き方改革施行で「診療体制縮小の見込みがある」と回答したのは、

7,326 施設の中で 457 施設であったこと。このうち、地域医療提供体制への影

響が「ある」としたのは 132 施設、「不明」は 248 施設、「影響なし」は 77 施

設であったこと。医師の引き揚げによる診療体制の縮小が見込まれるのは 49

施設であり、うち 21 施設は、自院の縮小で地域医療提供体制への影響がある

と回答があったこと。

⑼	 施行前の最後の開催となった本検討会では、施行後のフォローアップや諸課
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題について、引き続き検討を求める意見が構成員から多く出たこと。更に「こ

れまでは（労働）時間に重点を置いて議論してきたが、今後は研究力などの質

の問題が重要になり、医師の地域・診療科偏在などの問題も包括的に検討すべ

きとの意見があったこと。

ⅥⅥ . 文部科学省「私立大学病院の運営に関する意見交換会」について. 文部科学省「私立大学病院の運営に関する意見交換会」について

⑴	 令和 5年 9 月 13 日に文部科学省高等教育局医学教育課大学病院支援室から

本協会加盟大学との個別の意見交換を行いたいため、大学の推薦をいただきた

いとの依頼があったこと。

⑵	 目的として、各私立医科大学の現状と課題を聴取し、政策立案等に生かすこ

とを通じて、将来にわたる医学・医療の充実・発展に資することとしており、

令和 5年度においては、医師の働き方改革・大学病院の経営状況等に関する意

見交換を行いたいとのことであったこと。

⑶	 第 360 回理事会（令和 5年 9 月 14 日開催）に於いて推薦大学を会長一任と

して了承を得た文部科学省高等教育局医学教育課大学病院支援室による「私立

大学病院の運営に関する意見交換会」について、対応いただく 8大学の選定を

行ったこと。

　　①　日本医科大学（令和 5年 11 月 21 日）

　　②　岩手医科大学（令和 5年 11 月 28 日）

　　③　近畿大学（令和 5年 11 月 30 日）

　　④　東邦大学（令和 5年 11 月 30 日）

　　⑤　杏林大学（令和 5年 12 月 4 日）

　　⑥　東京慈恵会医科大学（令和 5年 12 月 6 日）

　　⑦　昭和大学（令和 5年 12 月 13 日）

　　⑧　聖マリアンナ医科大学（令和 5年 12 月 14 日）

⑷	 対応いただいた各大学より、医師の働き方改革への対応状況（タスクシフト・

タスクシェア、特定看護師等の導入・養成状況）、看護師の採用状況、病院経



－ 24 －

営状況、研究支援体制、共用試験への対応状況等に関する意見交換を行ったこ

との概要報告を受けたこと。

	 　なお、全 8大学より、国立大学運営費交付金額と私立大学経常費補助金額に

大きな格差があることを説明し、理解を求めたこと。

ⅦⅦ �. 厚生労働省「医師養成課程を通じた医師の偏在対策等に関する検討会」（座長：�. 厚生労働省「医師養成課程を通じた医師の偏在対策等に関する検討会」（座長：

遠藤久夫学習院大学経済学部教授）について遠藤久夫学習院大学経済学部教授）について

⑴	 令和 6年 1 月 29 日に、厚生労働省は、第 1回となる医師養成課程を通じた

医師の偏在対策等に関する検討会（以下、検討会）を開催したこと。

⑵	 医師の偏在対策や需給については、「医療従事者の需給に関する検討会医師

需給分科会」等で議論されており、地域における医師確保の状況も踏まえなが

ら、医学部臨時定員の在り方が検討されてきたこと。

⑶	 その中で、医学部臨時定員については、医療計画の策定を通じた医療提供体

制や医師の配置の適正化と共に検討する必要があるため、「第 8次医療計画等

に関する検討会」等の検討状況を踏まえ検討する必要があるとされたこと。

⑷	 その後、医療計画に関する検討が一定のとりまとめをされたことを踏まえ、

地域枠をはじめとした医師養成過程を通じた医師の地域偏在・診療科偏在につ

いて検討することとしたこと。

⑸	 また、医師の偏在対策を検討するにあたり、医学部臨時定員の在り方につい

ても一体的に検討することとし、本検討会を開催することとしたこと。

⑹	 医師偏在対策等にかかる今後の課題として、①医師増加ペースについての検

討、②医師不足感の原因への対応、を主な項目としており、短期的課題と長期

的課題に分けて、令和 7年夏ごろに中間とりまとめを行い、令和 8年春ごろに

最終取りまとめを行う予定としたこと。

⑺	 令和 6年 2 月 26 日、第 2回検討会を開催し、これまでの医学部臨時定員と

地域枠の活用について、令和 8年度の医学部臨時定員の設置の考え方について

検討を行ったこと。
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⑻	 厚生労働省からは、医学部臨時定員と地域枠等の現状について説明が行わ

れ、地域の実情に応じて安定した医師確保を行うため、地域枠等の恒久定員内

への設置、寄附講座の設置、地域における子育て医師支援などを進めることの

方針が示されたこと。

⑼	 令和 6年 3 月 27 日、第 3回検討会が開催され、令和 8年度の医学部臨時定

員と今後の偏在対策等について議論され、急激な変更を行わないこと、実効性

のある医師偏在対策を並行して行い、令和 8年度は 9,403 人を上限に設定する

としたこと。

ⅧⅧ �. 自由民主党「医師養成の過程から医師偏在是正を求める議員連盟総会」（会長：�. 自由民主党「医師養成の過程から医師偏在是正を求める議員連盟総会」（会長：

田村憲久衆議院議員）について田村憲久衆議院議員）について

⑴	 令和 6年 3月 4 日、自由民主党「医師養成の過程から医師偏在是正を求める

議員連盟」（第 12 回）が開催されたこと。医師の働き方改革に伴う大学病院に

関する令和 5年度補正予算及び令和 6年度予算について、地域における募集定

員配分と「医師養成過程を通じた医師の偏在対策に関する検討会」について協

議されたこと。

⑵	 本協会は、大学病院に勤務する医師は診療に注力しなければならない状況に

あり、教育・研究に充てる時間が十分に確保できない状況にあること。また、

国立大学運営費交付金と私立大学等経常費補助金との格差是正を述べたこと。

⑶	 田村憲久議連会長からは、大学病院の医師は他の医療機関よりも低い報酬で

勤務していることは認識しており、これを是正しない限り改善できないのでは

ないかとの意見があったこと。

⑷	 出席された国会議員からは、患者が支払う医療費が安すぎるのではないかと

の発言があったこと。

⑸	 また、医師確保対策において、専攻医がどれくらい大学に戻ってきているか

について把握する必要があるとの意見が出されたこと。その際に採用上限数

（シーリング）がどの程度影響を与えているのかを踏まえて議論する必要があ
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るとの意見が出されたこと。

⑹	 同議連に参加する国会議員並びに関係省庁から大学病院に対する現状の理解

が進んでおり、特に医師の働き方改革に伴う予算が計上されたことからも継続

して意見交換を行っていくことが必要であること。

ⅨⅨ �. 文部科学省「今後の医学教育の在り方に関する検討会」（座長：永井良三自治医�. 文部科学省「今後の医学教育の在り方に関する検討会」（座長：永井良三自治医

科大学学長）について科大学学長）について

⑴	 文部科学省高等教育局医学教育課は、「今後の医学教育の在り方に関する検

討会」（以下、検討会）を設置し、将来における我が国の医学・医療ニーズに

対応した医学教育の在り方に関する専門的事項について調査研究を行うことと

したこと。

⑵	 令和 5年 5 月 26 日に第 1回検討会が開催され、主な検討事項は以下の通り

であったこと。

　　①　医学部及び大学院に於ける医学教育の改善・充実について

　　②　医学部臨時定員を含む医師養成の在り方について

　　③　大学病院に於ける教育研究環境の充実について

⑶	 当日は、文部科学省から大学病院や医学教育の現状に関する説明を受け、今

後の論点についての意見交換を行ったこと。

⑷	 文部科学省は、働き方改革の推進等により大学に於ける研究・教育にかける

時間の割合が少ない保健分野（特に医学分野）の教員（医師）の研究・教育時

間が更に減少する恐れがある旨の説明を行ったこと。

	 　これを踏まえ、「診療時間等の効率化や研究・教育支援体制の強化」に加え、

「博士号の魅力向上や大学病院で勤務する教員（医師）の適正な処遇」により、

地域医療提供体制を確保しつつ、我が国の医学・医療の発展を支える大学病院

の医学研究・教育について充実・強化を図るとの方向性を示したこと。

⑸	 今後の検討スケジュールとして、令和 5年 8月頃まで課題の整理を行い、令

和 5年 9月に中間とりまとめ、令和 6年 5月に最終取りまとめを公表する予定
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としたこと。

⑹	 令和 5年 6月 23 日に第 2回検討会が開催され、大学病院に求められる役割・

機能を発揮するため、大学病院の経営課題等を論点として議論を行ったこと。

	 　この中で医療の控除対象外消費税の問題も焦点となったこと。

	 　大学病院の勤務医は多忙になったにも拘わらず、病院の収益性が悪くなって

いるという構造的な問題について指摘をしたこと。

⑺	 関連して、本検討会においてヒアリングの対象者となった小山信彌参与よ

り、東邦大学医療センター大森病院の現状について、以下に関する項目を説明

されたこと。

　　①　病院経営の現状について

　　②　収益改善のための工夫について

　　③　経営改善のための会議の状況について

　　④　医療計画・地域医療構想を踏まえた取組みについて

　　⑤　医師の働き方改革の取組みについて

　　⑥　大学を魅力的にするための取組について

⑻	 私立医科大学の現状について、以下に関する項目を説明したこと。

　　①�　本協会加盟 28 大学（産業医科大学は厚生労働省より補助金を受けてお

り、経常費補助金の交付対象外となっている。）に於ける私立大学等経常

費補助金を含む収入の内訳について

　　②　私立大学等経常費補助金交付金額の推移について

　　③　新型コロナウイルス感染症による影響度調査結果について

　　④　全国医学部長病院長会議調査による大学病院の運営状況について 

⑼	 これらの説明の後、以下を課題として述べたこと。

　　①�　大学病院は増収を強く求められているため、教員は研究・教育より診療

に時間を割かれてしまっていること。

　　②�　大学病院が本来の診療を出来るよう診療報酬上の更なる評価が必要であ

ること。

　　③　大学病院における医師の処遇改善に関する支援が必要であること。
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　　④　医療法上に於いて大学病院を独立した類型で規定する必要があること。

⑽	 令和 5年 7 月 12 日に第 3回検討会が開催され、文部科学省から「大学病院

改革に向けたガイドライン」の骨子案が公表され、大学病院の役割・機能の再

整理を行う旨の説明があったこと。

⑾	 現段階で発生している課題については、各大学が置かれている実情を踏まえ

て解決を図っていくことが重要であること。

	 　更に将来的な課題となっている「大学病院の法的な位置付け」、「設置形態」、

「教育・研究環境の充実」、「経営の効率化」等については、大きな視点で検討

していく時期に来ていること。

⑿	 科学技術振興機構で「医療研究開発プラットフォーム -大学病院における研

究システムの海外事例比較 -」（永井良三氏、小松崎俊作氏執筆）を平成 30 年

3 月に公表したこと。

	 　これはアメリカ・オランダ・ドイツ・韓国・日本における先進国の大学病院

を分析したもので、前例のない貴重な資料であること。

	 　組織や財務、ガバナンス等に着目して医療研究開発を行う制度並びにシステ

ム（医療研究開発プラットフォーム）を比較していること。

⒀	 文部科学省は大学病院改革と医学教育の充実について、大学病院の「運営」

「財務・経営」「人材確保、タスク・シフト /シェア」「医学分野の研究力の向上」

等についての指針を取りまとめる予定であるが、財源と人材が不足している中

で成り立つのかどうか懸念していること。

⒁	「大学病院改革に向けたガイドライン」を策定して改革を推し進めるとして

も財源の問題が出てくることから、文部科学省に対する更なる折衝が必要であ

り、協会として引き続き対応していくこと。

⒂	 令和 5年 8 月 16 日に第 4回検討会が開催され、当日のヒアリング対象者で

ある小川　彰会長より、主な意見として高等教育に対する公的補助、消費税問

題に関する現状と課題を述べたこと。

⒃	 日本の研究力低下が著しく、2023 年の科学技術指標では、他の論文に引用

される頻度が各分野で上位 10%に入る質の高い論文である「トップ 10%論文」
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に於いて日本は毎年過去最低を更新しており、年々順位を落としていること。

⒄	 その原因の一つとして、日本の高等教育への公的支出がOECD加盟国の中

で最低であることが挙げられること。また、国立大学では運営費交付金の減額

並びに私立大学では経常費補助金の減額が行われており、年々削減されている

こと。

⒅	 附属病院を持つ国立大学 42 大学の場合、運営費交付金の割合は法人の経常

収益の 26.8% であること。これに対して本協会加盟の私立医科大学の場合、

経常費補助金の割合は法人の事業活動収入の 2.5% となっていること。

⒆	 文部科学省「大学病院における医師の働き方に関する調査研究報告書」（令

和 5年 4月公表）では、大学病院に勤務する医師は診療に従事する時間が最も

長く、特に今後、我が国の教育・研究の主力を担う助教の 15%は全く研究を

行っていないことが示されていること。また、助教の 50%は週当たりの研究

時間が 5時間以下となっており、国立大学並びに私立医科大学における若手医

師は、病院の収入確保のために、診療に従事することが多くなり、研究・教育

に携わる時間が減っていることが報告されていること。

⒇	 大学病院勤務医の給与については、大学病院では 30 代男性で 800 万円未満

（アルバイト含む）であり、一般病院に於いては 1,300 万円、クリニックは 1,600

万円であること。このような収入状況であることから、大学病院勤務医は家族

の生活や教育維持を考慮して大学病院から離れてしまうこと。

	 消費税問題については、平成元年度に消費税導入以降、大学病院は控除対象

外消費税（損税）を負担し続けて来ていること。

	 　国は社会保険診療報酬改定に際し、その都度、消費税負担分に対する転嫁加

算を行い、消費税の補填を行ってきたとしているが、令和 3年度に於いても、

支払消費税負担総額 993 億円に対して厚生労働省が主張している補填額は 672

億円（診療報酬転嫁加算率 3.77%）であり、332 億円の補填不足〔控除対象外

消費税（いわゆる損税）：1大学当たり約 10 億円）〕が生じていること。

（22）	 消費税の負担については国立大学附属病院においても私立医科大学附属病院

と同様と推測され、消費税の適用に於いては大学病院を「ゼロ税率」あるいは
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「軽減税率」の適用とする特例扱いとして認めていただきたい旨を主張したこ

と。これに伴い、仕入税額控除ができるため、控除対象外消費税の負担が大幅

に解消されることを提言したこと。

（23）	 医療法上では、一般病院・特定機能病院・地域医療支援病院・精神病院・結

核病院と区分されているが、特定機能病院にはナショナルセンターやがんセン

ター等が加わっているため、他の病院と全く異なる極めて特殊なミッションを

持つ大学病院は医療法上の独立した類型にした上で、上記の消費税特例を認め

ていただきたいこと。

（24）	 大学経営の安定化のためには、教員の処遇改善、高等教育への公財政支出を

OECD平均並みにすること、運営費交付金並びに経常費補助金の増額、大学

病院においては他の病院とは違う消費税のゼロ税率あるいは軽減税率への転換

を図ることについて理解を求めたこと。

（25）	 令和 5 年 9 月 11 日に第 5回検討会が開催され、令和 5年 5 月以降、我が国

の医学教育・研究を支える大学病院が抱える様々な課題並びに対応策、教育・

研究の充実について広範な観点から検討を行った結果として、文部科学省から

中間取りまとめ（案）が示されたこと。

（26）	 主な内容は以下の通りであること。

　　①�　大学病院が地域医療に不可欠で、中核的な医療機関としての地位を保ち

つつ、質の高い医療人材の輩出や優れた研究成果の創出を担う機能を維

持・強化するためには、大学病院の在り方を見直すと共に、必要な方策を

検討し、速やかに実行することが求められること。

　　②�　各大学病院が質の高い医療や医療人材を地域に提供するには、教育・研

究・診療機能の維持が不可欠であり、2035（令和 17 年）年度末を目標と

した地域医療確保暫定特例水準の解消も見据えて、各大学病院が、引き続

き改革を実行し、働き方改革を進めながら、教育・研究・診療機能の維持

に取り組むことが喫緊の課題であること。

　　③�　上記取組を行われなければ、1）社会的なニーズ等に応じた教育・研究・

診療ができなくなること、2）大学病院の魅力低下により大学病院に若手



－ 31 －

医師が集まらなくなることで、我が国の臨床医学の教育・研究・診療レベ

ルの低下と、地域医療の崩壊を招きかねないことを認識する必要があるこ

と。

　　④�　国は、大学病院を取り巻く状況が危機的であり、一刻の猶予も許されな

いこと、また、仮に大学病院がその機能を維持できない事態が生じれば社

会的損失は計り知れず、我が国の医療そのものの崩壊を招来しかねないこ

とを十分に認識する必要があること。

　　　�　また、国は、大学病院の自主的・自律的な運営を促しつつ、責任を持っ

て具体的な支援策を講じていくことを通じて、大学病院が、今後も医学教

育及び研究を牽引し、高度で専門的な医療を提供することと併せ、若手医

師が働きたいと思えるような魅力を更に高めるための取組も後押ししてい

くこと。

　　⑤�　他方、大学病院においても、働き方改革を進めながら、医師派遣を含め

た診療を維持しつつ、将来における医療人材の質を確保し、国民が新薬

や新たな医療技術を享受する機会を失わないように、教育・研究に係る機

能を維持するためには、まず大学病院自らが、世界に伍する医育機関とし

て大学病院の質を高めるという気概をもって、改革を進める必要があるこ

と。そこで、自治体や地域の医療機関とも連携し、大学病院の運営、人員、

教育・研究・診療、財務など、既に開始している取組も含め、その実情に

応じた計画（以下「改革プラン」という。）を立てて改革を推進し、持続

可能な大学病院経営に取り組む必要があること。

（27）	 令和 6年 1月 24日、第 6回検討会が開催され、文部科学省は運営改革、教育・

研究改革、診療改革、財務・経営改革の 4つの視点を改革プランに盛り込むよ

う求めた大学病院改革ガイドライン案を示したこと。運営改革では、各病院の

教育・研究・診療という役割・機能の再確認、病院長のマネジメント機能の強

化など、それぞれに主な検討項目を記載したこと。

（28）	 大学病院改革ガイドラインは、医師の働き方改革の本格実施を控え、2024

年度から 2029 年度までの 6年間の「大学病院改革プラン」として策定するこ
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とを促すための指針として策定すること。

（29）	 令和 6 年 2 月 14 日、第 7回検討会が開催され、名古屋大学総合医学教育学

の錦織　宏教授にヒアリングを行ったこと。錦織教授より、医学教育の充実に

向け、指導医の教育業績を評価する重要性が提示されたこと。また、診療参加

型臨床実習の推進にあたって、限られた期間で満遍なく各診療科を回る医学教

育のカリキュラムの在り方が課題であるとの指摘が複数の委員より述べられた

こと。

（30）	 令和 6 年 3 月 14 日、文部科学省は今後の医学教育の在り方検討会の中間と

りまとめにおいて示された「大学病院改革ガイドライン」を策定し、公表した

こと。

（31）	 大学病院の教育・研究・診療という役割・機能を維持していくために課題と

なっている「医師の長時間労働」「医療提供体制の確保」「教育・研究時間の減少」

「大学病院の機能の低下」「増収減益の財務状況」という環境下で、令和 6年度

から医師の時間外・休日労働の上限規制が施行されること。

（32）	 これに対応するため、文部科学省並びに厚生労働省の支援を受けながら「大

学病院改革ガイドライン」の策定を進めて来たこと。

（33）	 同ガイドラインの骨子は、「運営改革」「教育・研究改革」「診療改革」「財務・

経営改革」の 4つの柱からなっており、この項目を参考とし、大学自らが実情

に応じて、地域医療確保暫定特例水準（B水準、連携 B水準）の解消が見込

まれる令和 17 年度末に向け、令和 11 年度までの期間（6年間）までに取り組

む内容を大学病院改革プランとして策定することを求めていること。

（34）	 大学病院改革プランの策定が文部科学省「高度医療人材養成拠点形成事業」

（令和 6年度予算額 21億円）並びに厚生労働省「地域医療介護総合確保基金」（95

億円）の申請要件にもなっていること。

（35）	 令和 6年 3月 18 日、第 8回検討会が開催され、「医学研究の充実、大学や大

学病院の魅力向上」をテーマに議論が行われたこと。文部科学省は、日本の医

学研究力向上のための方策として、大学院進学・博士号取得へのインセンティ

ブを論点の一つに挙げたこと。1993 ～ 2023 年度の医学系大学院（4年制博士
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課程）の入学者で、医師（MD）の入学者数は横ばい・減少傾向となっていること。

（36）	 委員からは、研究に興味がある人が研究を諦めることがないよう、奨学金の

付与などが欠かせないのではないかとの提言があったこと。海外の事例も挙げ

つつ、研究に打ち込める柔軟な環境整備も重要だとしたこと。

（37）	 また、大学院に進んだ際の奨学金は極めて重要であり、大学院の生活を成り

立たせるため、金銭的補助は重要ではないかとの意見が出されたこと。また、

年齢制限への対応も重要だと述べられたこと。

（38）	 今後は、令和 6年 5 月頃に最終とりまとめを行うべく、4月と 5月に検討会

を開催していく予定であること。

ⅩⅩ �. 全国医学部長病院長会議、国立大学病院長会議、本協会「令和 5 年度大学病院に�. 全国医学部長病院長会議、国立大学病院長会議、本協会「令和 5 年度大学病院に

係る財政支援要望」について係る財政支援要望」について

⑴	 令和 5年 6月 9 日に松野博一内閣官房長官と面談を行い、本協会、全国医学

部長病院長会議、国立大学病院長会議の連名による「令和 5年度大学病院に係

る財政支援要望」を提出し、説明を行ったこと。（49 〜 56 ページ参照）

⑵	 医師の働き方改革に必要な財政支援について、地域医療に貢献しつつ、教育・

研究時間の確保を含めた大学病院の機能を強化するための人件費等の財政支援

を求めるものであること。

また、令和 5 年度「経済財政運営と改革の基本方針 2023」（骨太の方針 2023）

に明記していただくことを要望したこと。

⑶	 本要望の提出にあたっては、事前に関係する国会議員に対する説明を行って

来たこと。

　　各国会議員への提出は以下の通り。

　 5 月 29 日（月）

　　自見はなこ参議院議員

　 5 月 30 日（火）

　　�塩谷　立衆議院議員（自由民主党「大学病院を支援する議員連盟」会長、
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自由民主党「私立医科大学問題勉強会」会長）

　　三ツ林裕巳衆議院議員

　　遠藤利明衆議院議員（自由民主党総務会長）

　　中村裕之衆議院議員（自由民主党文部科学部会長）

　　古川俊治参議院議員

　 6 月 1 日（木）

　　田畑裕明衆議院議員（自由民主党厚生労働部会長）

　 6 月 6 日（火）

　　�田村憲久衆議院議員（自由民主党「医師養成の過程から医師偏在是正を求め

る議員連盟」会長）

　 6 月 9 日（金）

　　松野博一内閣官房長官

ⅪⅪ �. 令和 6 年度診療報酬改定に関する要望書の提出について�. 令和 6 年度診療報酬改定に関する要望書の提出について

⑴	 令和 5年 7 月 20 日に、本協会は令和 6年度診療報酬改定に関する要望書を

提出したこと。（61 〜 86 ページ参照）

⑵	 厚生労働省保険局医療課の眞鍋　馨課長から、要望内容に関しては、十分理

解をしていること、物価高騰に伴う支出増への対応については「骨太の方針 

2023」に盛り込まれているため、厚生労働省としても何らかの対応を求めて

いきたいとの意見が出されたこと。

⑶	 しかしながら、財源確保は改定率によるものが大きいことから、年末に決定

予定の改定率の中で議論を行う必要があるとの見解が示されたこと。更に今後

は中央社会保険医療協議会や厚生労働省の関係部署とも課題を整理して検討し

ていきたい旨の話があったこと。

⑷	 本協会は令和 5年 9 月 12 日に国立大学病院長会議（会長：横手幸太郎千葉

大学医学部附属病院長）・全国医学部長病院長会議（会長：横手幸太郎千葉大

学医学部附属病院長）3団体の連名で要望書を提出したこと。（87・88 ページ
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参照）

⑸	 提出にあたっては、伊原和人保険局長と眞鍋　馨保険局医療課長の都合が付

かなかったため、渡邊周介医療課長補佐、木下栄作医療技術評価推進室長に対

応いただいたこと。

⑹	 主な重要事項として、以下の 3項目を要望し、理解をいただいたこと。

　　①�　大学病院が担っている「教育」・「研究」・「診療」機能の特殊性に鑑み、

その役割を十分に果たすため、特定機能病院入院基本料の中で「大学病院

本院」の区分を設け、大学病院としての機能を維持するための評価を行っ

ていただきたい。

　　②�　大学病院は医師不足地域並びに救命救急・周産期医療等にも医師派遣を

行っており、地域医療への貢献と同時に複合的疾患に対応できる各診療科

の連携体制を確立していることから、医師派遣の実績に応じた評価を行っ

ていただきたい。

　　③�　令和 2年度診療報酬改定において新設された「総合入院体制加算」並び

に令和 4年度診療報酬改定において新設された「急性期充実体制加算」は、

「一般病棟入院基本料」を算定している医療機関を対象としているが、従

前から地域における急性期・高度急性期医療を集中的・効率的に提供する

体制を確保し、高度かつ専門的な医療を行っている大学病院本院にも拡大

していただきたい。

ⅫⅫ �. 加盟大学附属病院（DPC 対象病院）における令和 5 年 10 月 1 日時点の医療機�. 加盟大学附属病院（DPC 対象病院）における令和 5 年 10 月 1 日時点の医療機

関別係数について関別係数について

⑴	 加盟大学附属病院（DPC対象病院）を対象として令和 5年 4月 1日現在の「医

療機関別係数」の状況を調査したが、加盟大学附属病院によっては 4月 1日か

ら 9月 30 日までの期間で、機能評価係数Ⅰに係る入院基本料加算等の追加・

取り消しの届け出を行っているため、改めて令和 5年 10 月 1 日現在の機能評

価係数Ⅰを収集したこと。
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⑵	 加盟大学附属病院（本院 30 病院）における医療機関別係数（=基礎係数 +

機能評価係数Ⅰ+機能評価係数Ⅱ）の平均値は、令和5年 4月は「1.6469」であっ

たが、令和 5年 10 月以降は「1.6479」（+0.001）となり、係数が上昇したこと。

⑶	 要因として、各病院において、地域医療体制確保加算や医師事務作業補助体

制加算等の機能評価係数Ⅰの高い加算を算定した等の対応が挙げられること。

⑷	 今後、加盟各大学附属病院が算定を考慮する係数としては、地域医療体制確

保加算並びに医師事務作業補助体制加算のほか、急性期看護補助体制加算（夜

間）並びに診療録管理体制加算等が挙げられること。

XⅢXⅢ�. 日本医学教育評価機構（理事長：寺野　彰獨協学園名誉理事長、獨協医科大学名�. 日本医学教育評価機構（理事長：寺野　彰獨協学園名誉理事長、獨協医科大学名

誉学長、協会相談役）について誉学長、協会相談役）について

⑴	「令和 4 年度第 8 回（臨時）理事会」（令和 5年 3 月 23 日開催）において、

令和 5年度からの役員等の候補者について提案があり、5月 25 日開催の理事

会で決定し、6月の社員総会で審議する旨の説明があったこと。

⑵	 理事については 18 名を選出し、その内訳は「会員である医学部長、医科大

学長、医科大学校長の中から 8名」、「会員である医師の育成を支援する団体の

代表者として 3名」、「学識経験者として 7名」としたこと。

⑶	 私立医科大学の代表として、本協会から 3名（埼玉医科大学別所正美学長（現

副理事長）、兵庫医科大学鈴木敬一郎学長、東京慈恵会医科大学松藤千弥学長）

を推薦し選出したこと。

⑷	 評価報告書（案）及び認定結果（案）等について、「帝京大学」「富山大学」「東

京医科大学」に関する審議・認定を行ったこと。

⑸	 医学教育分野別評価受審年度（案）について、令和 8年度から令和 10 年度

に評価を行う大学の実施時期等について承認したこと。

⑹	 令和 6年度評価計画（案）について、令和 6年度に評価を行う大学の受審日

程等の説明を行い承認したこと。

⑺	 令和 5年 6 月 30 日に、「令和 5年度定時社員総会」が開催され、「第 1号議
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案　新役員（案）、新部会長・新委員長（案）」ついては、令和 5年度からの役

員等の候補者に関する提案があり、令和 5年 5月の理事会で決定し、6月の定

時社員総会にて審議し承認されたこと。

⑻	「第 2号議案　令和 4年度事業報告（案）及び収支決算（案）」については、

令和 4年度事業概要の説明を行ったこと。主な内容として、医学教育分野別評

価基準日本版について改訂の作業を開始したこと、新型コロナウイルス蔓延の

中で前期はオンラインでのWeb による実施、後期は現地訪問での実地調査を

実施した内容等に関する報告を行ったこと。

⑼	「第 3号議案　令和 5年度事業計画（案）及び収支予算書（案）」については、

各委員会で実施する事業内容の説明を行い、本事業計画を実施するにあたり各

事項に予算を配分し、運営していくこととしたこと。

⑽	 令和 5年度第 5回理事会（令和 5年 11 月 24 日開催）において、3件の審議

事項について協議したこと。

⑾	「第 1 号議案評価報告書（案）及び認定結果（案）等について」では、4大

学の評価報告書（案）及び認定結果を承認したこと。

⑿	「第 2号議案医学教育分野別評価受審年度（等）について」では、令和 5年

10 月 1 日に認定が開始された 6大学の次期受審年度について審議し、承認し

たこと。

⒀	「第 3 号議案謝金支給規程の一部改正（案）について」では、JACMEの財

政状況等を考慮し、委員会での審議を踏まえ、当面の間、会議出席時の謝金に

ついては、弁護士以外の委員には支給しない方針へ変更することを承認したこ

と。

XⅣXⅣ �. 日本病院団体協議会（令和 5 年度議長：山本修一地域医療機能推進機構理事長）�. 日本病院団体協議会（令和 5 年度議長：山本修一地域医療機能推進機構理事長）

の動向についての動向について

⑴	 本協会を含む 15 病院団体が加盟する日本病院団体協議会（以下、日病協）は、

令和 5年度議長の選出に際し、第 216 回代表者会議（令和 4年 12 月 16 日開催）
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において、山本修一地域医療機能推進機構理事長が推薦され、代表者会議は全

員一致で承認したこと。

⑵	 また、第 219 回代表者会議（令和 5年 3 月 17 日開催）において、山本修一

令和 5年度議長から副議長として仲井培雄地域包括ケア病棟協会会長が推薦さ

れ、代表者会議は全員一致で承認したこと。

⑶	 少子化対策の財源を社会保障費の中での付け替えにより捻出することに反対

し、6月 7日に緊急声明を発表したこと。（47・48 ページ参照）

　主な内容は以下の通り。

　　①�　医療を取り巻く環境はエネルギー価格、物価、賃金等の高騰により非常

に厳しいものになっており、少子化対策の財源を単に社会保障費の中での

付け替えにより捻出することは病や障害に苦しむ方、高齢者の方などの財

源を切り崩すことになり許容できるものではないこと。

　　②�　医療・介護分野で働く人々が国民の生命と健康を守るという責務を果た

すため、他の分野と同様に賃上げ等の取組を進める必要があること。

　　③�　国民に不可欠な医療・介護を確保するため「骨太の方針」に令和 6年度

のトリプル改定での物価高騰と賃上げへの対応を明記していただき、必要

財源を確保することを強く求めること。

　　④�　併せて、適切な財源のもと、全ての国民へ良質かつ効果的な医療・介護

を提供する体制の確立のために必要な診療報酬改定を実施することを求め

ること。

⑷	 日病協は日本病院薬剤師会との連名で令和 5年 7 月 11 日に病院薬剤師確保

ための要望書を提出したこと。（57 〜 60 ページ参照）

　主な内容は以下の通り。

　　①�　診療報酬上の要望について、「病棟薬剤業務実施加算の算定対象の拡大」

並びに「退院時薬剤情報管理指導料、退院時薬剤情報連携加算の算定対象

の拡大」を求めること。

　　②�　地域医療介護総合確保基金等の優先的な活用を求めること。

⑸	 厚生労働省から日病協に対して、「中央社会保険医療協議会・医療機関等に
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おける消費税負担に関する分科会」委員の推薦依頼があったこと。

⑹	 日病協で検討を行った結果、本協会「大学病院の診療報酬に関する検討委員

会」（委員長：小山信彌参与）委員であり、日病協に委員として参画している

川瀬弘一聖マリアンナ医科大学理事を継続して推薦したこと。

⑺	 日病協の代表者会議並びに診療報酬実務者会議では、毎回、日病協が推薦し

て中医協委員を務めている先生から診療報酬改定に関する議論の進捗状況や疑

義解釈に関する情報共有に努めていること。

⑻	 日病協は、10 月 23 日に令和 6年度診療報酬改定に向けた要望書「第 2報」

を厚生労働省保険局医療課に提出したこと。（92 〜 95 ページ参照）

　　主な内容は以下の通りであること。

　　①�　物価高騰などに対応するため、入院基本料や入院時食事療養費の引き上

げを求めること。

　　②�　地域医療体制確保加算について、救急車の搬送件数 2,000 件以上として

いる現在の要件では、地域によって満たすことが難しいため、地域包括ケ

ア病棟を持つ中小病院が救急医療体制を確保していくためにも、「加算 2

（救急搬送 1,000 件以上 2,000 件未満）」「加算 3（500 件以上 1,000 件未満）」

を新設すべきであること。

　　③�　高額医薬品の管理に関する評価について、医療機関は高額医薬品につい

て、管理コストや薬剤の使用不能・破損リスクのほか、投与中止となった

場合の薬剤費も負担する必要があることを説明すると共に医薬品の価格設

定は薬価で定められており、「自助努力ではカバーできない」と主張した

こと。

　　④�　今後、厚生労働省の中央社会保険医療協議会にて議論が行われる予定で

あること。
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良質な医療・介護を守るために必要な財源確保に係る緊急声明 
 

2023 年 6 月 7 日 
日本病院団体協議会 

 
少子化対策を充実することは未来の日本のために極めて重要

な政策であると考えます。子育て世代が安心して生活するため
の社会基盤として医療は不可欠であり、その充実は大切です。   
一方で、医療を取り巻く環境はエネルギー価格、物価、賃金

等の高騰により非常に厳しいものになっています。少子化対策
の財源を単に社会保障費の中での付け替えにより捻出すること
は病や障害に苦しむ方、高齢者の方などの財源を切り崩すこと
になり許容できるものではありません。 
また、医療・介護分野で働く人々が国民の生命と健康を守る

という責務を果たすため、他の分野と同様に賃上げ等の取組を
進める必要があります。 
国民に不可欠な医療・介護を確保するため「骨太の方針」に

令和 6 年度のトリプル改定での物価高騰と賃上げへの対応を明
記していただき、必要財源を確保することを強く求めます。 
併せて、適切な財源のもと、全ての国民へ良質かつ効果的な

医療・介護を提供する体制の確立のために必要な診療報酬改定
を実施することを求めます。 
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日本病院団体協議会 議 長 山本 修一 

 一般社団法人国立大学病院長会議 会 長 横手 幸太郎 

 独立行政法人国立病院機構 理事長 楠岡 英雄 

 一般社団法人全国公私病院連盟 会 長 邉見 公雄 

 公益社団法人全国自治体病院協議会 会 長 小熊  豊 

 公益社団法人全日本病院協会 会 長 猪口 雄二 

 独立行政法人地域医療機能推進機構 理事長 山本 修一 

 一般社団法人地域包括ケア病棟協会 会 長 仲井 培雄 

 一般社団法人日本医療法人協会 会 長 加納 繁照 

 一般社団法人日本社会医療法人協議会 会 長 西澤 寬俊 

 一般社団法人日本私立医科大学協会 参 与 小山 信彌 

 公益社団法人日本精神科病院協会 会 長 山崎  學 

 一般社団法人日本病院会 会 長 相澤 孝夫 

 一般社団法人日本慢性期医療協会 会 長 橋本 康子 

一般社団法人日本リハビリテーション病院・施設協会 会 長 斉藤 正身 

       独立行政法人労働者健康安全機構 理事長 有賀  徹 
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令和 年 月 日

内閣官房長官

松 野 博 一 殿

一般社団法人 全国医学部長病院長会議

会 長 横 手 幸太郎

一般社団法人 国立大学病院長会議

会 長 横 手 幸太郎

一般社団法人 日本私立医科大学協会

会 長 小 川 彰

令和５年度大学病院に係る財政支援要望

平素より医学教育・研究および医療の改善充実に関してご指導、ご高配を賜り、

誠にありがとうございます。

昨今の目まぐるしい社会情勢の中で、大学における教育・研究の充実・強化は

我が国の将来にとって重要な課題となっており、その中でも、国民の健康と福祉を

担う医療者の育成は最重要課題であります。

大学病院は一般医療機関とは異なり、教育、研究という役割を担っており、さら

には地域の中核的医療機関としての役割及び医師派遣を通じた地域医療維持の

役割を担っております。

そのような中で、令和６年４月からの医師の休日・時間外労働の上限規制開始

に伴う労働時間短縮が、大学病院における教育・研究及び地域医療体制を含め

た診療に大きな影響を及ぼすことが危惧されており、このためには、医師の処遇改

善（給与・手当、労働環境改善等）により大学病院に勤務する医師を維持・確保

することが必要不可欠となっております。

厳しい財政状況下ではありますが、下記について大学病院に係る財政支援を要

望いたしますので、今年度の「経済財政運営と改革の基本方針」等に盛り込んで

いただくなど、何卒ご高配を賜りますようお願い申し上げます。

記

〇 医師の働き方改革に必要な財政支援について

医師の働き方改革を踏まえ、地域医療に貢献しつつ、教育・研究時間の確保

を含めた大学病院の機能を強化するための人件費等の財政支援を行うこと。

以上
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「医
師
の
働
き
方
改
革
に
必
要
な
財
政
支
援
に
つ
い
て
」

令
和

年
６
月

一
般
社
団
法
人
国
立
大
学
病
院
長
会
議

会
長
横
手
幸
太
郎

一
般
社
団
法
人
全
国
医
学
部
長
病
院
長
会
議
会
長
横
手
幸
太
郎

一
般
社
団
法
人
日
本
私
立
医
科
大
学
協
会

会
長
小
川
彰
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業
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時
間
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構
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比
率
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び
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研
究
業
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時
間

•
大
学
病
院
の
医
師
は
、
教
育
・研
究
・診
療
の
中
で
、
診
療
に
従
事
す
る
時
間
が
最
も
長
い

•
特
に
、
今
後
、
我
が
国
の
教
育
、
研
究
の
主
力
を
担
う
助
教
の

％
は
全
く
研
究
を
行
っ
て
お
ら
ず
、
約

％
は
週
当
た
り
の
研
究
時
間
が

５
時
間
以
下
に
留
ま
っ
て
い
る
な
ど
、
深
刻
な
状
況
に
あ
る

16
.5
%

12
.7
%

12
.1
%

9.
6% 4.
5%

4.
1%

5.
4%

8.
9%

10
.7
%

19
.3
%

17
.8
%

15
.2
%

12
.0
%

11
.3
%

2.
7% 3.
4%

20
.7
%

13
.0
%

40
.7
%

58
.4
%

62
.5
%

70
.7
%

78
.7
%

86
.3
%

81
.6
% 52
.6
%

64
.4
%

23
.5
% 11
.0
%

10
.1
%

7.
7% 5.
5%

6.
9%

9.
6%

17
.8
%

11
.9
%

0%
10

%
20

%
30

%
40

%
50

%
60

%
70

%
80

%
90

%
10

0%

①
教
授

②
准
教
授

③
講
師

④
助
教

⑤
医
員

⑥
専
攻
医
又
は
後
期
研
修
医

⑦
臨
床
研
修
医

⑧
そ
の
他
（
自
由
記
載
）

合
計

職
位
ご
と
の
教
育
・
研
究
・
診
療
・
そ
の
他
業
務
時
間

構
成
比
率

（
）

教
育
比
率

研
究
比
率

診
療
比
率

そ
の
他
比
率

1.
1%

1.
7%

4.
8% 15
.0
%

42
.9
%

72
.3
% 86

.9
%

26
.7
%

35
.4
% 45

.2
%

49
.7
%

28
.6
%

18
.8
% 6.
2%

34
.1
%

34
.9
%

28
.0
%

19
.1
% 14
.3
%

5.
9%

2.
3%

0%
10

%
20

%
30

%
40

%
50

%
60

%
70

%
80

%
90

%
10

0%

①
教
授

②
准
教
授

③
講
師

④
助
教

⑤
医
員

⑥
専
攻
医
又
は
後
期
研
修
医

⑦
臨
床
研
修
医

職
位
ご
と
の
週
当
た
り
の
大
学
で
の
研
究
業
務
時
間

回
答
人
数
の
構
成
比
率

（
職
位
そ
の
他

名
除
く
）

時
間

時
間
ー

時
間

時
間
ー

時
間

時
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時
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時
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時
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出
典
：
「
令
和
４
年
度
文
部
科
学
省
大
学
に
お
け
る
医
療
人
養
成
の
在
り
方
に
関
す
る
調
査
研
究
委
託
事
業
大
学
病
院
に
お
け
る
医
師
の
働
き
方
に
関
す
る
調
査
研
究
報
告
書
」



－ 52 －

国
立
大
学
病
院
に
お
け
る
地
域
へ
の
医
師
派
遣

国
立
大
学
病
院
を
主
た
る
勤
務
先
と
し
て
い
る
医
師
の
派
遣
・兼
業
先
の
件
数
に
つ
い
て
調
査
（

年
度
）

①
北
海
道
大
学
（

件
）

②
旭
川
医
科
大
学
（

件
）

③
弘
前
大
学
（

件
）

④
東
北
大
学
（

件
）

⑤
秋
田
大
学
（

件
）

⑥
山
形
大
学
（

件
）

⑦
筑
波
大
学
（

件
）

⑧
群
馬
大
学
（

件
）

⑨
千
葉
大
学
（

件
）

⑩
東
京
大
学
（

件
）

⑪
東
京
医
科
歯
科
大
学
（

件
）

⑫
新
潟
大
学
（

件
）

⑬
富
山
大
学
（

件
）

⑭
金
沢
大
学
（

件
）

⑮
福
井
大
学
（

件
）

⑯
山
梨
大
学
（

件
）

⑰
信
州
大
学
（

件
）

⑱
岐
阜
大
学
（

件
）

⑲
浜
松
医
科
大
学
（

件
）

⑳
名
古
屋
大
学
（

件
）

㉑
三
重
大
学
（

件
）

㉒
滋
賀
医
科
大
学
（

件
）

㉓
京
都
大
学
（

件
）

㉔
大
阪
大
学
（

件
）

㉕
神
戸
大
学
（

件
）

㉖
鳥
取
大
学
（

件
）

㉗
島
根
大
学
（

件
）

㉘
岡
山
大
学
（

件
）

㉙
広
島
大
学
（

件
）

㉚
山
口
大
学
（

件
）

㉛
徳
島
大
学
（

件
）

㉜
香
川
大
学
（

件
）

㉝
愛
媛
大
学
（

件
）

㉞
高
知
大
学
（

件
）

㉟
九
州
大
学
（

件
）

㊱
佐
賀
大
学
（

件
）

㊲
長
崎
大
学
（

件
）

㊳
熊
本
大
学
（

件
）

㊴
大
分
大
学
（

件
）

㊵
宮
崎
大
学
（

件
）

㊶
鹿
児
島
大
学
（

件
）

㊷
琉
球
大
学
（

件
）

•
国
立
大
学
病
院
全
体
で

件
（
※
）
の
医
療
機
関
へ
派

遣
・兼
業
を
行
い
地
域
医
療
体
制
の
維
持
に
貢
献

•
大
学
あ
た
り
平
均

件
、
最
大
で

件

地
域
医
療
体
制
を
維
持
し
な
が
ら
、
医
師
の
働
き
方
改
革
を
実

現
し
て
い
く
た
め
に
は
財
政
支
援
が
必
要

診
療
報
酬
、
地
域
医
療
介
護
確
保
基
金
、

教
育
・研
究
資
金
に
よ
る
支
援
を
要
望国
立
大
学
病
院
長
会
議
に
て
調
査

（
※
）
各
大
学
病
院
ご
との

派
遣
・兼

業
先
医
療
機
関
を合

計
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広
域
に
派
遣
し
て
い
る
２
大
学
病
院
の
例

•
都
道
府
県
に
所
在
す
る

の
国
立
大
学
が
、
地
域
医
療
の

実
情
に
応
じ
て
、
多
く
の
医
療
機
関
へ
医
師
を
派
遣
し
て
い
る

•
自
県
を
中
心
と
し
な
が
ら
も
、
都
道
府
県
を
越
え
た
遠
方
へ
の

派
遣
を
行
い
、
地
域
医
療
を
支
え
て
い
る

働
き
方
改
革
だ
け
で
な
く
地
域
医
療
構
想
・
医
師
偏
在
対
策
の

三
位
一
体
で
の
改
革
推
進
に
つ
い
て
、
ご
支
援
・

ご
協
力
を
お
願
い
し
た
い

★

★

九
州
大
学

派
遣
・兼

業
先
医
療
機
関

（
～

実
績
）

東
京
大
学

派
遣
・兼

業
先
医
療
機
関

（
～

実
績
）
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令
和

年
度
か
ら
の
「医
師
の
働
き
方
改
革
」施
行
に
伴
い
、
現
在
の
教
育
・研
究
・診
療
及
び
地
域
医
療

へ
の
対
応
を
維
持
し
て
い
く
た
め
に
は
、
自
ら
の
経
営
努
力
の
み
で
は
困
難
で
あ
る

こ
の
た
め
、
国
公
私
立
大
学

校
に
医
師
の
働
き
方
改
革
に
伴
う
人
件
費
お
よ
び
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に

必
要
な
経
費
に
つ
い
て
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し
、
そ
の
数
値
を
基
に
増
加
見
込
額
を
集
計
し
た

項
目

増
加
見
込
額

備
考

人
件
費
に
関
す
る
必
要
な
経
費
見
込
み

億
円

シ
ス
テ
ム
費
に
関
し
て
必
要
な
経
費
見
込
み

億
円

合
計

億
円

【集
計
結
果
合
計
】

診
療
報
酬
、
地
域
医
療
介
護
確
保
基
金
、
教
育
・
研
究
資
金
に
よ
る
支
援
を
要
望

（
参
考
）医
師
の
働
き
方
改
革
に
必
要
な
財
政
支
援



－ 56 －

令和 5 年度大学病院に係る財政支援要望提出先 

 

令和 5 年 6 月 8 日 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 

令和 5 年 

 

 5 月 29 日（月） 

自見はなこ参議院議員 

 

 5 月 30 日（火） 

（１）塩谷 立衆議院議員、 

自由民主党「大学病院を支援する議員連盟」会長、 

自由民主党「私立医科大学問題勉強会」会長 

（２）三ツ林裕巳衆議院議員 

（３）遠藤利明衆議院議員、自由民主党総務会長 

（４）中村裕之衆議院議員、自由民主党文部科学部会長 

（５）古川俊治参議院議員 

 

 6 月 1 日（木） 

田畑裕明衆議院議員、自由民主党厚生労働部会長 

 

 6 月 6 日（火） 

田村憲久衆議院議員、 

自由民主党「医師養成の過程から医師偏在是正を求める 

議員連盟」会長 

 

 6 月 9 日（金）  

松野博一内閣官房長官（予定） 
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2023年 7 月 11 日 

厚生労働大臣 
 加藤 勝信 殿 
 

日本病院団体協議会 議 長 山本 修一 

 一般社団法人国立大学病院長会議 会 長 横手 幸太郎 

 独立行政法人国立病院機構  理事長 楠岡 英雄 

 一般社団法人全国公私病院連盟 会 長 邉見 公雄 

 公益社団法人全国自治体病院協議会 会 長 小熊  豊 

 公益社団法人全日本病院協会 会 長 猪口 雄二 

 独立行政法人地域医療機能推進機構 理事長 山本 修一 

 一般社団法人地域包括ケア病棟協会 会 長 仲井 培雄 

 一般社団法人日本医療法人協会 会 長 加納 繁照 

 一般社団法人日本社会医療法人協議会 会 長 西澤 寬俊 

 一般社団法人日本私立医科大学協会 参 与 小山 信彌 

 公益社団法人日本精神科病院協会 会 長 山崎  學 

 一般社団法人日本病院会 会 長 相澤 孝夫 

 一般社団法人日本慢性期医療協会 会 長 橋本 康子 

一般社団法人日本リハビリテーション病院・施設協会 会 長 斉藤 正身 

 独立行政法人労働者健康安全機構 理事長 有賀  徹 

一般社団法人日本病院薬剤師会 会 長 武田 泰生 

                  

病院薬剤師確保に係る要望書 
 
少子高齢化のさらなる進行や、今後人口減少地域が増大することが予測される中で、人

口構造の変化や地域の実情に応じた医薬品提供体制を確保することが求められており、病
院薬剤師は院内における薬剤の専門家として、薬物療法のプロトコル策定、医師への処方
提案等を行うことにより、薬物療法の有効性・安全性の向上やタスクシェアに寄与するこ
とが期待されています。 
一方で、令和 3 年 6月に公表された「薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会とり
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まとめ」では、薬剤師の従事先には地域偏在や業態偏在があり、特に病院薬剤師の確保が
喫緊の課題であることが指摘されています（令和 2 年の薬剤師統計によると、「薬局の従
事者」は 188,982 人（総数の 58.7％）で、「医療施設の従事者」は 61,603 人（同
19.1%））。さらに、薬剤師の偏在状況を調べた厚生労働省の最新の調査では、全ての都道
府県で医療需要に対する病院薬剤師が充足していない状況が明らかになっています（令和
5 年 3月 29 日 薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会）。  
「第８次医療計画等に関する検討会」の意見のとりまとめにおいても、「薬剤師の資質

向上の観点に加え、薬剤師確保の観点から、病院薬剤師及び薬局薬剤師それぞれの役割を
明確にし、薬剤師の就労状況の把握及び地域の実情に応じた薬剤師の確保策を講じるこ
と、地域医療介護総合確保基金（修学資金貸与、病院への薬剤師派遣）の積極的な活用、
都道府県の薬務主管課と医療政策主管課が連携して取り組むこと等が必要である。」と明
記され、医療計画作成指針において、地域の実情に応じた薬剤師確保策の実施等が新たに
規定される予定であり、都道府県においては、今後、当該指針に基づき、薬剤師確保に係
る計画を策定することが求められますが、現時点では病院薬剤師の確保は非常に困難であ
り、国家レベルでの迅速な対応が必要な状況にあります。 
このような背景から、日本病院団体協議会および日本病院薬剤師会は病院薬剤師確保に

ついて強い危機意識を抱き、以下の３項目を要望します。 
 
11.. 診診療療報報酬酬上上のの要要望望ににつついいてて  

①① 病病棟棟薬薬剤剤業業務務実実施施加加算算のの算算定定対対象象のの拡拡大大  
病院薬剤師が医師の持参薬オーダー入力支援を行った場合、効率的に病棟業務が行

われることや、処方設計支援を行うことで、総処方件数や時間外オーダーの割合が減
少することが示されています。また、病棟専任で勤務する病院薬剤師がいることで病
棟薬剤業務が円滑に運営され、医師、看護師等の働き方改革に寄与するのみならず医
療安全にも大きく貢献することから、急性期、周術期、回復期、慢性期など全ての入
院基本料を算定する病棟業務に関する評価を要望します。 
特に、病院薬剤師による病棟薬剤業務が十分に実施されていない中小病院や回復期

リハビリテーション病床、地域包括ケア病床等においては、病棟薬剤業務実施加算の
要件である時間設定を段階的に緩和するなどの検討をお願いいたします。 

  
②② 退退院院時時薬薬剤剤情情報報管管理理指指導導料料、、退退院院時時薬薬剤剤情情報報連連携携加加算算のの算算定定対対象象のの拡拡大大  
病院薬剤師の役割が拡大し、回復期リハビリテーション病床及び地域包括ケア病床

の割合が高い中小病院や障害者病棟、精神病棟等においても、急性期病棟と遜色なく
病院薬剤師が様々な役割を担っています。回復期リハビリテーション病床及び地域包
括ケア病床の役割の一つである「在宅復帰支援」の場面においては、療養環境が変化
しても薬物療法が適切に継続されるよう、退院時の薬剤情報連携を実施しています
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が、診療報酬の多くが包括され、適切な評価がなされておりません。 
病院薬剤師が適切に配置された病棟において、退院時薬剤情報管理指導料、退院時

薬剤情報連携加算の算定対象の拡大を要望します。 
 

③③ 病病院院薬薬剤剤師師にによよるる転転院院、、転転所所時時ににおおけけるる薬薬剤剤管管理理ササママリリーー等等のの情情報報提提供供にに関関すするる
評評価価のの創創設設  
薬剤管理サマリーは、薬歴だけでなく、入院中の薬剤投与状況の経緯や、退院後の

服薬管理支援等の薬物療法に必要な患者情報を病院薬剤師が薬学的視点から一元的に
記載し、医師が提供する薬剤情報を薬学的視点から補完するものであり、転院先の病
院のみならず、かかりつけ医、訪問看護師、ケアマネージャー、介護施設等の多職種
に対する薬物療法及びその支援のための情報提供ツールとして幅広く活用されていま
す。特に、回復期病棟においては、病院薬剤師が処方の整理や服薬管理支援を介した
処方提案を行うことによって薬剤費削減効果が認められております。 
現在、ポリファーマシー解消等の取組を推進する目的で、退院時１回に限り薬剤総

合評価調整加算が算定可能ですが、薬剤管理サマリーによる情報提供については診療
報酬上、評価されておりません。 
ポリファーマシー解消等の取組をさらに効果的に促進させる観点からも、病院薬剤

師による転院、転所時における薬剤管理サマリーの情報提供に関する評価の創設を要
望します。 

 
④④ 病病院院薬薬剤剤師師のの外外来来業業務務にに関関すするる評評価価のの創創設設  

   医師の外来診療時（前後の場合を含む）に、病院薬剤師が薬剤使用歴の確認・評
価、副作用・アレルギー歴の確認、初療室で使用する薬剤の管理、処方設計支援等
を行うことで、医師の業務負担軽減に資するのみではなく医療安全にも大きく貢献
することから、外来業務で薬学的管理を実施し、必要に応じて保険薬局と情報連携
した場合の評価を要望します。 

 
⑤⑤ 病病院院薬薬剤剤師師のの時時間間外外業業務務にに関関すするる評評価価のの創創設設  

   当直等、病院薬剤師が夜間対応していない病院においては、医師自らが薬剤部に
て調剤等を行っております。病院薬剤師の夜間勤務体制が充実すると、医師の業務
負担軽減に資するのみではなく医療安全にも大きく貢献することから、薬剤師の夜
間勤務について診療報酬上の評価を要望します。 

 
22.. 地地域域医医療療介介護護総総合合確確保保基基金金等等のの優優先先的的なな活活用用ににつついいてて  

地域医療介護総合確保基金が病院薬剤師の確保のために積極的に活用されている事
例は少なく、病院薬剤師確保に向けて基金が優先的に活用されるよう、国から自治体
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への働きかけをお願いいたします。 
 

①① 奨奨学学金金返返済済免免除除及及びび病病院院へへのの薬薬剤剤師師派派遣遣  
病院薬剤師を確保するためには、病院・薬局間の初任給の給与格差を是正する必要

があり、病院で一定期間勤務した薬剤師に対して、奨学金の借用元にかかわらず奨学
金返済を免除するための経費や、都道府県が指定する病院へ、期間を定めて薬剤師派
遣を行うための経費について、地域医療介護総合確保基金等の優先的な活用への支援
を要望します。 

 
②② 調調剤剤業業務務ののデデジジタタルル化化推推進進  
ロボット調剤システムや調剤鑑査システム等を導入し、調剤業務をデジタル化する

ことで、病院薬剤師の就業環境を改善し、医療安全の確保や質の高い薬物療法の提供
が可能となります。地域医療介護総合確保基金等について、調剤業務のデジタル化推
進の確保への優先的な活用への支援を要望します。 

 
３３..  薬薬学学部部のの卒卒前前及及びび卒卒後後教教育育のの充充実実ににつついいてて  

薬剤師を養成するための薬学部での教育期間は６年間に延長されたにもかかわらず、
実務実習（臨床実習）の期間は 22 週のままで拡大されず、実務実習の場が薬局と病院
で 11 週ずつであることも変更されていません。質の高い病院薬剤師育成のために、卒
前教育の現場において病院での実務実習の期間を拡大し、実習内容をさらに充実させる
ことを要望します。 
また、医療職の卒後臨床研修は、医療現場における実践力を習得する上で重要であ

り、その後のキャリア形成にも影響することから、医師の卒後臨床研修のように、薬剤
師も免許取得後に一定の臨床研修を受けるべきとの指摘があります。 
厚生労働省予算事業「卒後臨床研修の効果的な実施のための調査検討事業」では、卒

後臨床研修の現状、課題及び調査研究で検討された卒後臨床研修プログラムの考え方等
を踏まえ、令和 5年度に卒後臨床研修をモデル事業として実施し、卒後臨床研修の効果
的な実施のための調査・検討を行うことが予定されております。 
将来的な薬学教育における卒前の臨床教育との連携を見据え、医療機関等において用

いられる標準的な卒後臨床研修カリキュラムを作成し、ガイドラインに基づいた卒後臨
床研修を継続的に行う基盤を作る方向性となっており、医療機関側の受け入れ体制の強
化や卒後臨床研修を希望する学生とのマッチングの仕組の構築等を行う必要がありま
す。 
質の高い病院薬剤師を継続的に育成するためには、卒前及び卒後教育を効果的に実施

することが必要であり、研修体制が整った施設を増やす等の体制強化に資する予算の確
保を要望します。 
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重点要望事項 

 

1. 入院時食事療養費の増額と特別治療食加算の拡大について 

1996 年４月より増額がなく、2014 年からの消費税の増税、昨今の食材料

費、光熱水費、人件費等の高騰から、安定的な給食業務の維持のためにも、

1 食につき５０円程度増額を希望し、その内訳として、増額の半分を標準負

担額の自己負担額で補い、半分を保険給付から補っていただきたい。 

【資料１】 

また、アレルギー対応食及び嚥下調整食を、安全に提供するためには、調

理上のスキル、調理に必要な時間を要し、普通食より多くのチェック体制が

必要となるため、特別治療食の加算枠を広げ、食物アレルギー患者に『アレ

ルギー対応食』、嚥下困難患者に『嚥下食』を提供した場合、特別治療食加

算として算定していただきたい。【資料２・３】 

 

２．DPC／PDPS における（転院時の）退院時処方について 

転院先医療機関で採用していない医薬品が投与されている患者は、転院

先で当該医薬品を確保してもらうまで相当の日数を要する。当該医薬品を

携行させて転院することもあるが、高額な医薬品費を負担するため院内で

諸手続きを経る必要があり、在院日数の長期化につながっている。急性期医

療を必要とする多くの患者に一日でも早く病床を確保するためにも、転院

時の（高額医薬品に関する）退院時処方については出来高算定を可能として

いただきたい。 

 

３．大学病院の医師派遣機能に対する地域医療係数等での評価について 

大学病院は医療過疎地域にも医師の派遣を行っており、地域医療への貢

献と同時に複合的疾患に対応できる各診療科の連携体制を確立しているこ

とから、地域医療係数等での評価をお願いしたい。 

 

４．医療安全対策加算の増点について 

（１） 専従医師、看護師、薬剤師の活動に対する加算について 

医療安全部門においてもチームとして、定期的な巡視、院内のインシ

デントの把握、医療安全対策の実施状況の把握・指導、患者安全のた

めの手順の遵守状況の確認、研修、他院との連携など、感染制御チー



－ 63 －

ムと同様の活動を行っている。 

そこで、医師、看護師、薬剤師を中心とした専従職員による「医療安

全管理チーム」の活動に対して、感染対策向上加算１並みの点数を加

算していただきたい。【資料４】 

（２） 医療安全対策活動の拡大に対する加算について 

医療安全管理者は、これまでのように医療安全上の問題のみではなく、

医療の質の領域への介入も求められるようになって来ている。 

例えば、いわゆる臨床指標（Quality Indicator、QI）の改善を通じた質

の向上を図る活動等には、医療安全管理チームの関与が必須である。

大学病院にとって、質の管理・向上は不可欠の活動であることから、

医療安全管理者による医療の質の領域への業務拡大に対する医療安

全対策加算を増点していただきたい。 

 

 

５．高額医薬品管理加算の新設 

近年、抗悪性腫瘍剤など、1 製剤で数十～百万円を超えるような高額医薬

品が非常に多くなってきている。大学病院ではその機能上、それら高額医薬

品を常備し、必要時いつでも供給出来る体制をとっている。また、薬価改定

が頻繁に実施されるなか、在庫医薬品、特に高額医薬品の損失は大きいもの

がある。 

更に、1 社流通医薬品の納入を行う卸売業者は各企業に委ねられ、冷所保

存医薬品など品質確保の観点から返品ができないものも多く、期限切れに

よる損失も大きい。 

患者に必要な時に必要な医薬品を確実に届けるため、当該医薬品を管理、

運用する上での高額医薬品管理加算を新設していただきたい。 

 

 

６．退院時薬剤情報管理指導料並びに退院時薬剤情報連携加算の要件緩和につ

いて 

標記指導料並びに加算は、地域連携につなげることで薬物療法の適正化

に寄与できるため非常に重要であるが、「退院の日に１回に限り算定する」

という要件があることから、退院日当日を含む３日以内の退院指導等でも

算定できるよう要件を緩和していただきたい。【資料５】 
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その他 

 

薬剤部門 

 

１．無菌製剤処理に係る被曝防止対策に関する評価について 

曝露対策として閉鎖式薬物移送システム（以下 CSTD）を多くの施設で使

用しているが、抗がん剤調製時の CSTD 使用の加算点数である「無菌製剤処

理料 1」の 180 点のみでは十分とはいえないため、300 点以上に増点してい

ただきたい。【資料６】 

また、病棟において殺細胞性のある抗がん剤等の投与時、看護師等、医療

スタッフの曝露対策でも閉鎖式接続器具が使われており、投与時の曝露対

策についても、上記の無菌製剤処理とは別に評価していただきたい。 

 

２．救急救命センター（ER）への薬剤師配置の新設について 

救命救急現場では、薬剤使用へのリスクが高く、迅速な薬剤情報等が必要

であるため、医師の負担軽減に寄与する救急救命センターへの薬剤師配置

に対する適切な評価をお願いしたい。【資料７】 

 

 

栄養部門 

 

１．管理栄養士の病棟配置の緩和について 

現行の「入院栄養管理体制加算」の場合、病棟数・病床数・病床稼働率・

病棟回転率の状況から、特定機能病院であっても、一律に管理栄養士を各病

棟に専従配置することは、業務量に差が生じ経営的にも損失となる。さらに

病棟専従業務ができる管理栄養士教育には、時間と体制が必要であること

から、管理栄養士の病棟配置は、『専従配置』から『専任配置』に緩和し、

体制加算は現状維持、NST や緩和などのチーム医療や退院前の栄養指導に

ついては『業務実績』として体制加算とは別に算定できるようにしていただ

きたい。 
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２．栄養指導の加算条件の緩和について 

生活因子が発症要因になり得る疾患（脳梗塞・脂肪肝・肥満症・食物アレ

ルギー）に対し栄養指導を実施することにより、健康寿命の延長に貢献でき

ることから、算定要件を見直し、脳梗塞・脂肪肝・肥満症・9 歳以上の食物

アレルギーを加算病名に加えていただきたい。 

また、栄養情報提供書は、各医療機関の役割において、栄養指導の有無に

とらわれず、後方施設や在宅診療へ患者の栄養状態や食に関わる情報を伝

えるための必要な提供書でもあり、患者のためにも算定要件を緩和してい

ただきたい。 

 

 

感染対策部門 

 

１． 院内感染対策に必要な微生物診断について 

レジオネラや薬剤耐性菌などの環境培養検査並びにＰＯＴ法や薬剤耐性

遺伝子検査などの遺伝学的検査の費用は病院の持ち出しとなっているため、

評価していただきたい。 

 

２． 感染対策向上加算１の施設間連携について 

連携カンファレンスについて、保健所、医師会の方が年４回すべてに参

加することは難しいことから、要件を見直していただきたい。 

また、全体的に加算１している病院の負担が大きいこと、並びに連携す

る施設数によっても診療報酬が変わらないことから、連携施設数に応じて

指導強化加算を増点していただきたい。 

 

医事部門 

 

１．急性期充実体制加算について 

令和 4 年度診療報酬改定においては「一般病棟入院基本料」に対して急性

期充実体制加算が新設されたが、急性期一般病棟入院料１（1650 点）と当

該加算（460 点）を算定すると当該加算の算定要件を満たしている特定機能

病院の入院基本料（1718 点）を超えることから、高度かつ専門的な医療を

従前から行っている大学病院本院への拡大をお願いしたい。 
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２．診療報酬明細書の「摘要欄」への記載事項について 

診療報酬明細書の「摘要欄」への記載事項が増大したことにより、医事課

職員の負担が増している。特に、検査日や検査値、検査結果など自動システ

ム化が難しい項目も多々あり、入力の手間が増えているため、医療 DX の観

点からも医療機関・審査側双方にとって効率化できる方法を検討していた

だきたい。 
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【資料１】
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【資料２】
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【資料３】
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施設名
略号

所属部署・役職名 職種

医療安全管理部・専従看護師長 看護師

医療安全管理室副室長
医療安全管理室専従医師

医師

医療安全管理室副室長
看護師長

看護師

医療安全管理室専従技術長補佐 薬剤師

医療安全管理部医療安全室看護師長 看護師
医療安全管理部医療安全室看護係長 看護師
医療安全管理部医療安全室
テクニカルスタッフ

薬剤師

医療安全管理部　部長 医師
医療安全管理部　副看護部長 看護師
医療安全管理部　副部長 教員
医療安全管理室・副室長 看護師
医療安全推進部　主事 看護師
医療安全推進部 看護師
医療安全管理部・副部長 医師
医療安全管理部・課長 看護師
医療安全管理部門・師長 看護師
医療安全管理部門・係長 看護師
医療安全管理部門・助教 薬剤師
医療安全機能管理室・主任 薬剤師
医療安全管理部・部長 医師
医療安全管理部・副部長 医師
医療安全管理部・専従看護師 看護師
医療安全管理部・専従薬剤師 薬剤師
医療安全管理部・専従看護師 看護師
医療安全推進室　・医療安全管理者 看護師
医療安全管理部　看護師長 看護師
医療安全管理部　看護師長 看護師
医療安全管理部　主任看護師 看護師
医療安全管理部/薬剤部　副部長補佐 薬剤師

協会加盟大学附属病院に於ける特定機能病院の医療安全管理者について

【資料４】
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施設名
略号

所属部署・役職名 職種

医療の質・安全推進室・副室長
薬剤師
看護師

医療の質・安全推進室・係長 看護師
医療安全推進室・師長 看護師
医療安全推進室・副師長 看護師
医療安全推進室・副主任 看護師
医療安全管理室・看護副部長 看護師
消化器内科教授・室長 医師
消化器・一般外科・副室長 医師
医療安全管理室・副室長 看護師
医療安全管理室・主幹 看護師
医療安全管理室・主査 看護師
医療安全管理室・主査 看護師
安全管理部・部長（専従） 医師
安全管理部・専従安全管理者 看護師
安全管理部・専従安全管理者 看護師
安全管理部・専従安全管理者 薬剤師
医療の質・安全対策部
安全管理室　室長（専従）

医師

医療の質・安全対策部
安全管理室　看護長（専従）

看護師

医療の質・安全対策部
安全管理室　看護長（専従）

看護師

医療の質・安全対策部
安全管理室　係長（専従）

薬剤師

医療の質・安全対策部
安全管理室　主任（専従）

理学療法士

医療安全管理部　部長 医師
医療安全管理部 専従セイフティマネージャー 看護師長 看護師
医療安全管理部
専従セイフティマネージャー 副看護師長

看護師

医療安全管理部 専従セイフティマネージャー 係長 薬剤師
医療安全管理室・教授・副室長（専従） 医師
医療安全管理室・副室長（専従） 看護師
医療安全管理室・看護師長（専従） 看護師
医療安全管理室・主任（専従） 看護師
医療安全管理部・副部長 医師



－ 74 －

施設名
略号

所属部署・役職名 職種

医療安全管理部・看護師長 看護師
医療安全管理部・薬剤師主任 薬剤師
医療の質向上・安全推進センター・病院助教 医師
医療の質向上・安全推進センター・看護師長 看護師
医療の質向上・安全推進センター・看護師長 看護師
医療安全対策室/医療安全対策室副室長
小児科 講師

医師

医療安全対策室/医療安全対策室副室長
看護部 看護師長

看護師

医療安全対策室/看護部 副看護師長 看護師
医療安全対策室/薬剤部 主任 薬剤師
医療安全対策室/臨床工学部 臨床工学技士
医療安全対策室/中央放射線部 課長補佐 診療放射線技師
医療安全対策室/中央検査部 係長 臨床検査技師
医療安全管理室　課長 看護師
医療安全推進センター・教授
医療安全管理部門・部門長

医師

医療安全推進センター・師長 看護師
医療安全推進センター・主任 看護師
医療安全推進センター・主任 薬剤師
安全管理部　医療安全対策室・室長 医師
安全管理部　個人情報対策室・室長
医療安全対策室・副室長

医師

安全管理部　医療安全対策室・副室長 医師
安全管理部　医療安全対策室・兼任 医師
安全管理部　医療安全対策室・兼任 医師
医療監査部・次長 医師
医療監査部・次長/
医療監査部医療安全対策課・課長

看護師

医療監査部医療安全対策課 看護師
医療監査部医療安全対策課 看護師
医療の質・安全管理部部長 医師
医療の質・安全管理部/
医療安全管理者

看護師
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医師

看護師

薬剤師

その他

（理学療法士・臨床工学技士・診療放射線技師・臨床検査
技師・教員　各１名）

合　　計

＜協会加盟大学附属病院２８病院
医療安全管理者の職種と割合について＞

※「薬剤師・看護師」兼務は１名ずつとしてカウント

＜図１：協会加盟大学附属病院２８病院
医療安全管理者の職種と割合について＞

※「薬剤師・看護師」兼務は１名ずつとしてカウント

医師,22名,  
25.0%

看護師, 48名, 
54.5%

薬剤師, 13名, 
14.8％

その他, 5名, 
5.7％

医師 看護師 薬剤師 その他
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※「薬剤師・看護師」兼務は１名ずつとしてカウント

＜図２：１施設あたりの医療安全管理者数＞

1名, 6施設, 
21.4%

2名, 3施設, 
10.7%

3名, 8施設, 
28.6%

4名, 6施設, 
21.4%

5名, 3施設, 10.7%

6名, 1施設, 3.6% 7名, 1施設, 3.6%

1名 2名 3名 4名 5名 6名 7名
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全面的

部分的

算定していない

退退院院時時薬薬剤剤情情報報管管理理指指導導料料のの算算定定退院時薬剤情報管理指導料の算定

回答施設（26施設/本院 29施設）

【資料５】
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全面的

部分的

算定していない

ググララフフ タタイイトトルル
退院時薬剤情報加算の算定

回答施設（26施設/本院 29施設）
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退院時薬剤情報管理指導料の算定が
できていない主な理由

⚫ 指導できるタイミングが限られる
⚫ 退院前日には必要な指導を行っているが、当日は面談が間に合わず
算定できない

⚫ 時間外や退院当日に退院処方が出された場合も指導が間に合わず算
定できない

⚫ 退院時処方入力が遅く、入院患者の持参薬確認などの業務時間と重
複しているため、介入するタイミングが十分にない

⚫ 日曜日、祝日退院なども多い
⚫ 急な退院の決定、休日に退院される場合がある
⚫ 人員不足
⚫ 指導料を算定するために係る労力に対して点数が低い
⚫ 週末退院や、人員不足により時間が合わない
⚫ 全面的に実施するまでの時間的余裕がない
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（施設）

１調製にかかる閉鎖式接続器具等の定価（合計金額）

（円）

【資料６】

回答施設（24施設/本院 29施設）
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全面的部分的

実施していない

病棟等での閉鎖式接続器具の利用

回答施設（26 施設/本院 29 施設）
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病棟において１投与にかかる閉鎖式接続器具等の定価（合計金額）

（円）

グラフタイトル（施設）

回答施設（26施設/本院 29施設）
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常時配置

必要時配置

配置なし

ググララフフ タタイイトトルル救命救急センターへの薬剤師配置

回答施設（28施設/本院 29施設）

【資料７】

別途、分院にて２施設
で、常時配置の実施
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施設 配置人数 配置時間
A 2名（9-17 時）、1名（夜間） 24時間
B 1.5〜2名 8：30〜17：00
C 1名 8：30〜17：00
D 1名 8：30〜17：00
E 1 名 8：30〜17：15

常時配置施設の配置人数と配置時

間

常時配置施設に薬剤師の主な業務

⚫ 初療室（救急外来）における初期治療への参加（入院前服用薬の確認、薬物治療
の提案、医師の指示の監査と薬剤の調製、急性薬物中毒の医薬品情報提供と解
毒・処置の提案、心肺停止患者のタイムキーパや記録など）

⚫ 持参薬の確認及び現病に対する評価、アレルギー・サプリメントの確認・評価
⚫ 適切な薬剤選択、用法・用量の提案、医薬品情報の提供
⚫ カンファレンス・回診への参加、病棟薬剤師への申し送り
⚫ 薬剤管理指導業務、PBPMにもとづく薬物治療支援
⚫ TDM（血中濃度測定と解析）
⚫ 内服薬・注射薬の監査、注射薬のセットと混注、緊急時及び特殊薬剤の準備
⚫ 注射薬管理、医薬品管理（麻薬、抗精神病薬、筋弛緩薬）
⚫ 他職種からの質問対応
⚫ 院内急変対応 など
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必要時配置施設における必要時の対応状況

⚫ 医師、看護師から要請があったとき
⚫ 必要な情報提供や医薬品の確認を行うとき
⚫ 患者が搬送されて薬剤関連の情報が必要なとき
⚫ 申し合わせている緊急を要する薬剤調製時（t-PAや特異的中和薬）
⚫ ドクターカー出動・帰還時
⚫ 患者指導時 など
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薬剤師の配置により医師の負担軽減に寄与する主な業務

⚫ 初期診療支援
⚫ 持参薬・使用薬の確認、服用状況確認、現病に対する評価
⚫ 薬剤に関する情報提供
⚫ 薬物治療の提案、薬剤の用法・用量提案
⚫ オーダの代行入力、処方入力支援
⚫ 使用医薬品の記録管理、使用した薬物の代行入力
⚫ 緊急時及び特殊薬剤の準備、t-PAや特異的中和薬調製、医薬品の混注業務
⚫ 注射薬のルート管理
⚫ 薬物濃度測定・判定（中毒薬等）、中毒薬の情報提供、中毒時の対処法の提案
⚫ 処置現場での配薬・吸入指導など
⚫ 医薬品の供給管理
⚫ 3 次救急搬送時のオンコール（薬出し）
⚫ 他職種からの質問対応
⚫ 院内急変対応 など
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令和５年９月１２日 

 

厚生労働省 

 保険局長 伊 原 和 人  殿 

 

一般社団法人 全国医学部長病院長会議 

 会   長  横 手 幸太郎 

一般社団法人 国立大学病院長会議 

会   長  横 手 幸太郎 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 

会   長  小 川   彰 

＜ 公 印 省 略 ＞ 

 

 

令和６年度診療報酬改定に関する重点要望事項 

 

令和６年度診療報酬改定に関して、大学病院が担っている高度医療

人材の養成、新しい医療技術の研究・開発、地域の中核的な医療機関と

しての機能・役割を維持していくため、下記の３項目を要望いたします。 

本改定は、令和６年４月からの医師の働き方改革の円滑な実現に際

して重要な改定であること、高度急性期・急性期医療機能の充実並びに

地域医療や感染症対策をはじめとした医療基盤の整備に最も重要な改

定となることから、実現を強く要望するものであります。 

 
１．大学病院が担っている「教育」・「研究」・「診療」機能の特殊性に

鑑み、その役割を十分に果たすため、特定機能病院入院基本料の

中で「大学病院本院」の区分を設け、大学病院としての機能を維

持するための評価を行っていただきたい。 
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2 
 

２．大学病院は医師不足地域並びに救命救急・周産期医療等にも医

師派遣を行っており、地域医療への貢献と同時に複合的疾患に

対応できる各診療科の連携体制を確立していることから、医師

派遣の実績に応じた評価を行っていただきたい。 

 

３．令和２年度診療報酬改定において新設された「総合入院体制加

算」並びに令和 4 年度診療報酬改定において新設された「急性

期充実体制加算」は、「一般病棟入院基本料」を算定している医

療機関を対象としているが、従前から地域における急性期・高度

急性期医療を集中的・効率的に提供する体制を確保し、高度かつ

専門的な医療を行っている大学病院本院にも拡大していただき

たい。 

 

以 上 
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年 月 日
公益財団法人 日本医療機能評価機構
理事長 河北 博文 殿

一般社団法人 日本私立医科大学協会
病 院 部 会
担当副会長 炭 山 嘉 伸
担当理事 坂 本 篤 裕
医療安全・感染対策委員会
委員長 小 山 信 彌
私立医科大学病院感染対策協議会
議 長 三 鴨 廣 繁
事務局長 中 澤 靖

病院機能評価一般病院 での評価についての要望

向暑の砌ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素は加盟大学附属病院に対する医療の質・安全の向上並びに病院支援事業等により

ご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、貴機構の病院機能評価は特定機能病院等に対して受審が推奨されており、その評価

内容は我が国の感染対策にも大きな影響を与えております。最近の機能評価の一般病院
において、受審した加盟大学附属病院から意見がありましたので、それらを取り

まとめ当協議会として以下の要望をいたします。

1． 全病院的な医療関連感染サーベイランスについて評価基準の再検討を求める 

今年 月より運用が開始されました、病院評価機構一般病院 の解説集による
と、｢ 医療関連感染制御に向けた取り組み 医療関連感染制御に向けた情報収集
と検討を行っている｣ におきまして、医療関連感染サーベイランスについて以下の記載が
あります。
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ラウンドによる現場の定期的な状況把握や、
病院全体を対象とした包括的なサーベイランスが必要である。さらに、病院
の機能に応じた取り組みとして、 手術部位感染 、 中心ライン
関連血流感染 、 人工呼吸器関連肺炎 、 尿路カテーテル関連感
染 など、ターゲットを明確に定めた部門別サーベイランスを、 や特定診
療科に限らず病院全体で積極的に実施することが求められる。これら部門別
の各種サーベイランス情報に関しては、病院全体として把握 ・報告する体制
が求められる。

一般病院 を受審した日本私立医科大学協会加盟大学附属病院の本院におい
ては、全病棟を対象としたサーベイランスを実施していないという理由により 評価の判
断を受けている施設がいくつかあります。また サーベイランスについては、現状 診
療科以上の サーベイランスの実施が求められております。
一般的に医療関連感染サーベイランスは、感染対策部門の限られたマンパワーの中で効

率的に実施し、 サイクルを回せるように結果を生かしていくという観点から、ハイ
リスク・ハイボリューム・ハイコストな手技や処置を対象とした｢ターゲットサーベイラン
ス｣を実施し、疫学的分析に基づく取り組みを行うことを原則としています。
サーベイランスの実施のみでは、感染症を直接的に減少させることはできず、評価基準と

して全病院的なサーベイランスが強調されることで、実施に多大な労力を投入することと
なり、本来目的とするその後の改善がおろそかになることが懸念されます。

医療関連感染サーベイランスに関して、特に以下の 点について検討をお願いするもの
であります。

① 全病院的サーベイランスの方法と精度について 

一般的に医療関連感染サーベイランスでは、他施設と比較を可能とし精度を保証する
ために、全米医療安全ネットワーク（NHSN）、日本環境感染学会 委員会、院内
感染対策サーベイランス（ ）等の基準を用いております。これらは臨床的な判断
を必要とし、 、 、 （ ）においては延べ患者数や延べデバイス
使用日数の正確な測定と、それらのデータの整理・分析が重要になり、非常に労力の要
する業務であります。
当協議会としては、平時からの、細菌検査結果、 活動等の記録、および電子的に

収集されたデータ等から、間接的に院内全体の感染症発生状況をモニタリングして、そ
の結果、リスクが高まっていると判断した際に、速やかにターゲットサーベイランスを
実施することが効果的かつ効率的な対応と考えております。評価基準にサーベイランス
の方法や求められる精度について記載をお願いいたします。
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② 全病院的サーベイランス実施に必要な人員やシステムについて 

質の高いサーベイランスを全病院で行い、感染を減らすための介入をするには受審予
定の加盟大学附属病院の本院でも人員が不足しています。これらは診療報酬で担保され
る感染制御チームの構成要件も影響すると思われます。また、一般的に導入されている
電子カルテシステムも十分対応できておりません。全病院的なサーベイランスの実施を
推奨するのであれば、その実現に必要な人員やシステムも基準として示し、評価の対象
としていただきたい。

③ 病院における医療関連感染制御の方向性について 

医療関連感染制御のために、アウトカムのみならずプロセスを重視する考え方が広
まりつつあります。すなわち、「感染防止効果が確立しているベストプラクティスが、
臨床現場で正しく行われていれば、医療関連感染の多くは防止可能である」との考えに
基づき、複数のベストプラクティスを束ねてケアバンドルとし、その実践状況をプロセ
ス指標として現場の管理業務に組み入れて実践すれば、結果的に医療関連感染が減少
するという考えであります。欧米では、ケアバンドルを医療関連感染制御に広く適応す
るようになってきております。精度の低い全病院的サーベイランスを推奨するよりも、
プロセス評価を重視するべきであり、評価基準を検討する上で参考としていただきた
い。

2． 機構と協議会との定期的な意見交換会の設置について 

一般病院 は 年 月からの運用となっています。しかし、前述のサーベ
イランスの事項については、多くの病院において 年中から前倒しの形で評価基準とし
て使用されてしまい、混乱を生じているのが現状であります。また、サーベイランスデータ
活用について、ディスカッションの中で十分な指摘がされないまま、 評価に認定される事
例もあるとの報告もありました。スムーズな実施のため評価項目の変更や、評価のあり方に
ついて、定期的に意見交換をする場を設けていただきたく存じます。
この意見交換の場では、サーベイランスのあり方のみならず、医療関連感染症を減少させ

ていくためのビジョン、すなわち、どのような道筋（手順）に則り、現状より良く安全な医
療を患者に提供するべきなのかも併せて議論させていただきたい。

我が国の感染対策を正しい方向に導くためにも、当協議会としては貴機構の活動に協力
を惜しまない所存であります。是非、ご検討をお願いいたします。

以上
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２０２３年１０月２３日

厚生労働大臣

武見 敬三 殿

日本病院団体協議会 議 長 山本 修一

一般社団法人国立大学病院長会議 会 長 横手 幸太郎

独立行政法人国立病院機構 理事長 楠岡 英雄

一般社団法人全国公私病院連盟 会 長 邉見 公雄

公益社団法人全国自治体病院協議会 会 長 小熊 豊

公益社団法人全日本病院協会 会 長 猪口 雄二

独立行政法人地域医療機能推進機構 理事長 山本 修一

一般社団法人地域包括ケア病棟協会 会 長 仲井 培雄

一般社団法人日本医療法人協会 会 長 加納 繁照

一般社団法人日本社会医療法人協議会 会 長 西澤 寬俊

一般社団法人日本私立医科大学協会 参 与 小山 信彌

公益社団法人日本精神科病院協会 会 長 山崎 學

一般社団法人日本病院会 会 長 相澤 孝夫

一般社団法人日本慢性期医療協会 会 長 橋本 康子

一般社団法人日本リハビリテーション病院・施設協会 会 長 斉藤 正身

独立行政法人労働者健康安全機構 理事長 有賀 徹

令和６年度（２０２４年度）診療報酬改定に係る要望書【第２報】

現在、全国の病院はコロナ診療と一般診療の両立が求められる コロナ時代

の地域医療を提供するために、さまざまな努力を行っています。

しかし、この１年で、病院の経営環境は大きく変化しております。光熱費の高

騰に加え、給食委託費を含む委託費の上昇、諸物価の上昇により、医療提供コス

トの大幅な上昇が続き病院経営はひっ迫しています。また、諸物価の上昇に対応

するため医療従事者への処遇の改善も喫緊の課題となっています。

医師の働き方改革、医療 の推進、感染症対策など、病院が対応をしていかな

ければならない課題が山積しています。日本病院団体協議会は介護報酬改定、障

害福祉サービス等報酬改定と同時に行われる令和６年度の診療報酬改定において

春の要望書とともに、改めて以下の１２項目を要望します。
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１１ 入入院院基基本本料料のの引引きき上上げげ

エネルギーコストの上昇、物価上昇など医療提供コストの上昇に対応し、か

つ医療従事者に対する適切な処遇改善を実現するために、すべての入院基本料

の大幅な引き上げを要望します。

２２ 適適切切なな食食事事療療養養費費のの設設定定

入院時食事療養費は、過去２０年間以上にわたり一食６４０円と据え置かれて

います。食材費、光熱費の高騰や人件費の増加により、近年、ほとんどの病院の

給食部門は赤字に陥っており、やむを得ず食材費の厳しい削減等をせざるを得な

い状況にあります。高齢者の入院が増加している我が国において、入院中に適切

な食事を提供することは患者のＡＤＬを維持・改善するためにも非常に重要です。

入院時食事療養費の適切な水準への引き上げを、強く要望します。

３３ 病病棟棟ににおおけけるる介介護護専専門門職職のの評評価価

近年、病院に入院する患者の高齢化が顕著となり、介護が必要な割合が急増し

ています。今後ますます増え続ける高齢患者に対応していくためには、病院内で

介護業務を担うスタッフの確保が不可欠です。しかし現状、病院における介護職

は看護補助者と位置づけられ、国家資格を持った介護福祉士など専門職がやりが

いを持ち専門性を発揮し働くことが難しく、病院内の介護人材の確保は非常に困

難を極めています。病院医療において、適切に介護専門職が位置づけられ評価さ

れるよう要望します。

４４ 病病院院ににおおけけるるＩＩＣＣＴＴ推推進進ののたためめのの評評価価

現在、国が進めている医療ＤＸの推進は、今後の我が国における効率的な医療

提供体制の構築に非常に重要です。しかし病院における電子カルテ、オンライン

資格確認システム、電子処方箋システムなどの導入・維持管理等は、病院にとり

経営的にも大きな負担となっています。また、昨今のサイバー攻撃へ対応するた

めのサイバーセキュリティー体制の構築にも、多額の費用がかかります。改めて、

病院におけるＩＣＴ推進のための適切な評価を要望します。

５５ 急急性性期期入入院院医医療療ににおおけけるるリリハハビビリリテテーーシショョンンのの充充実実

現在、中医協総会および分科会において、高齢者の入院の在り方が議論され

ており、急性期入院医療における早期のリハビリテーションの重要性が指摘さ

れています。患者を早期に回復期や慢性期機能の病床へ移動することも重要で

すが、入院中に高齢者のＡＤＬを維持することも同じく重要です。ＡＤＬ維持

向上等加算のさらなる評価や、疾患別リハビリテーション料との併算定化な

ど、急性期入院医療においてのリハビリテーションの充実を要望します。
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６６ 急急性性期期病病院院かかららのの、、後後方方支支援援病病院院へへのの転転送送のの評評価価

高齢者の救急搬送が急増している中、高次の急性期病院への高齢者の入院も

増加しています。しかし、その中には、地域の後方支援病院での療養で対応可

能な患者も存在します。地域における病院の機能分化と連携を推進するため、

救急外来で対応した患者を後方支援病院に転送する際に、直接救急外来からの

外来転送と、入院してからの転送に対しての評価を要望します。

７７ 地地域域医医療療体体制制確確保保加加算算のの新新たたなな評評価価のの新新設設

現在の地域医療体制確保加算の算定要件は、救急車の搬送件数が２，０００

件以上とされています。しかし、地域により要件を満たすことが困難な地域が

存在すること、また今後増加する高齢者救急に対応する地域包括ケア病棟を中

心とする中小の病院が地域の救急医療体制を確保していくためにも、救急搬送

１，０００件以上２，０００件未満でも算定可能な加算２と、５００件以上

１，０００件未満でも算定可能な加算３の新設を要望します。

８８ 薬薬剤剤費費がが包包括括さされれるる病病棟棟ににおおけけるる高高額額薬薬剤剤のの除除外外薬薬剤剤のの新新設設

地域の回復期機能を担う後方支援病院は、ほとんどが地域包括ケア病棟や回

復期リハビリテーション病棟、医療療養病棟など薬剤費が包括される特定入院

料の病棟となっています。高齢患者を急性期病院からの早期の転院をすすめる

際に、高額薬剤を使用している患者では、受け入れがスムーズに進まない現状

があります。昨今、高額薬剤を内服している患者も増加していることを考慮

し、これら薬剤費が包括化されている入院料において、高額薬剤の除外制度の

新設や特定入院料の大幅な引き上げを要望します。

９９ 高高額額医医薬薬品品のの管管理理にに関関すするる評評価価のの新新設設

昨今の高額医薬品は、使用に至るまでの適切で慎重な薬剤保管（低温フリーザ

の使用）、解凍作業等が必要な事が多く、医療機関は管理コストと当該薬剤の使用

不能・破損リスクを負うばかりか、なんらかの理由により投与中止となった場合、

病院が当該薬品費を負担しなければなりません。医薬品の価格設定は薬価にて定

められており、自助努力ではカバーできないことから、高額医薬品の管理に関す

る評価を要望します。

１１００ 夜夜間間休休日日救救急急搬搬送送医医学学管管理理料料、、院院内内トトリリアアーージジ加加算算のの再再診診症症例例ででのの算算定定

地域の救急医療体制を維持することがますます重要になっている中、現在、上

記点数は初診症例に算定が限定されています。しかし病院は初診症例だけに救急

医療を提供しているわけではありません。、救急医療に対する評価を充実するた

め初診症例とは異なる疾病での再診においては算定を可能とするよう要望しま

す。
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１１１１ 精精神神科科ににおおけけるる地地域域包包括括ケケアアシシスステテムムのの推推進進にに資資すするる入入院院料料のの新新設設

精神科における地域包括ケアシステムの推進のためには、入院から退院後に至

るまで切れ目のない医療および地域定着支援を行う体制が必要です。しかしその

体制の構築は道半ばであり、特に入院において不十分であるため、精神科におけ

る地域包括ケアシステムの推進に資する入院料の新設を要望します。

１１２２ 入入退退院院支支援援加加算算、、入入院院時時支支援援加加算算のの見見直直しし

本加算は、早期の退院支援を進める上で非常に効果的です。しかし現在の点数

は、支援業務を行う人的コストを考慮すると過少であり、専従人員の確保も困難

な状況にあります。現在の算定要件に見合うような加算の増点、または専従要件

を緩和する等の見直しを要望します。

また入院時支援加算は、予定入院患者のみ算定可能ですが、もっとも入院時に

労力が発生するのは救急入院等の当日入院患者です。入院時支援加算をより広く

算定できるよう、算定要件の見直しを要望します。

以上
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加
盟
大
学

法
人
支
払
消

費
税
負
担
総

額
推
移
表

 
 

令
和
５
年
１
１
月
１
６
日

 
一
般
社
団
法
人
 
日
本
私
立
医
科
大
学
協
会

 
単
位
：
千
円

 

 
平
成
２
８
年
度

 
平
成
２
９
年
度

 
平
成
３
０
年
度

 
令
和
元
年
度

 
令
和
２
年
度

 
令
和
３
年
度

 
令
和
４
年
度

 

法
人
実
質
消
費
税

 

負
担
総
額
（
２
９
大
学
）
 

85
,9

27
,6

95
 8

7,
88

1,
95

8 
83

,1
43

,9
81

 9
7,

36
2,

62
0 

10
5,

11
4,

79
0 

11
6,

36
3,

54
2 

12
1,

52
4,

12
9 

対
前
年
度
比
（
増
減

率
）

 
―

 
2.

3％
 

△
5.

4％
 

17
.1
％

 
7.

9％
 

10
.7
％

 
4.

4％
 

 
 
 
 
 
 
 
※
平
成
２
６
年
度
よ
り
消
費
税
率
８
％
、
令
和
元
年
１
０
月
よ
り
消
費
税
率
１
０
％

 
 
 
 
 
 
 
 
※
令
和
４
年
度
よ
り
東
北
医
科
薬
科
大
学
の
数
値
を
加
え
て
い
る
。

 
［
消
費
税
法
人
実
質
負
担
額
を
算
定
す
る
算
式
に
つ
い
て
（
説
明
）
］

 
 
｛
（
課
税
支
出
に
係
る
消
費
税
）
－
（
課
税
収
入
に
係
る
消
費
税
）
｝
＋
（
納
付
税
額
）

 
＝
｛
（
課
税
支
出
に
係
る
消
費
税
）
－
（
課
税
収
入
に
係
る
消
費
税
）
｝
＋
｛
（
課
税
収
入
に
係
る
消
費
税
）
－
（
課
税
支
出
に
係
る
消
費
税
控
除
額
）
｝

 
＝
（
課
税
支
出
に
係
る
消
費
税
）
－
（
課
税
支
出
に
係
る
消
費
税
控
除
額
）

 
＝
法
人
実
質
消
費
税
負
担
額
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平
成

３
０

年
　

～
　

令
和

４
年

度
　

病
院

消
費

税
実

績
額

調
査

（
３

０
大

学
８

６
病

院
合

計
統

計
）

(
単

位
：

百
万

円
）

年
度

平
成

３
０

年
度

（
８

３
病

院
）

令
和

元
年

度
（

８
３

病
院

）
令

和
２

年
度

（
８

４
病

院
）

令
和

３
年

度
（

８
４

病
院

）
令

和
４

年
度

（
８

６
病

院
）

科
目

実
績

額
消

費
税

額
実

績
額

消
費

税
額

実
績

額
消

費
税

額
実

績
額

消
費

税
額

実
績

額
消

費
税

額

医
療

収
入

Ａ
1
,
7
5
9
,
0
7
3

5
,
8
3
7

1
,
8
4
3
,
5
6
0

6
,
5
8
9

1
,
7
7
6
,
6
6
0

6
,
5
2
5

1
,
9
3
0
,
0
4
4

7
,
4
0
4

1
,
9
9
1
,
3
3
9

6
,
9
0
1

人
件

費
7
6
7
,
1
8
2

8
2
6

7
8
3
,
8
9
4

9
5
2

7
9
9
,
8
3
7

1
,
0
7
2

8
1
7
,
1
9
0

1
,
0
8
5

8
4
2
,
9
8
2

1
,
0
9
4

医
療

経
費

6
9
0
,
5
3
4

4
8
,
1
2
6

7
3
9
,
5
3
8

5
8
,
9
8
4

7
2
9
,
3
6
8

6
4
,
4
6
5

7
9
6
,
3
7
2

7
0
,
2
3
1

8
3
6
,
1
5
7

7
3
,
7
4
6

教
研

経
費

・
管

理
経

費
2
3
7
,
7
3
1

1
6
,
4
2
5

2
5
0
,
1
0
0

1
9
,
1
5
7

2
5
2
,
6
0
4

2
1
,
4
2
4

2
6
6
,
9
8
0

2
2
,
5
5
8

2
9
9
,
3
8
4

2
4
,
4
5
4

医
療

収
支

Ｂ
6
3
,
6
2
6

-
5
9
,
5
4
0

7
0
,
0
2
8

-
7
2
,
5
0
4

-
5
,
1
4
9

-
8
0
,
4
3
6

4
9
,
5
0
2

-
8
6
,
4
7
0

1
2
,
8
1
6

-
9
2
,
3
9
3

医
療

外
収

益
6
6
,
9
2
9

1
,
7
8
4

6
3
,
8
0
9

2
,
1
0
8

2
2
8
,
2
2
7

2
,
1
5
4

2
5
7
,
5
5
7

2
,
7
4
0

2
1
9
,
0
3
0

2
,
8
1
9

医
療

外
経

費
3
6
,
2
6
1

0
4
0
,
0
1
5

0
2
8
,
7
3
1

0
3
8
,
6
2
3

0
4
8
,
8
5
4

0

医
療

外
収

支
Ｃ

3
0
,
6
6
8

1
,
7
8
4

2
3
,
7
9
4

2
,
1
0
8

1
9
9
,
4
9
6

2
,
1
5
4

2
1
8
,
9
3
4

2
,
7
4
0

1
7
0
,
1
7
6

2
,
8
1
9

施
設

・
設

備
費

Ｄ
1
1
3
,
9
0
0

-
7
,
4
1
2

1
2
8
,
4
6
2

-
9
,
7
1
3

1
0
9
,
8
0
9

-
8
,
5
0
4

1
4
5
,
0
3
0

-
1
1
,
8
2
4

1
2
7
,
4
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-
1
0
,
4
6
8

収
支
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Ｂ

＋
Ｃ

＋
Ｄ

2
0
8
,
1
9
4

-
6
5
,
1
6
8

2
2
2
,
2
8
4

-
8
0
,
1
0
9

3
0
4
,
1
5
6

-
8
6
,
7
8
6

4
1
3
,
4
6
6

-
9
5
,
5
5
4

3
1
0
,
4
0
7

-
1
0
0
,
0
4
2

消
費

税
負

担
額

Ｅ
6
5
,
1
6
8

8
0
,
1
0
9

8
6
,
7
8
6

9
5
,
5
5
4

1
0
0
,
0
4
2

消
費

税
納

付
額

Ｆ
2
,
9
0
1

3
,
1
2
6

3
,
4
3
6

3
,
7
8
2

3
,
8
6
7

消
費

税
合

計
Ｅ

＋
Ｆ

＝
Ｇ

6
8
,
0
6
9

8
3
,
2
3
5

9
0
,
2
2
2

9
9
,
3
3
6

1
0
3
,
9
0
9

医
療

収
入

に
対

す
る

負
担

額
Ｇ

／
Ａ

％
3
.
8
7
%

4
.
5
1
%

5
.
0
8
%

5
.
1
5
%

5
.
2
2
%

年
度

平
成

３
０

年
度

（
８

３
病

院
）

令
和

１
年

度
（

８
３

病
院

）
令

和
２

年
度

（
８

４
病

院
）

令
和

３
年

度
（

８
４

病
院

）
令

和
４

年
度

（
８

６
病

院
）

科
目

実
績

額
消

費
税

額
実

績
額

消
費

税
額

実
績

額
消

費
税

額
実

績
額

消
費

税
額

実
績

額
消

費
税

額

医
療

収
入

及
び

補
填

額
1
,
6
8
0
,
2
6
9

4
7
,
1
9
6

1
,
7
6
3
,
3
4
7

5
6
,
8
2
7

1
,
7
0
4
,
8
8
2

6
1
,
9
3
9

1
,
8
4
8
,
6
0
3

6
7
,
1
6
0

1
,
9
1
5
,
4
3
3

6
9
,
5
8
8

補
填

後
消

費
税

負
担

額
Ｈ

2
0
,
8
7
3

2
6
,
4
0
8

2
8
,
2
8
3

3
2
,
1
7
6

3
4
,
3
2
1

医
療

収
入

に
対

す
る

負
担

額
1
.
1
9
%

1
.
4
3
%

1
.
5
9
%

1
.
6
7
%

1
.
7
2
%

備
考

備
考

厚
生

労
働

省
社

会
保

険
診

療
報

酬
消

費
税

補
填

分
の

計
算

平
成

２
９

年
度

か
ら

平
成

３
０

年
度

診
療

報
酬

転
嫁

加
算

率
２

．
８

９
％

　
令

和
元

年
度

は
３

．
３

３
％

、
令

和
２

年
度

か
ら

診
療

報
酬

転
嫁

加
算

率
３

．
７

７
％

-
 
5
0
 
-
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平
成

３
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年
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令
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病
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消
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税
実

績
額

調
査

　
　

（
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０
大
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平
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）
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年
度
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８
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８
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８
４
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８

６
病

院
）

科
目

実
績

額
消

費
税

額
実

績
額

消
費

税
額

実
績

額
消

費
税

額
実

績
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消
費

税
額

実
績

額
消

費
税

額

医
療

収
入

Ａ
6
0
,
6
5
8

2
0
1

6
3
,
5
7
1

2
2
7

6
1
,
2
6
4

2
2
5

6
6
,
5
5
3

2
5
5

6
6
,
3
7
8

2
3
0

人
件

費
2
6
,
4
5
5

2
8

2
7
,
0
3
1

3
3

2
7
,
5
8
1

3
7

2
8
,
1
7
9

3
7

2
8
,
0
9
9

3
6

医
療

経
費

2
3
,
8
1
2

1
,
6
6
0

2
5
,
5
0
1

2
,
0
3
4

2
5
,
1
5
1

2
,
2
2
3

2
7
,
4
6
1

2
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4
2
2

2
7
,
8
7
2

2
,
4
5
8

教
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経
費

・
管

理
経

費
8
,
1
9
8

5
6
6

8
,
6
2
4

6
6
1

8
,
7
1
1

7
3
9

9
,
2
0
6

7
7
8

9
,
9
7
9

8
1
5

医
療

収
支

Ｂ
2
,
1
9
3

-
2
,
0
5
3

2
,
4
1
5

-
2
,
5
0
1

-
1
7
9

-
2
,
7
7
4

1
,
7
0
7

-
2
,
9
8
2

4
2
8

-
3
,
0
7
9

医
療

外
収

益
2
,
3
0
8

6
2

2
,
2
0
0

7
3

7
,
8
7
0

7
4

8
,
8
8
1

9
4

7
,
3
0
1

9
4

医
療

外
経

費
1
,
2
5
0

0
1
,
3
8
0

0
9
9
1

0
1
,
3
3
2

0
1
,
6
2
8

0

医
療

外
収

支
Ｃ

1
,
0
5
8

6
2

8
2
0

7
3

6
,
8
7
9

7
4

7
,
5
4
9

9
4

5
,
6
7
3
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4

施
設

・
設

備
費

Ｄ
3
,
9
2
8

-
2
5
6

4
,
4
3
0

-
3
3
5

3
,
7
8
7

-
2
9
3

5
,
0
0
1

-
4
0
8

4
,
2
4
7

-
3
4
9

収
支

計
Ｂ

＋
Ｃ

＋
Ｄ

7
,
1
7
9

-
2
,
2
4
7

7
,
6
6
5

-
2
,
7
6
3

1
0
,
4
8
7

-
2
,
9
9
3

1
4
,
2
5
7

-
3
,
2
9
6

1
0
,
3
4
8

-
3
,
3
3
4

消
費

税
負

担
額

Ｅ
2
,
2
4
7

2
,
7
6
3

2
,
9
9
3

3
,
2
9
6

3
,
3
3
4

消
費

税
納

付
額

Ｆ
1
0
0

1
0
8

1
1
8

1
3
0

1
2
9

消
費
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計
Ｅ

＋
Ｆ

＝
Ｇ

2
,
3
4
7

2
,
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7
1

3
,
1
1
1

3
,
4
2
6

3
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4
6
3

医
療

収
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す
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額
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％
3
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８
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８
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８
４
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績
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績
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績
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績
額
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績
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収
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5
7
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1
,
6
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7
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,
8
0
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1
,
9
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0
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8
,
7
8
9

2
,
1
3
6

6
3
,
7
4
5

2
,
3
1
6

6
3
,
8
4
8

2
,
3
2
0
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填

後
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費
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負
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額
Ｈ

7
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9
1
1
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7
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1
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3
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療

収
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%

1
.
4
3
%
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.
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%
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.
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考
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．
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一般社団法人　日本私立医科大学協会役員一覧

令和６年３月３１日現在
（敬称略・順不同）

役職名 大学名・役職名 氏　　名
会 　 長 東 邦 大 学 理 事 長 炭　山　嘉　伸
副 会 長（ 病 院 担 当 ）
副 会 長（ 教 育 研 究 担 当 ） 昭 和 大 学 理 事 長 小　口　勝　司
副 会 長（ 総 務 経 営 担 当 ） 聖マリアンナ医科大学理事長 明　石　勝　也
企 画 委 員 会 委 員 長 関 西 医 科 大 学 理 事 長 山　下　敏　夫
理 事 岩 手 医 科 大 学 理 事 長・ 学 長 祖父江　憲　治
理 事 日 本 大 学 医 学 部 長 木　下　浩　作
業 務 執 行 理 事（ 病 院 担 当 ） 日 本 医 科 大 学 理 事 長 坂　本　篤　裕
理 事 東 京 医 科 大 学 学 長 林　　　由起子
理 事 東 京 女 子 医 科 大 学 理 事 長 岩　本　絹　子
理 事 ・ 顧 問 東 京 慈 恵 会 医 科 大 学 理 事 長 栗　原　　　敏
理 事 慶 應 義 塾 大 学 医 学 部 長 金　井　隆　典
業務執行理事（教育研究担当） 順 天 堂 大 学 学 長 新　井　　　一
理 事 大阪医科薬科大学副理事長・学長 佐　野　浩　一
業務執行理事（総務経営兼広報担当） 久 留 米 大 学 理 事 長 永　田　見　生
理 事 北 里 大 学 医 学 部 長 浅　利　　　靖
理 事 杏 林 大 学 理 事 長 松　田　剛　明
理 事 川 崎 医 科 大 学 理 事 長 川　﨑　誠　治
理 事 帝 京 大 学 常 務 理 事・ 副 学 長 冲　永　寛　子
理 事 藤 田 医 科 大 学 理 事 長 星　長　清　隆
理 事 藤 田 医 科 大 学 学 長 湯　澤　由紀夫
理 事 兵 庫 医 科 大 学 副 理 事 長 野　口　光　一
理 事 愛 知 医 科 大 学 理 事 長・ 学 長 祖父江　　　元
理 事 福 岡 大 学 副 学 長 吉　満　研　吾
理 事 自 治 医 科 大 学 学 長 永　井　良　三
理 事 埼 玉 医 科 大 学 理 事 長 丸　木　清　之
理 事 金 沢 医 科 大 学 理 事 長 髙　島　茂　樹
理 事 獨 協 医 科 大 学 学 長 吉　田　謙一郎
理 事 近 畿 大 学 副 学 長・ 医 学 部 長 松　村　　　到
理 事 東 海 大 学 医 学 部 長 森　　　正　樹
理 事 産 業 医 科 大 学 理 事 長 生　田　正　之
理 事 東 北 医 科 薬 科 大 学 理 事 長 高　柳　元　明
相 談 役 順 天 堂 大 学 理 事 長 小　川　秀　興
相 談 役 獨 協 学 園 名 誉 理 事 長 寺　野　　　彰
参 与 東 邦 大 学 名 誉 教 授 小　山　信　彌
監 事 元 昭 和 大 学 事 務 局 長 越　石　孝　一
監 事 元聖マリアンナ医科大学監査室長 清　水　富士雄
事 務 局 長 日本私立医科大学協会事務局長 小　栗　典　明
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学 生 部 委 員 会
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［企画委員会、倫理委員会報告］

1. 企画委員会（委員長：山下敏夫関西医科大学理事長）

本委員会は、協会活動をめぐる状況の変化に対応するため、企画立案を行い、理

事会に提議している。また、協会自体の自己点検・評価を担当している。

令和 6年 3月 14 日に企画委員会を開催し、令和 6年度本協会事業計画（案）、本

協会「加盟大学附属病院における医師の働き方改革施行後の現状と改善点について

のアンケート調査」実施について、第 15 回海外研修について協議・検討を行った。

⑴	 医師養成制度検討委員会（委員長：炭山嘉伸東邦大学理事長）

�　本委員会は、卒前・卒後のシームレスな教育の確立並びに共用試験制度、

Student Doctor 制度、医師国家試験制度、専門医制度等に関する諸制度を総合

的に検討する。また、医師不足の原因たる地域偏在・診療科間偏在の具体的解決

策、医師臨床研修制度の廃止を含めたゼロベースでの見直し等に関する協議を

行ってきた。

�　シームレスな医師養成に向けた厚生労働省の議論の動向を注視しつつ、自由民

主党「大学病院を支援する議員連盟」並びに「私立医科大学問題勉強会」、「医師

養成の過程から医師偏在是正を求める議員連盟」の国会議員とも議論を重ねた。

また、「医療系大学間共用試験実施評価機構」、「日本専門医機構」と協働し関係

各方面に提言していく。

⑵	 経営会議（委員長：明石勝也聖マリアンナ医科大学理事長）

�　本委員会は、国の厳しい予算のもとでの経常費補助金の確保、診療報酬のあり

方に対する要望、消費税控除対象外消費税（損税）の解消、地域医療構想と大学

病院の役割等について積極的に協議・検討を行い、加盟各大学並びに附属病院に

おける収支状況の実態を把握すると共に経営指標に基づく分析を行い、経営基盤

の強化を図っていく。

�　更に喫緊の重要課題として、物価高騰や医療DXの推進並びに新型コロナウイ

ルス感染症の 5類への移行に関する加盟各大学附属病院における経営面の影響、

医師の働き方改革に伴う人件費・経費負担増等を議論し対応を検討していくため、
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関連する委員会と連携を図った。

 1）財政調査委員会（委員長：明石勝也聖マリアンナ医科大学理事長）

�　本委員会は加盟各大学における財政事情の実態を把握するための資料を作成

し、報告を行う。令和 5年度も引き続き、学生一人当りにかかる医学教育経費や

消費税負担状況を取りまとめたパンフレット「医学教育経費の理解のために」を

父兄、学校関係者等が理解しやすいようにグラフ、図表等を加えて、令和 4年度

財務数値により発行した。

 2）税制問題検討委員会（委員長：川﨑誠治川崎医科大学理事長）

�　税制問題検討委員会は、加盟各大学及び附属病院に関連する税制上の問題全般

について調査・研究を行っている。

�　大学病院は極めて特殊な役割（教育・研究・診療）を果たしており、その役割

を十分に果たすために高額な施設・設備の充実並びに最新の医療機器の導入を

行っていることにより、控除対象外消費税を負担することとなり、大学経営を圧

迫している。平成元年の消費税導入以降、公費である診療報酬と教育は、税制上、

非課税扱いと規定されていることが税負担の根幹にあり、大学病院が医療法上の

病院の類型において「大学病院」として規定され、控除対象外消費税の解決に向

けた諸課題の対応を図ることが喫緊の課題となっている。

�　軽減税率の導入も視野に入れ、消費税による損税問題に関する対応策について

協議・検討を進め、自由民主党「大学病院を支援する議員連盟」並びに自由民主

党「私立医科大学問題勉強会」等に継続して要望・提言を行った。また、必要に

応じ、協会理事会の承認のもと日本医師会並びに日本病院団体協議会等と協働

し、関係各方面にも働き掛けを行ってきた。併せて大学病院が医療法上の病院の

類型に於いて「大学病院」として規定されることが必要である旨を関係各方面に

対して求めていく。

 3）働き方改革ワーキンググループ（座長：明石勝也聖マリアンナ医科大学理事長）

�　令和 6年 4月から適用される医師の時間外労働の上限規制並びに追加的健康確

保措置について、具体的な制度設計に関する議論に注視しつつ、医師の健康確保

並びに地域医療提供体制の確保の両立の実現、人事配置及び人件費の在り方（労
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働基準法との関係）の議論を行ってきた。

�　また、本ワーキンググループは全国医学部長病院長会議・国立大学病院長会議

とも協働して関係各方面へ提言を行っていく。

⑶	 医療人養成検討委員会（委員長：川﨑誠治川崎医科大学理事長）

�　加盟各大学を運営する学校法人の多くは看護師、リハビリテーション療法士、

薬剤師など医療専門職を養成する学部・学科を設置している。これに伴い、医師

以外の医療人の養成について、他学部との連携や在宅医療を含め、問題点を議論

し、より良い医療人養成に関する意見並びに対応などを検討する。

⑷	 自己点検・評価委員会（委員長：小口勝司昭和大学理事長）

�　新型コロナウイルス感染症に対応して、令和 4年度に於ける本協会の各種委員

会・研究会は、電子媒体を利用した多様性のある活動を以って事業を行ってきた。

本委員会は令和 4年度の各種委員会・研究会活動状況の事業報告について、自己

点検・評価を行い、令和 5年度の委員会報告とした。

2. 倫理委員会（委員長：新井　一順天堂大学学長）

本委員会は、当面の間、厚生労働省が適宜改正を行っている「人を対象とする生

命科学・医学系研究に関する倫理指針」における課題等について委員会での協議を

重ねると共にその問題点を整理した上で必要に応じて提言を行う予定としている。

また、医師による診断書虚偽記載や治験等に関連した供・収賄及び医学生による

違法行為に関する社会倫理の観点からの防止策の検討を行っていくため、各大学よ

り意見交換を行いたい課題や問題点等を収集するため、アンケート調査を実施し

た。アンケート結果を踏まえ、意見交換項目を提示し、次年度（令和 6年度）倫理

委員会を開催していく。
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〔AJMC 連携委員会報告〕

1. AJMC 連携委員会（委員長：湯澤由紀夫藤田医科大学学長）

本協会と全国医学部長病院長会議（以下、AJMC）が相互の情報共有及び情報交

換を通じて密に連携できるよう、本協会内にAJMC連携委員会を設置した。

本委員会は、本協会からAJMCの活動に関連する案件をAJMCに提案し協議・

検討するための連絡会議の役割を担っている。また、AJMCから本協会に対して

提案もしくは検討を求めたい事項がある場合にはその都度協議していく。

令和 5年 8月 7 日、9月 11 日、10 月 4 日に、本委員会の運営に関してAJMC事

務局との事前打合せを開催し、開催回数、開催方式、開催内容等について協議・検

討を行った。

その結果を受け、令和 6年 1 月 16 日に第 1回委員会を開催し、AJMCの動向に

ついて、令和 6年能登半島地震に係る医療支援について、意見交換を行った。
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〔部会報告〕
Ⅰ . 総務・経営部会

1. 法務委員会（委員長：小林弘幸順天堂大学医学部病院管理学教授）

本委員会は、学校法人に関わる法律および法律解釈上の諸問題に対応して、協会

としての指針や対策を検討し、加盟大学に対して提言・アドバイスするとともに、

関係各方面と折衝・協議を行うことを目的としている。

令和 6 年 2 月 29 日、第 21 回委員会を対面式にて開催した。テーマを「この 2

時間で医療業務関連の働き方改革が解る」として、蒔田　覚弁護士、梶谷　篤弁護

士、岩井　完弁護士、3名の弁護士による医師の働き方改革に関する時間外労働の

上限規制の一般的内容と医師の特例、労働時間管理の基本的理解、オンコール /研

鑽の労働時間該当性、タスクシフト・シェア等について私見を交えての講義をいた

だき、今後想定される医師の働き方改革への対応について情報共有を図った。

2. 広報委員会（委員長：永田見生久留米大学理事長）

本委員会は、本協会定款に定める公益目的支出計画に記載する事業に該当する広

報誌「医学振興」の企画編集、発行を行うと共に、その他協会広報活動の企画・立

案を行う。

また、多岐に亘る情報量に対応すべく刷新した本協会ホームページを管理・運用

している。

「日本私立医科大学協会会長（3期目）に就任して」（巻頭言）、「第 31 回日本医

学会総会 2023 東京～豊かな人生 100 年時代を求めて～をメインテーマに開催」（特

集）、「医療機関に対するサイバー攻撃の現状と望まれる対策」（論壇）を掲載した

医学振興第 97 号は、令和 5年 11 月 16 日付にて発行し、協会加盟大学に配付した。

併せて、関係各方面、社会一般に広く配布した。

また、巻頭言テーマ「防災と医療はいかにあるべきか～今後起こりうる災害に対

する医療支援について～（仮題）」、特集テーマ「医学教育モデル・コア・カリキュ

ラム（令和 4年度改訂）について（仮題）」、論壇テーマ「日本の研究力（医学研究）
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の課題について（仮題）」を掲載予定の医学振興第 98 号は、令和 6年 5 月 16 日付

発行を目途に編集作業中である。

3.� ダイバーシティ活躍委員会（委員長：冲永寛子帝京大学副学長・常務理事、医学

部内科学教授）

本委員会は、重点課題として、男女が等しく機会を享受し、活動し、共に責任を

担っていく社会を目指す上で、特に女性医師がキャリアを継続する上で発生する

様々な課題に対する支援、柔軟な勤務形態の採用等、出産・育児・介護中の女性医

師の就労継続・復職支援に資する取り組みが推進されるよう協議・検討を進めてい

る。今般、男女共同参画のみならず、多様な働き方、ダイバーシティの観点を踏ま

えた「医師のダイバーシティ活躍に関する意識調査」を令和６年度に実施するため、

「働き方改革ワーキンググループ」と協働してアンケート調査内容の精査と調整を

行った。

4.� 事務局長・医学部事務（部）長会議（運営委員長：加藤一人東京慈恵会医科大学理事・

事務局長）

本会議は、加盟各大学の事務局長、医学部事務（部）長及び同職種に準ずる方を

構成委員として編成し、主に加盟各大学の運営に関する総合的な情報交換を精力的

に行い、各大学の建学の精神を尊重しつつ、相互の緊密な連絡調整を図り意見交換

などを行っている。併せて、本会議の専門部会として各大学の総務・企画・広報事

務職による総務・企画・広報実務者連絡会と、研究支援部門事務職による研究支援

推進委員会を設置している。

本会議は、令和 5年 10 月 20 日に第 75 回会議、令和 6年 2 月 14 日に第 76 回会

議を新型コロナウイルス感染症禍明けの久しぶりの対面式会議として開催し、各大

学間相互連携と情報共有に努めた。また、下部組織となる総務・企画・広報実務者

連絡会は第 29 回連絡会を令和 5年 10 月 20 日に、研究支援推進委員会は令和 5年

12 月 7 日に対面式にて開催した。
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5. 労務研究会（代表幹事：小林宏規川崎医科大学人事部長）

労務研究会は、各大学の円滑な労使関係維持と人事・厚生・労務管理等に資する

ため、担当者間の情報交換並びに関連業務改善等の研究を行い成果を得ている。

本年度も引き続き「加盟大学教職員労働条件調査」「加盟大学教職員給与調査」

を実施しているが、この調査は人事・労務管理上、重要な基礎資料となっている。

また、人事・労務・給与・研修業務担当職員の人材育成を目的として、毎年開催

している実務者研修については、昨年度に引き続き、各大学の研修参加者からの情

報交換要望事項を基に実施した、アンケート調査集計結果の配付により情報共有を

図った。

6. 経理事務研究会（運営委員長：難波　明杏林大学経理部長）

経理事務研究会は、私立医科大学財政の把握と分析を行い、学校法人会計基準が

示す会計処理について各種の研究を行っている。今年度は、6月、9月に各委員会

をWeb 会議（Zoom）にて開催し、今年度研究課題に関する協議・検討を行った。

第 1委員会は、エネルギーコスト、物価高騰による現状と対応について（インボイ

ス制度の取り組み状況について含む）、令和 4年度 30 大学特別補助項目別入金状況

調査、令和 4年度文部科学省・日本学術振興会よりの科学研究費採択状況調査、第

2委員会は、令和 4年度財務関係諸調査、令和 4年度医療収入科目別調査・平均在

院日数調査、令和 4年度病院部門消費税負担額調査、第 3委員会は、施設・設備に

係る整備計画について、契約（調達等）の手続きについて、固定資産税課税の現況

についてのアンケート調査を実施し、情報共有を行った。

また、令和 5年 10 月 16 日には、例年開催している研究集会の代替となる経理

事務研究会合同会議を対面式にて開催した。

7. 情報処理研究会（代表幹事：黄金井卓哉日本医科大学 ICTセンター課長）

情報処理研究会は、私立医科大学・付属病院の管理運営及び経営にかかわる情報

処理システムに関する調査研究並びに研修を行っている。

2023 年度は『医療機関を取り巻く IT 課題に対する取り組みについて』を活動
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のメインテーマにした。第 1回研究会（令和 5年 4 月 14 日開催）では、サイバー

攻撃の現状とその対策について、第 2回研究会（令和 5年 7 月 21 日開催）では、

ICTを活用した患者向けサービスについて、第3回研究会（令和5年10月13日開催）

では、HL7 FHIR に関する現状の取り組みと今後について、第 4回研究会（令和 6

年 2月 9日開催）では、医師の働き方改革実現に向けたシステム対応について講演

会及び情報交換を行った。

また、本年度も引き続き「病院情報システムの管理運営の現状に関するアンケー

ト」を実施した。

8. 関連会社経営管理委員会（委員長：石塚雄三株式会社慈恵実業代表取締役社長）

本委員会は、私立医科大学関連会社の将来の事業展開のあり方に関して、内在す

る経営管理や労務等の諸問題の検討及び解決等の相互連絡を密にし、また、関連会

社及び協会加盟大学の財務強化を行い発展に貢献するため、各関連会社が抱える諸

問題や法的規制に係る対応等について意見交換を行っている。

令和 5年 10 月 31 日に第 35 回委員会を対面式にて開催し、関連会社の業務内容

に関するアンケート調査集計結果の報告とともに、新型コロナウイルス感染症にか

かる対応状況、光熱水費に関しての情報交換を行った。
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-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

1
0
,
8
5
6
,
4
6
5

2
6
4
,
7
9
2

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

1
,
2
0
4
,
0
7
5

8
0
,
2
7
2

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

2
9
,
2
9
4
,
7
4
0

3
4
0
,
6
3
7

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

外
来

稼
動

日
数

 
 
(
日

)
2
7
5

2
7
5

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

2
8
0

2
8
0

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

2
7
2

2
7
2

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

2
7
4

2
7
4

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

1
日

平
均

外
来

患
者

数
(
名

)
6
2
,
5
6
2

2
,
0
8
5

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

3
8
,
7
9
0

9
4
6

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

4
,
4
4
0

2
9
6

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

1
0
6
,
9
1
5

1
,
2
4
3

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

入
院
・
外
来
 
総
合
計

1
,
2
3
9
,
8
2
6
,
7
5
9

4
1
,
3
2
7
,
5
6
0

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

6
9
6
,
4
8
9
,
1
3
0

1
6
,
9
8
7
,
5
3
8

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

5
5
,
0
8
8
,
9
5
3

3
,
6
7
2
,
5
9
8

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

1
,
9
9
1
,
4
0
4
,
8
4
2

2
3
,
1
5
5
,
8
6
9

-
-
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-

令
和
４
年
度
よ
り
東
北
医
科
薬
科
大
学
の
数
値
が
含
ま
れ
て
い
る
。

本
院

(
3
0
大

学
 
3
0
病

院
)

分
院

[
D
P
C
]
(
3
0
大

学
 
4
1
病

院
)
 
対

象
2
0
大

学
全

 
体

 
合

 
計

 
(
3
0
大

学
 
8
6
病

院
)

１
 
病

 
院

 
平

 
均

１
 
病

 
院

 
平

 
均

１
 
病

 
院

 
平

 
均

１
 
病

 
院

 
平

 
均

１
 
病

 
院

 
平

 
均

１
 
病

 
院

 
平

 
均

本
院

(
3
0
大

学
 
3
0
病

院
)

分
院

[
D
P
C
]
(
3
0
大

学
 
4
1
病

院
)
 
対

象
2
0
大

学
全

 
体

 
合

 
計

 
(
3
0
大

学
 
8
6
病

院
)

分
院

[
出

来
高

]
(
3
0
大

学
 
1
5
病

院
)
 
対

象
1
2
大

学

１
 
病

 
院

 
平

 
均

分
院

[
出

来
高

]
(
3
0
大

学
 
1
5
病

院
)
 
対

象
1
2
大

学

１
 
病

 
院

 
平

 
均

-
 
1
 
-
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医
療
収
入
科
目
別
診
療
単
価
年
度
別
推
移
比
較
表
(
患
者
1
人
1
日
当
り
)
 
 

(
平

成
3
0
年

度
 
～

 
令

和
4
年

度
迄

の
 
5
ヶ

年
比

較
)

一
般
社
団
法
人
 
日
 
本
 
私
 
立
 
医
 
科
 
大
 
学
 
協
 
会

１
．
入
 
 
 
 
院

病
院
数
 
3
0
大
学
 
3
0
病
院
の
平
均
単
価
を
採
用

病
院
数
 
3
0
大
学
 
4
1
病
院
(
対
象
2
0
大
学
)
の
平
均
単
価
を
採
用

病
院
数
 
3
0
大
学
 
1
5
病
院
(
対
象
1
2
大
学
)
の
平
均
単
価
を
採
用

病
院
数
 
3
0
大
学
 
8
6
病
院
の
平
均
単
価
を
採
用

Ⅰ
．
本
 
院
 
平
 
均

Ⅲ
．
分
 
院
(
D
P
C
)
 
平
 
均

Ⅴ
．
分
 
院
(
出
来
高
)
 
平
 
均

Ⅶ
．
全
 
 
 
病
 
 
 
院
 
 
 
合
 
 
 
計

年
 
 
 
 
度

３
０
年
度

１
年
度

２
年
度

３
年
度

４
年
度

３
０
年
度

１
年
度

２
年
度

３
年
度

４
年
度

３
０
年
度

１
年
度

２
年
度

３
年
度

４
年
度

３
０
年
度

１
年
度

２
年
度

３
年
度

４
年
度

勘
定
科
目

金
 
額

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

円
円

%
円

%
円

%
円

%
円

円
%

円
%

円
%

円
%

円
円

%
円

%
円

%
円

%
円

円
%

円
%

円
%

円
%

入
　
　
　
院
　
　
　
料

7
6
,
1
9
4
7
8
,
6
8
6

3
.
3

8
3
,
9
6
7

6
.
7

8
7
,
3
8
4

4
.
1

8
9
,
4
1
1

2
.
3

6
8
,
5
1
7
6
9
,
9
1
3

2
.
0

7
4
,
4
8
8

6
.
5

7
8
,
1
2
6

4
.
9

8
0
,
5
3
8

3
.
1

2
1
,
8
2
3
2
2
,
5
8
2

3
.
5

2
2
,
2
7
3

-
1
.
4

2
4
,
7
3
6

1
1
.
1

2
6
,
1
2
8

5
.
6

7
0
,
7
1
5
7
2
,
7
0
1

2
.
8

7
7
,
2
4
2

6
.
2

8
0
,
4
2
3

4
.
1

8
2
,
4
9
8

2
.
6

投
 
 
 
 
 
 
薬
 
 
 
 
 
 
料

0
0

0
0

0
0

0
0

0
6
9
0

5
9
7

-
1
3
.
5

6
5
4

9
.
5

6
5
5

0
.
2

7
2
1

1
0
.
1

3
3

2
8

-
1
5
.
2

3
3

1
7
.
9

3
7

1
2
.
1

4
1

1
0
.
8

注
 
 
 
 
 
 
射
 
 
 
 
 
 
料

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1
,
0
8
7

1
,
1
3
5

4
.
4

1
,
0
2
8

-
9
.
4

1
,
3
1
6

2
8
.
0

1
,
8
4
0

3
9
.
8

5
1

5
4

5
.
9

5
2

-
3
.
7

7
3

4
0
.
4

1
0
4

4
2
.
5

処
置
・
手
術
・
麻
酔
料

0
0

0
0

0
0

0
0

0
4
,
1
8
9

4
,
2
5
0

1
.
5

5
,
9
6
3

4
0
.
3

6
,
5
3
7

9
.
6

7
,
3
9
2

1
3
.
1

1
9
8

2
0
2

2
.
0

3
0
4

5
0
.
5

3
6
4

1
9
.
7

4
2
0

1
5
.
4

検
 
 
 
 
 
 
査
 
 
 
 
 
 
料

0
0

0
0

0
0

0
0

0
8
5
1

8
0
4

-
5
.
5

1
,
1
4
0

4
1
.
8

1
,
2
7
4

1
1
.
8

1
,
3
9
8

9
.
7

4
0

3
8

-
5
.
0

5
8

5
2
.
6

7
1

2
2
.
4

7
9

1
1
.
3

放
　
 
射
 
　
線
　
　
料

0
0

0
0

0
0

0
0

0
5
0
3

5
4
2

7
.
8

6
4
4

1
8
.
8

6
3
3

-
1
.
7

6
2
6

-
1
.
1

2
4

2
6

8
.
3

3
3

2
6
.
9

3
5

6
.
1

3
6

2
.
9

そ
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
他

6
4

6
3

-
1
.
6

0
 

0
0

0
0

0
0

5
,
1
8
5

4
,
8
5
7

-
6
.
3

5
,
0
6
1

4
.
2

5
,
7
4
5

1
3
.
5

5
,
5
5
4

-
3
.
3

2
8
2

2
6
7

-
5
.
3

2
5
8

-
3
.
4

3
2
0

2
4
.
0

3
1
5

-
1
.
6

そ
の
他
医
療
収
入

4
8
7

5
0
7

4
.
1

5
7
7

1
3
.
8

6
0
9

5
.
5

5
5
7

-
8
.
5

8
5
9

5
2
7

-
3
8
.
6

7
9
0

4
9
.
9

6
2
3

-
2
1
.
1

6
0
0

-
3
.
7

3
4
3

3
3
7

-
1
.
7

5
8
5

7
3
.
6

4
1
1

-
2
9
.
7

3
7
6

-
8
.
5

6
2
1

5
0
7

-
1
8
.
4

6
5
8

2
9
.
8

6
0
3

-
8
.
4

5
6
3

-
6
.
6

保
険
 
等
 
調
 
整
 
増
減

-
4
7
4

-
6
3
6

3
4
.
2

-
6
8
1

7
.
1

-
7
1
8

5
.
4

-
5
9
4

-
1
7
.
3

-
6
5
0

-
5
9
0

-
9
.
2

-
6
5
5

1
1
.
0

-
8
2
6

2
6
.
1

-
6
3
6

-
2
3
.
0

-
6
5

-
9
1

4
0
.
0

-
8
6

-
5
.
5

-
5
9
0

5
8
6
.
0

-
3
1
0

-
4
7
.
5

-
5
2
1

-
5
9
3

1
3
.
8

-
6
4
1

8
.
1

-
7
5
1

1
7
.
2

-
5
9
3

-
2
1
.
0

計
7
6
,
2
7
1
7
8
,
6
2
0

3
.
1

8
3
,
8
6
3

6
.
7

8
7
,
2
7
5

4
.
1

8
9
,
3
7
4

2
.
4

6
8
,
7
2
6
6
9
,
8
5
0

1
.
6

7
4
,
6
2
3

6
.
8

7
7
,
9
2
3

4
.
4

8
0
,
5
0
2

3
.
3

3
4
,
6
0
6
3
5
,
0
1
3

1
.
2

3
7
,
2
6
2

6
.
4

4
0
,
7
1
7

9
.
3

4
3
,
7
2
5

7
.
4

7
1
,
4
4
3
7
3
,
2
3
0

2
.
5

7
7
,
9
9
7

6
.
5

8
1
,
1
7
5

4
.
1

8
3
,
4
6
3

2
.
8

室
 
 
 
料
 
 
 
差
 
 
 
 
額

3
,
5
8
6

3
,
7
2
7

3
.
9

3
,
6
6
9

-
1
.
6

3
,
7
9
8

3
.
5

3
,
6
9
0

-
2
.
8

2
,
6
7
1

2
,
6
9
5

0
.
9

2
,
7
1
2

0
.
6

2
,
6
3
2

-
2
.
9

2
,
6
2
5

-
0
.
3

1
,
0
7
6

1
,
0
6
7

-
0
.
8

1
,
0
9
7

2
.
8

1
,
2
2
7

1
1
.
9

1
,
2
7
7

4
.
1

3
,
1
2
1

3
,
2
1
0

2
.
9

3
,
1
7
7

-
1
.
0

3
,
2
1
8

1
.
3

3
,
1
5
5

-
2
.
0

合
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計

7
9
,
8
5
7
8
2
,
3
4
7

3
.
1

8
7
,
5
3
2

6
.
3

9
1
,
0
7
3

4
.
0

9
3
,
0
6
4

2
.
2

7
1
,
3
9
7
7
2
,
5
4
5

1
.
6

7
7
,
3
3
5

6
.
6

8
0
,
5
5
5

4
.
2

8
3
,
1
2
7

3
.
2

3
5
,
6
8
2
3
6
,
0
8
0

1
.
1

3
8
,
3
5
9

6
.
3

4
1
,
9
4
4

9
.
3

4
5
,
0
0
2

7
.
3

7
4
,
5
6
4
7
6
,
4
4
0

2
.
5

8
1
,
1
7
4

6
.
2

8
4
,
3
9
3

4
.
0

8
6
,
6
1
8

2
.
6

２
．
外
 
 
 
 
来

病
院
数
 
3
0
大
学
 
3
0
病
院
の
平
均
単
価
を
採
用

病
院
数
 
3
0
大
学
 
4
1
病
院
(
対
象
2
0
大
学
)
の
平
均
単
価
を
採
用

病
院
数
 
3
0
大
学
 
1
5
病
院
(
対
象
1
2
大
学
)
の
平
均
単
価
を
採
用

病
院
数
 
3
0
大
学
 
8
6
病
院
の
平
均
単
価
を
採
用

Ⅱ
．
本
 
院
 
平
 
均

Ⅳ
．
分
 
院
(
D
P
C
)
 
平
 
均

Ⅵ
．
分
 
院
(
出
来
高
)
 
平
 
均

Ⅷ
．
全
 
 
 
病
 
 
 
院
 
 
 
合
 
 
 
計

年
 
 
 
 
度

３
０
年
度

１
年
度

２
年
度

３
年
度

４
年
度

３
０
年
度

１
年
度

２
年
度

３
年
度

４
年
度

３
０
年
度

１
年
度

２
年
度

３
年
度

４
年
度

３
０
年
度

１
年
度

２
年
度

３
年
度

４
年
度

勘
定
科
目

金
 
額

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

金
 
額

前
年
比

円
円

%
円

%
円

%
円

%
円

円
%

円
%

円
%

円
%

円
円

%
円

%
円

%
円

%
円

円
%

円
%

円
%

円
%

基
　
　
　
本
　
　
　
料

3
,
6
3
4

3
,
9
6
7

9
.
2

4
,
3
8
0

1
0
.
4

4
,
5
2
3

3
.
3

4
,
7
7
9

5
.
7

2
,
7
8
8

2
,
9
6
2

6
.
2

3
,
2
0
3

8
.
1

3
,
5
0
6

9
.
5

3
,
6
5
8

4
.
3

1
,
8
6
7

2
,
0
0
5

7
.
4

2
,
4
7
5

2
3
.
4

2
,
7
6
6

1
1
.
8

2
,
4
6
3

-
1
1
.
0

3
,
2
6
1

3
,
5
1
9

7
.
9

3
,
8
6
4

9
.
8

4
,
0
7
7

5
.
5

4
,
2
6
8

4
.
7

投
　
　
　
薬
　
　
　
料

4
,
3
7
3

4
,
7
0
7

7
.
6

4
,
6
6
5

-
0
.
9

4
,
6
1
8

-
1
.
0

4
,
4
4
0

-
3
.
9

2
,
2
0
2

2
,
3
2
4

5
.
5

2
,
5
3
2

9
.
0

2
,
5
4
7

0
.
6

2
,
5
2
9

-
0
.
7

1
,
1
1
3

1
,
0
2
4

-
8
.
0

1
,
1
2
7

1
0
.
1

1
,
1
1
1

-
1
.
4

1
,
0
8
7

-
2
.
2

3
,
4
5
6

3
,
6
7
9

6
.
5

3
,
7
2
8

1
.
3

3
,
7
1
2

-
0
.
4

3
,
5
9
4

-
3
.
2

注
　
　
　
射
　
　
　
料

5
,
5
1
6

6
,
5
3
7

1
8
.
5

8
,
0
8
1

2
3
.
6

8
,
5
6
1

5
.
9

9
,
0
4
6

5
.
7

4
,
8
8
2

5
,
7
0
4

1
6
.
8

6
,
5
2
8

1
4
.
4

7
,
0
8
5

8
.
5

7
,
4
6
3

5
.
3

9
5
2

1
,
4
6
6

5
4
.
0

3
,
0
7
6

1
0
9
.
8

3
,
2
7
3

6
.
4

3
,
6
0
3

1
0
.
1

5
,
1
3
7

6
,
0
4
3
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Ⅱ . 教育・研究部会

1. 学長・医学部長会議（委員長：新井　一順天堂大学学長）

本会議は加盟大学間の連帯及び相互協力関係を強化するために、医科大学・医学

部を取り巻く教学・研究上の諸問題についての情報及び意見交換を進め、必要に応

じて協会への助言を行うことを目的に活動する。更に、加盟各大学の特色ある医学

教育を推進し、教育の質を向上させるために、大学改革の動向の今後を注視しつつ、

関連する委員会と連携し活動するための調整を行った。

2. 医学教育委員会（委員長：別所正美埼玉医科大学副理事長）

従来より卒前医学教育と卒後医学教育は分断され、連続性に乏しいと評されてき

たが、医師が修得すべき知識・技能が増加していることや、プロフェッショナリズ

ム教育の重要性が増していることなどから、卒前教育においても医学生が診療に参

加し、医療現場を中心として、卒前・卒後一貫した医学教育を行う必要性が認識さ

れてきた。そのため、本委員会は、卒前医学教育委員会、卒後医学教育委員会を統

合して医学教育委員会となった。

今年度は、令和 6年度より適用される文部科学省の「医学教育モデル・コア・カ

リキュラム（令和 4年度改訂）」の各大学への周知期間となった。令和 6年 1月 26

日には、本委員会に登録している各大学医学教育関係者を対象とした文部科学省

「大学における医療人養成の在り方に関する調査研究委託事業」成果報告シンポジ

ウムがオンラインにより開催され、医学教育モデル・コア・カリキュラム令和 4年

度版普及のために日本医学教育学会が実施した各事業の成果が報告された。

3. 学生部委員会（委員長：宮崎　章昭和大学医学部生化学教授）

本委員会は、学生支援体制に関する各大学の現状と問題点について意見交換を行

い、併せて調査・研究を実施している。

今年度は、私立の医科大学並びに医学部の学生を対象に、その生活環境の内面的、

外面的な実態、傾向等を把握し、少しでも有意義な学生生活を送るための基礎資料
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を作成することを目的として 5年に 1度実施している私立医科大学・医学部学生生

活実態調査（令和 6年度に第 12 回を実施）のアンケート項目の精査を行うため、

令和 5年 11 月 9 日、令和 6年 1月 30 日と 2回に亘り委員会を開催した。

4. 研究体制検討委員会（委員長：本田一穂昭和大学医学部顕微細胞学教授）

本委員会は、今期取り上げるテーマ候補案として、①基礎と臨床の共同研究の推

進について、②研究支援部門（URA等）を活用した研究力の向上について、③医

学部学生に対する基礎研究指導の活性化と実績について、④臨床系大学院生の診療

業務と研究（ベッドフリー）のバランスについて、⑤生成系AI の普及と研究倫理

教育の再徹底について、⑥研究成果の社会実装化への取り組み（大学発ベンチャー

の設立支援）について、⑦産学（官）の連携強化による共同研究の推進について、

を提示し、委員会においてテーマ選定を行い、協議・検討を行った。

5. �教務事務研究会（委員長：齊藤成広東海大学病院運営企画室長兼メディカルサイ

エンスカレッジオフィス課長）

本研究会は私立医科大学の教育研究の充実に関する共通の基本問題について、教

務学生部関係事務職員による共同研究を行い、教務・学生業務の改善を図ると共に、

事務職員の資質の涵養と事務の能率化を図るための研修会等を行った。併せて、本

研究会の中に①研修企画部会、②卒前教育部会、③学生生活部会、④大学院・卒後

教育部会、⑤管理運営部会等の専門委員会を設置し、加盟大学間の事務的情報交換

及び自己点検・評価並びに入試関係資料の整備充実に努めた。
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Ⅲ . 病院部会

1. 病院長会議（委員長：坂本篤裕日本医科大学理事長）

本会議は加盟各大学附属病院の運営に係る諸問題に対応するため、病院部会に設

置している各委員会等と連携し、医療機能の更なる強化を図り、高度な医療機能を

十分発揮できる体制整備に必要な財政的配慮がなされるよう働きかける。

特に令和 5年度は令和 6年 4月から適用される医師の時間外労働の上限規制並び

に追加的健康確保措置について、医療機関勤務環境評価センターの評価受審の動向

並びに都道府県への指定申請手続等に関する状況に関する情報共有を行うと共に引

き続き体制整備・強化に努めてきた。

令和 6年 3 月 18 日にWeb 会議方式にて第 10 回会議を開催し、文部科学省にお

ける大学病院改革ガイドラインに関して文部科学省高等教育局医学教育課企画官

より説明を受けた他、大学病院に関する各種データについて情報共有を行った。

2. 治験・臨床研究推進委員会（委員長：小山信彌協会参与）

昨今の臨床研究・治験を取り巻く環境の大きな変化に伴い、臨床研究・治験の活

性化施策も、それらを踏まえた検討を行うことが求められている。

本委員会は、加盟大学附属病院における臨床研究並びに治験の取組みや対応につ

いて、適宜意見交換を行っていくべく情報収集に努めた。

3. 医療安全・感染対策委員会（委員長：小山信彌協会参与）

⑴�　医療安全連絡会議（委員長：辰巳陽一近畿大学病院安全管理センター医療安

全対策部長・教授）

　①�　医療安全管理部門に所属するメンバーが、お互いの病院を訪問し、現場を

チェックする医療安全相互ラウンドは、加盟大学附属病院における内部統制

の確保と医療安全対策強化のため、下記②の方法により引き続き実施した。

　②�　令和 5年度の医療安全相互ラウンドは、原則として相互の病院を訪問する

「実地訪問」の形式にて、双方の病院長並びに医療安全部門の責任者の了承
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のもと、医療従事者の安全を確保して行った。

　　�　新型コロナウイルス感染症に関する各病院の方針により「実地訪問」がで

きない場合には「Web 方式」により実施し、ディスカッションを行うこと

とした。

　　�　新型コロナウイルス感染症の感染状況に関する対応等によって、「実地訪

問」または「Web 形式」が実施できない場合に限り、「自己評価票」、「自己

評価票に関する確認事項、質問事項」、「実施報告書」による「書面のみのや

り取り」とすることについては「可」とした。

　③�　平成 24 年度より本格導入した分院の医療安全相互ラウンドについても、

本院のラウンドと同様の形式にて継続した。

　④�　加盟大学附属病院（本院）における医療安全管理体制の強化、相互の連携、

情報共有を図ることを目的とした「医療安全相互ラウンドに関する実施報告

会」を年 1回開催し、相互ラウンドの訪問時に優れた取組・参考となった事

例、相互ラウンドの受入時の技術的助言とその対応等について事例報告を

行った。また、文部科学省並びに厚生労働省の担当官を招聘し、医療安全管

理体制の確保に関する具体的な施策の説明を受けると共に医療現場における

諸問題について意見交換を行った。

　⑤�　国立大学附属病院医療安全管理協議会と医療安全対策に関する連携を図っ

ていくため、相互に全体会議へのオブザーバー出席を行った。

　⑥�　特定機能病院においては、医療安全に関して重大な事案が相次いで発生し

たこと踏まえ、平成 28 年 6 月の厚生労働省医政局総務課事務連絡において、

全ての特定機能病院の関係者が一堂に会し、各病院の相互立入結果やその他

の医療安全管理に係る取組についての情報を共有するための「特定機能病院

医療安全連絡会議」を、各病院が共同して、年１回以上開催することを要請

していることを踏まえ、これに基づき、令和 6年 3 月 27 日に初めての「特

定機能病院医療安全連絡会議」を開催した。
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⑵�　私立医科大学病院感染対策協議会（議長：三鴨廣繁愛知医科大学病院感染制

御部長）（以下、協議会） 

　以下 5項目を中心に活動を行った。

　①�　感染対策部門の相互ラウンドは、「評価表（第 12 版）」に沿って実施した。

〔相互ラウンドの実施方法は医療安全連絡会議と同様とする。〕

　②�　感染対策部門の相互ラウンド時に協議会から推薦された感染対策部門の専

門家である調査員が加わり問題点の把握と改善に必要な助言を与える取組み

として「サイトビジット」を平成 26 年度から分院を対象に順次行って来て

いるが、令和 5年度は意向調査を実施した上で「サイトビジット」の対象病

院を 2病院とした。

　③�　アウトブレイク等の問題発生時に当該病院が希望した場合に、他施設の専

門家が訪問して原因の解明や改善点の提案を行うことを目的とした「改善支

援」を引き続き行った。

　④�　各専門職部会において、感染対策部門における調査を実施、その結果を分

析し、各医療機関にフィードバックすると共に、職種毎の情報共有を図った。

　⑤�　新型コロナウイルス感染症対策において、現状では加盟各大学附属病院に

おける対応が図られているが、適宜、各病院における諸問題について情報交

換を行った。

　　�　協議会は日本医療機能評価機構（以下、機構）と打合せを行い、「病院

機能評価一般病院 3rd G ver3.0 での評価についての要望」に関する説明を

行った。（89 〜 91 ページ参照）

　　�　協議会から、機能評価基準並びに評価の在り方等に関して機構、協議会、

国公立大学病院感染対策協議会三者合同の意見交換会を定期的に行っていく

こととし、その 1回目を令和 6年 3 月 11 日に開催し、解説集の内容につい

て議論を行った。
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4. 医療 DX 推進委員会（新設）（委員長は各大学登録者の互選により決定）

政府は、医療分野でのDX（デジタルトランスフォーメーション）を通じたサー

ビスの効率化・質の向上を実現することにより、国民の保健医療の向上を図るとと

もに、最適な医療を実現するための基盤整備を推進することを掲げている。

しかしながら、加盟大学附属病院におけるシステム導入や維持、それに伴うセ

キュリティ対策に関わる経費負担は経営を圧迫する要因となっていることから、実

態調査並びに情報収集を行い関係各方面に働き掛けを行うため、本委員会を新たに

病院部会に設置した。その後、本委員会は加盟各大学における医療DXへの対応状

況等を把握するためのアンケート調査を実施し、今後の関連事業に必要な補助金等

の予算を確保するための基礎資料とすることとした。

5. 大学病院における診療報酬に関する検討委員会（委員長：小山信彌協会参与）

本委員会は、厚生労働省保険局医療課担当官を定期的に招聘し、中央社会保険医

療協議会の報告、医療機関別係数の在り方、診療報酬算定ルール等に関する意見交

換を行い、加盟各大学附属病院の診療機能や高度医療の提供、地域医療の根幹をな

す分院等の役割に対する評価、機能評価係数Ⅰ・Ⅱによる人員配置・医療の質等の

評価を求めるべく、調査・分析を行い同省に提案を行った。

また、新型コロナウイルス感染症に関して、感染患者を受け入れた病院の適切な

診療報酬上の評価並びに経営支援等による大学病院の安定的な運営等を求めたとこ

ろである。

更に、本委員会は、以下の項目に関しての活動を引き続き行った。

⑴�　本院 29病院・分院 14病院を対象とした経営管理指標を目的としたベンチマー

キングプログラム［厚生労働省「DPCの影響評価に係る調査」並びに「外来調査」

における病院間（自院と他病院）比較等］（以下、BMP）については、更なる

分析方法の検討及び操作上の問題点の整理等を行うと共に継続して実施した。

　�　また、今後の運営について検討を行い、第 354 回理事会（令和 5年 1 月 19

日開催）において、BMP事業参加病院の増加により、症例数並びに在院日数・

収入等について更なる効果的なデータの比較分析が可能となることから、多く
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の加盟大学附属病院分院に参加いただきたいことの提案説明を行い、了承を得

たことを受け、意向調査を実施した結果、2病院が令和 5年度より追加で参加

することとなった。更に令和 5年 8月 3日から 4日にかけて聖マリアンナ医科

大学において事例報告会並びに研修会を開催した。

⑵�　平成 15 年度より実施している診断群分類別コストデータ調査に関して、調

査結果を基にDPC 制度の適切な運用が図られるよう、本院 29 病院における

人件費や医薬品費、委託費等のコストについて分析・検証を行った。引き続き、

調査票の見直し並びに分析・検証方法を検討していく。

6. 病院事務長会議（運営委員長：藤岡俊吾大阪医科薬科大学病院事務部長）

本会議は病院部会活動の円滑化を促進するため基礎資料作成等、積極的活動を図っ

ている。

また、病院管理上の情報交換及び問題提議のための研究を行っている。

更に令和 6年診療報酬改定に関して、同会議の下部組織である医療事務研究会、

栄養研究会並びに薬剤部長会議、看護部長会議とも連携して検証を行い、引き続き

加盟大学附属病院の健全な経営が図られるよう厚生労働省等に対する要望書を作成

した。

○医療事務研究会（代表世話校：東京女子医科大学）

本研究会は上部組織である病院事務長会議とも連携し、本協会加盟大学附属病院

における「病床稼働率」、「紹介率・逆紹介率」、「平均在院日数」、「初来院患者数」、

「重症度、医療・看護必要度」調査を実施した。

なお、例年開催している 6月並びに 10 月研究会は新型コロナウイルス感染症拡

大防止にかかわる諸情勢を勘案してWeb 開催とし「医事知識の向上、医事課に求

められる人材の育成について、保険診療委員会／DPCコーディング委員会等にお

ける効果的な取組み、レセプトチェックシステムの有効活用及び精度向上につい

て、医療事務職員の教育体制について、査定管理と対策について、オンライン資格

確認システムの運用について」をテーマとして研究を行った。
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○病院庶務研究会（代表世話校：東京医科大学病院）

本研究会は病院内において多岐に亘る業務を行う担当者に対して、院内整備体制

等の事例報告を中心として運営に取り組んでいる。

令和 5 年 7 月 14 日の第 138 回研究会並びに 10 月 20 日の第 139 回研究会は

Web 方式による開催、また、令和 6年 2 月 9 日開催の第 140 回研究会は対面式に

て開催し、今年度本研究会テーマである「災害時における機能の維持」に関する課

題について情報共有を図るとともに病院運営に関する情報交換を行った。

○用度業務研究会（世話校代表：自治医科大学）

本研究会は、情報交換を円滑にし、用度業務にかかる諸調査・研究を行うことに

より、業務の向上と合理化を図っているが、今年度は、用度業務全般にかかる時局

的問題についてのアンケート調査を実施するとともに、医療材料および医薬品の購

買・消費・供給管理について、施設環境管理について、分科会を設けてアンケート

調査を実施すると共に、Web 会議を開催し、意見交換を行った。

○栄養研究会（運営委員長校：自治医科大学附属病院）

本研究会は、毎年度アンケート形式でメインテーマを決定しているが、例年開催

している研究会は新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点により、全てをWeb

開催として、令和 5年度メインテーマである「管理栄養士の地位向上を目指して」

に関する講演・協議を行った。また、令和 6年度診療報酬改定に関して、入院時食

事療養費の増額と特別治療食加算の拡大の他、管理栄養士の病棟配置並びに栄養指

導の加算条件の緩和について、更なる評価のため「栄養部門の基盤整備」の要望事

項を取りまとめた。

7. �薬剤部長会議（代表幹事：工藤賢三岩手医科大学附属病院薬剤部長、山田成樹藤

田医科大学病院薬剤部長）

令和 5年度の本会議は、新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、Web 開

催（東日本ブロック会）または対面式（西日本ブロック会）による情報交換を行った。
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また、薬剤部門におけるデータの経年変化をとらえるため、薬剤業務に関するアン

ケート調査を毎年実施している。さらに、1年ごとにテーマを変えて、若手・中堅

の病院薬剤師を対象とした薬剤師実務者研修会を開催しているが、令和 5年度は昨

年度に引き続き中止とした。

また、令和6年度診療報酬改定に関して、高額医薬品管理加算の新設、退院時薬剤

情報管理指導料並びに退院時薬剤情報連携加算の要件緩和の他、無菌製剤処理に係る

被曝防止対策の評価等の「薬剤部門の基盤整備」のための要望事項を取りまとめた。

8. 看護部長会議（委員長：別府千恵北里大学病院看護部長） 

令和 5年度の本会議は、ワークショップのテーマである「多職種との業務分担・

協働推進のために」「最近の労務管理の問題」「これからの外来看護」を取り上げる

と共に、患者対応に関する情報共有を図った。

また、毎年、管理者の人材育成として病院の実地研修を行っているが、昨年度に

引き続き中止とした。
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Ⅳ . 懇談会等

懇談会及び連絡会等

協会は、時局の推移に対応するため、随時懇談会・連絡会を開催している。

令和 5年度は、新型コロナウイルス感染症にかかる患者の受け入れ状況や教職員

の出勤停止状況について、令和 6年度より実施される医師の働き方改革にかかる財

源問題等について、消費税に対する負担軽減策等について及び私学助成のあり方等

に対応して、内閣官房長官、厚生労働大臣の他、関係する国会議員や政府関係者、

関係省庁との懇談、諸会合を精力的に開催し、意思の疎通を図ることに努めた。
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調査事項一覧調査事項一覧（令和 5年 4月～令和 6年 3月）

1.	 特定機能病院等紹介率調査（令和 5年 4月〜令和 6年 3月）
2.	 入院基本料の基準に係る平均在院日数調査（一般病棟）

　　（令和 5年 4月〜令和 6年 3月）
3.	 病床稼働率調査（令和 5年 4月〜令和 6年 3月）
4.	 重症度、医療・看護必要度調査（令和 5年 4月〜令和 6年 3月）
5.	 新型コロナウイルス感染症による影響度調査（令和 5年 4月〜令和 6年 3月）
6.	 新型コロナウイルス感染症による医療従事者の出勤停止状況調査

（令和 5年 4月〜令和 6年 3月）
7.	 新型コロナウイルス感染症患者の受入れ総数調査（令和5年4月〜令和6年3月）
8.	 令和 5年 4月 1日時点医療機関別係数調査（令和 5年 4月）
9.	 令和 5年度入学者に関するアンケート調査（令和 5年 4月）
10.	 令和 4年度私立医科大学資金収支計算調査（令和 5年 6月）
11.	 令和 4年度私立医科大学事業活動収支計算調査（令和 5年 6月）
12.	 令和 4年度財務関係比率調査（令和 5年 6月）
13.	 令和 4年度医療収入科目別調査・平均在院日数調査（令和 5年 6月）
14.	 令和 4年度病院部門消費税負担額調査（令和 5年 6月）
15.	 施設・設備に係る整備計画について（令和 5年 6月）
16.	 契約（調達等）の手続きについて（令和 5年 6月）
17.	 固定資産税課税の現況について（令和 5年 6月）
18.	 エネルギーコスト・物価高騰による現状と対応について（インボイス制度の取
り組み状況含む）（令和 5年 7月）

19.	 令和 4年度特別補助項目別入金状況について（令和 5年 7月）
20.	 令和 4 年度文部科学省・日本学術振興会よりの科学研究費助成事業採択状況に
ついて（令和 5年 7月）

21.	 令和 4年度加盟大学法人消費税実質負担額調査（令和 5年 7月）
22.	 令和 5年度教務事務要覧について（令和 5年 9月）
23.	 医師の働き方改革における各特例水準の申請状況調査（令和 5年 9月）
24.	 特別の療養環境の提供にかかわる調査（令和 5年 10 月）
25.	 私立医科大学附属病院病室に関する調査（令和 5年 10 月）
26.	 令和 4年度医療材料購入実績調査（令和 5年 10 月）
27.	 令和 5年度協会加盟大学学生納付金調査（令和 5年 10 月）
28.	 令和 5年 10 月 1 日時点医療機関別係数調査（令和 5年 10 月）
29.	 医薬品の取引価格妥結状況に関する調査（令和 5年 12 月）
30.	 協会加盟大学志願者・受験者・入学者調査（令和 6年 3月）



－ 140 －

一般社団法人　日本私立医科大学協会　　会員数

令和 6年 3月 31 日現在

大　学　数 会　員　数 実会員数

30 大学
150 名

（1大学 5名）
145 名




